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はじめに 

 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクトごと

に当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価分科会を研究評価委員会に

よって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策

定の上、研究評価委員会において確定している。 

 
本書は、「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト/ゼロエミッション石炭火力基

盤技術/革新的ガス化技術に関する基盤研究事業/CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」の事後

評価報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３１条に基づき、研究評価委員

会において設置された「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト/ゼロエミッショ

ン石炭火力基盤技術/革新的ガス化技術に関する基盤研究事業/CO2 回収型次世代 IGCC 技術

開発」（事後評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、第４２回研究評価委員

会（平成２７年３月２６日）に諮り、確定されたものである。 

 
 
 

平成２７年３月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 

 



2 
 

「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト／ 

ゼロエミッション石炭火力基盤技術／革新的ガス化技術に関する基盤研究

事業／CO2回収型次世代 IGCC 技術開発石炭火力技術開発プロジェクト／革

新的 CO2回収型次世代 IGCC 技術開発」 

事後評価分科会委員名簿 

 
 

（平成２６年１１月現在） 

 氏 名 所 属、役 職 

分科会長 金子
か ね こ

 祥三
しょうぞう

 
東京大学 生産技術研究所 エネルギー工学連携研究センター

特任教授 

分科会長 
代理 阿部

あ べ

 高之
たかゆき

 新エネルギー開発株式会社 技術顧問 

委員 

神原
かんばら

 信
しん

志
じ

 
岐阜大学大学院 工学研究科 環境エネルギーシステム専攻

教授 

関根
せ き ね

 泰
やすし

 早稲田大学 先進理工学部 応用化学科 教授 

鷹
たかの

觜
はし

 利
とし

公
まさ

 
産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 新燃料グルー

プ 研究グループ長 

成瀬
な る せ

 一郎
いちろう

 
名古屋大学 エコトピア科学研究所 グリーンシステム部門

教授 

藤井
ふ じ い

 俊英
としひで

 電気事業連合会 技術開発部 部長 

                                           敬称略、五十音順 

 
 



3 
 

 
 

審議経過 

 
● 第１回 分科会（平成２６年１１月２６日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定 
１０．閉会 

 
●現地調査会（平成２６年１０月２７日） 
   電力中央研究所 エネルギー技術研究所（神奈川県横須賀市長坂２－６－１） 

 
● 第４２回研究評価委員会（平成２７年３月２６日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１．１ 総合評価 
 化石燃料資源の殆どを輸入に頼る日本にとって、本事業は世界各地に豊富に存在する石炭

を将来的に有効活用する技術開発で、日本のエネルギーセキュリティーの向上に大きく寄与

すると同時に、輸入燃料費の低減、CO2削減による地球温暖化防止に大きく貢献するもので

ある。世界に先駆けて O2/CO2ガス化の研究開発に取り組んだ意義は大きい。高い目標値(送
電端効率 42%(HHV))の設定のもと、当該技術開発プロジェクトをほぼ計画通りに遂行し、

目標値が達成できる条件を見出すに至ったことは高く評価できる。 
 一方、目標値の達成は計算結果により得られたものであり、当初計画の検討項目に実証試

験が含まれていなかったことから、O2+CO2ガス化及び乾式脱硫の実証試験がこのプロジェ

クト期間内でできなかったことは残念である。また、知財の取得数が事業規模に比して少な

い。本事業により、将来日本企業が国際競争力を持ちうる領域となることが期待でき、その

ためにも得られた成果に対して国際的な知財確保がなされている必要がある。 
 震災以降、原子力発電所の停止により膨大な燃料購入費の海外流出が続いており、また地

球温暖化への世界的な取組強化など、本事業に関する社会環境・背景は大きく変化し、実施

前より本事業の実施意義・必要性は格段に高まっている。研究計画は実現可能性・見込みと

共に、社会のニーズ・変化に応じて機動的に見直す必要があるが、震災以降の急激な情勢変

化を考えると、事業の加速化・前倒し検討が行えなかったのかという点が残念である。 

 
１．２ 今後に対する提言 
次フェーズでの 5 年間での実施内容について、技術課題解決のための開発項目に優先順位

をつけて、前半の 3 年目までにはベンチでの実証試験の確認を済ませてもらいたい。特に

O2/CO2 ガス化条件の最適化、およびガス化性能に影響する要因解析に重点をおいた基礎研

究を早急に実施する必要があると思われる。 
また、商用化に関する検討に関して石炭ガス化技術の範疇内での比較では片手落ちである。

発電コスト試算では USC や NGCC の CCS についても検討されてはいるが、微粉炭燃焼な

らびに微粉炭燃焼＋CCS 等、さまざま視点での公平な比較も視野に入れて頂きたい。 
現在の原子力発電の状況や地球温暖化の状況を鑑みると、後継事業の加速化・前倒しが求

められる。今回の事業においてはある一定の成果が確認できており、仮に今回の事業で積み

残し部分があるとしても、現在規模の実証機で確認をしながら並行して次ステップで商用化

に向けた検証を行うなど、商用化に向けた加速が望まれる。 
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２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
地球温暖化は地球規模の喫緊の課題であり、CO2低減技術の開発は急務である。当該技術

開発の目標「CO2 回収後において送電端効率 42％」は、世界最先端のゼロエミッション発

電を実現するものであるが、その開発には長期間の研究・開発が必要であるとともに、スケ

ールアップ等のためには多大な開発資金が必要不可欠であり、NEDO 事業で行うことは妥

当である。 
一方、本事業は長期間にわたる研究開発であることより、内外の技術開発動向や国際競争

力の状況については当初調査結果に終わるのではなく、逐次調査を行いその結果に応じた目

標等の更新・評価することが必要と思われる。 

 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
目標値の設定においては、最も重要となる効率の維持という観点から、数値目標を CO2

回収後の HHV 基準で 42％の目標を掲げており、既存の技術との比較と経済性成立の実現

性を考慮すると、妥当な目標であると評価する。一方、設定目標の達成は次フェイズ以降に

本格検討を計画している 1500℃級のセミクローズド型 GT にも依存している。設定された

目標を補完するものとして、現フェイズで見通しが得られる要素技術のみで達成できる目標

を設定することが必要かと思われる。 
当初の研究目標および研究計画は妥当であったが、チャレンジ性と革新性をもつプロジェ

クトであることから必ずしも当初研究計画どおりに進まず、結果として研究テーマ間の連携

を十分とることができなかった事例が見受けられた。当初計画通りに進まなかった場合の対

応・対策を事前に考慮しておく必要があったのではないか。 
研究開発の事業体制は、中間評価意見の一部を取り入れてメーカーを参画させる等、妥当

なものであると評価する。一方、人材育成や技術蓄積、技術アピールの観点からはオールジ

ャパン体制として、より多くの石炭技術者・研究者がプロジェクトに参画する組織・体制も

あったのではないか。 
本 PJ は基盤技術開発であるが、本成果を実用化につなげる目標と戦略は明確であった。

ただし知財については、国際的な権利を含めてよりアグレッシブに取得、審査請求すること

が望ましい。 
震災以降、日本の電源構成に大きな変化が見られると共に、石炭火力発電所の重要性が高

まり、それに伴い CO2 対策がさらに脚光を浴びるようになった。計画された時点よりも本

事業の実用化を前倒しすべきと考えるが、計画が見直された様子が見えない点は残念である。 

 
２．３ 研究開発成果について 
実施者である電力中央研究所を中心に当該基盤技術の開発を計画的に進め、概ね目標を達

成できたことは高く評価できる。得られた成果は世界の関連する他の技術と比べても、最高

レベルの CO2 回収後の送電端効率が期待できる。ガス精製プロセスにおいては、これまで

の知見が反映され、他のガス化プロセスへ適用可能な成果が得られているが、本システムの
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基幹技術であることに鑑み、さらなる技術の進展が望まれる。一方、本来必要な O2/CO2ガ

ス化技術の最適化に関する研究が少なく、また目標値の達成が机上のソフトウェアによる計

算結果から得られたものであるので、次フェーズではこれらの点の早急な実施・実証が望ま

れる。本研究の成果の一つに、NMR による灰の溶融性・流動性の評価技術があるか、これ

は石炭ガス化はもとより微粉炭焚きボイラーの灰のスラッギング性にも重要な知見を与え

るものであり、さらなる解析技術の進展が期待される。 
また、知的財産権については特許出願が 4 件と 27 億円規模の研究開発としては不十分で

ある。世界最先端で日本が将来リーダーとして世界中で活躍・貢献するために、知財による

権利の確保にさらに力を注いで欲しい。 
研究成果の普及に関して国内外学会での発表や国際的雑誌への投稿等、積極的な取組みが

なされたことは評価できる。実用化された際にエンドユーザーとなる電気事業者に対しても、

成果報告会などの機会を活用し、本研究の進捗状況などを報告しているが、今後もより積極

的に事業者と意見交換を行い、ニーズの汲み上げを継続いただきたい。また、今後は、広く

一般への情報発信も視野に入れて、広報パンフレット作成や公開討論会開催、出前講義開催

などの成果普及・公開方法を検討すべきである。 

 
２．４ 実用化に向けての見通し及び取り組みについて 
本プロジェクトの成果を基に後継フェーズの基本計画が検討され、実用化へのロードマッ

プも明確になっている。また、商用化までのマイルストーンも示されていると共に、フェー

ズごとに見込まれる成果が他にスピンオフできる事も記載されこれも評価できる。さらに、

本事業が最終的に実用化された際の本システムの市場規模も示され、世界的にニーズがある

ことも十分理解できる。 
一方、ガス化技術の研究は、酸素富化空気ガス化に比較して O2/CO2ガス化は反応性が良

いことが確認された段階であり、目標とする O2/CO2比でのガス化性能の基礎データが把握

できていない等、実用化の見通しに対して不明な点が残されている。次フェーズで早急に進

めることを希望する。また本システム成立の基幹技術として乾式ガス精製技術があり、これ

に関しては一層の充実した研究開発を期待したい。 
さらに本システムの成果は、各構成要素それぞれが初期の目標値をクリアすることはもと

より、システム全体のバランス・信頼性・経済性が成り立って初めて得られるものであり、

各マイルストーン毎の総合的評価と判断をしっかりと行って戴きたい。 
当該プロジェクトの実施期間内において、若手研究者の発表も多く見られ、この分野での

若手の人材育成に貢献できたことは大きな成果である。次フェーズにおいても人材育成面で

の取組みに期待したい。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第４２回研究評価委員会（平成２７年３月２６日開催）に諮り、以下のコメントを評価報

告書へ附記することで確定した。 

 
● 石炭ガス化に対するグランドプランを明確に示す必要がある。 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１．１．１総合評価 

化石燃料資源の殆どを輸入に頼る日本にとって、本事業は世界各地に豊富に存在する石炭

を将来的に有効活用する技術開発で、日本のエネルギーセキュリティーの向上に大きく寄与

すると同時に、輸入燃料費の低減、CO2削減による地球温暖化防止に大きく貢献するもので

ある。世界に先駆けて O2/CO2ガス化の研究開発に取り組んだ意義は大きい。高い目標値(送
電端効率 42%(HHV))の設定のもと、当該技術開発プロジェクトをほぼ計画通りに遂行し、

目標値が達成できる条件を見出すに至ったことは高く評価できる。 
一方、目標値の達成は計算結果により得られたものであり、当初計画の検討項目に実証試

験が含まれていなかったことから、O2+CO2ガス化及び乾式脱硫の実証試験がこのプロジェ

クト期間内でできなかったことは残念である。また、知財の取得数が事業規模に比して少な

い。本事業により、将来日本企業が国際競争力を持ちうる領域となることが期待でき、その

ためにも得られた成果に対して国際的な知財確保がなされている必要がある。 
震災以降、原子力発電所の停止により膨大な燃料購入費の海外流出が続いており、また地

球温暖化への世界的な取組強化など、本事業に関する社会環境・背景は大きく変化し、実施

前より本事業の実施意義・必要性は格段に高まっている。研究計画は実現可能性・見込みと

共に、社会のニーズ・変化に応じて機動的に見直す必要があるが、震災以降の急激な情勢変

化を考えると、事業の加速化・前倒し検討が行えなかったのかという点が残念である。 

 
＜肯定的意見＞ 
・CCS 付き USC 以上の高効率を実現すべく、高い目標を掲げて事業に取組んだ先見性と意

義は高く評価できる。 
・高い目標値(送電端効率 42%(HHV))の設定のもと、当該技術開発プロジェクトをほぼ計画

通りに遂行し、目標値が達成できる条件を見出すに至ったことは高く評価できる。 
・化石燃料資源が少ない日本にとって、本事業は比較的世界各地に豊富にある石炭を将来的

に有効活用する技術開発で、日本のエネルギーセキュリティーの向上に大きく貢献しうる

ものであり、国として取り組むべき意義は非常に高い。また、実用化（商用化）まで長期

かつ多くの費用を必要とするので、民間レベルの実施ではリスク面から難しいと考える。 
・世界に先駆けて O2/CO2ガス化の研究開発に取り組んだ意義は大きい。過去 7 年間の成果

を活かして、本技術の実用化に向けた試験研究を引き続き実施して貰いたい。 
・本プロジェクトは、わが国のエネルギー事情を鑑みて、次世代のあるべき高効率ゼロエミ

ッション石炭発電プロセスを提案・実現させようとするものであり、NEDO が関与しな

がら積極的に推進するべき事業である。 
・個別の研究においては，目標を明確にし、新規で有用な定量的知見を多く得ており、わが

国の石炭ガス化技術を進歩させるもので、大いに評価できる。一連の基礎研究とＦＳを通

じて、次世代 IGCC の有効性と実現可能性を提示した。 
・CO2回収型高効率 IGCC の実現に向けて充実した取り組みが見られた。 
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・国内にとどまらず、国際的な温暖化問題の解決に貢献できるだけでなく、日本企業が海外

市場において競争力を確保できる事業領域であり、国力向上のためにも実施する意義は高

い。 
・当該技術開発プロジェクトは、「基礎的・基盤的研究開発」という位置づけから、各要素

技術についての基盤研究は効率的に実施され、個々の成果についても今後の技術開発に活

用できるものと期待される。 
・当該技術開発プロジェクトを通して、大学を含めた若手の研究者の育成に大きく貢献でき

たことは高く評価できる。 
・後継プロジェクトへの展開として、マイルストーン、開発体制についても十分な検討がな

されており、次への展開は期待できる。 
・国際的にも秀でたシステムであると評価できる。是非、実用化を目指すべく、産学官連携

し次期プロジェクト立ち上げに努力して頂きたい。 

 
＜問題点・改善すべき点＞ 
･O2+CO2 ガス化及び乾式脱硫の実証試験がこのプロジェクト期間内でできなかったこと

が残念である。実条件、実ガスを用いた際には、新たな技術開発課題が生まれることが

予想されることから、ベンチ試験での実証を次フェーズの早めの段階で確認することが

必要である。 
・試験装置の制約もあったとは思うが、基礎的データの取得と検証に多くの時間を費やした

ため、システムとして成立する見通しの確証を得るのが遅れ、全体の検討が遅れたことは

残念である。 
・NEDO の役割が不明瞭である。NEDO の役割は、これまでの技術開発の歴史とその内容

（IGCC、HYCOL、オキシ微粉炭燃焼等）をきっちり整理し、その上で当該 IGCC+CCS
システムの優位性や短所の評価、さらにはアドバンストな微粉炭燃焼を含めた既存技術と

の比較や将来性予測等を公平な立場で行う機関であり、是非、この方面でも御貢献頂きた

い。 
・本事業の成果が真に力を発揮するのは海外と考えられるので、海外における知的所有権の

確保は極めて重要である。この点を更に強化してほしい。 
・チャレンジ性の高い研究開発要素が多かったため、研究開発マネジメントが難しかったと

推察するが、関連性の強い研究テーマ間であっても成果・情報の共有や連携が十分であっ

たとは言えない。協働開発体制を積極的に推進するべきであった。 
・長期間にわたる先進的プロセスの研究開発であるから、人材育成，技術の継承、トップラ

ンナーとしての技術アピールにも重点をおくべきであり、オールジャパンとしてもっと多

くの石炭技術者・研究者がプロジェクトに参画する組織・体制を構築するべきであった。 
・大学での基礎研究は応用との連係性が薄いように感じられた。 
・本事業は社会・国民にとって夢を与える技術開発であると考えるが、基礎研究段階なので

一般への PR が難しいことも理解できるが、社会・一般への PR が少ないと感じる。 
・大学等での成果が断片的にまとめられており、このプロジェクトの成果に具体的にどのよ
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うに活かされたのかが分かりにくい。 
・CCS について検討が不足している。日本での貯留サイトの情報、搬送・貯留技術に関す

る動向にも言及頂きたい。RITE 等による成果を盛り込んでもよいと考える。CCS レディ

が許される時間は、そんなに長くないのではと個人的には考える。 
・震災以降、原子力発電所の停止、地球温暖化への取組強化など、本事業に関する社会環境・

背景は大きく変化し、実施前より本事業の実施意義・必要性は格段に高まっている。研究

計画は実現可能性・見込みと共に、社会のニーズ・変化に応じて機動的に見直す必要があ

るが、事業の加速化・前倒し検討を行った形跡が見られない。 
・知財の取得数が事業規模（費用）に比して少ないのでは。本事業により、将来、日本企業

が国際競争力を持ちうる領域となることが期待でき、そのためにも再度、得られた成果に

対して国際的な知財確保がなされているか確認をお願いしたい。 
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１．１．２今後に対する提言 

次フェーズでの 5 年間での実施内容について、技術課題解決のための開発項目に優先順位

をつけて、前半の 3 年目までにはベンチでの実証試験の確認を済ませてもらいたい。特に

O2/CO2 ガス化条件の最適化、およびガス化性能に影響する要因解析に重点をおいた基礎研

究を早急に実施する必要があると思われる。 
また、商用化に関する検討に関して石炭ガス化技術の範疇内での比較では片手落ちであ

る。発電コスト試算では USC や NGCC の CCS についても検討されてはいるが、微粉炭燃

焼ならびに微粉炭燃焼＋CCS 等、さまざま視点での公平な比較も視野に入れて頂きたい。 
現在の原子力発電の状況や地球温暖化の状況を鑑みると、後継事業の加速化・前倒しが求

められる。今回の事業においてはある一定の成果が確認できており、仮に今回の事業で積み

残し部分があるとしても、現在規模の実証機で確認をしながら並行して次ステップで商用化

に向けた検証を行うなど、商用化に向けた加速が望まれる。 

 
＜今後に対する提言＞ 
・本プロジェクトは、社会的要請の高い革新的発電プロセスの開発であり、早期実用化を実

現するために、開発を急ぐべきである。そのためには、リーダーシップある研究開発マネ

ジメントのもと、本プロジェクトに最適な組織・体制を構築するべきであり、その検討に

着手されたい。 
・次期ステップとして 50t/d 試験炉でのガス化試験が予定されているが、その前にこれまで

使用した 3t/d 試験炉において O2/CO2ガス化試験を実施し、小規模の試験研究で O2/CO2

ガス化における問題点の抽出と対応策の検討を実施しておくべきである。 
・震災以降、原子力発電所の停止、地球温暖化への取組強化など、本事業に関する社会環境・

背景は大きく変化し、本プロジェクト実施前より本事業の実施意義・必要性は格段に高ま

っている。実証機のスケールアップには大きなコストが必要で、ステップごとに成果を確

認しながら次のステップに着実に進めていくことが王道であると理解している。一方で、

現在の原子力発電や地球温暖化の状況を鑑みると、後継事業の加速化・前倒しが求められ

る。今回の事業においてはある一定の成果が確認できており、仮に今回の事業で積み残し

部分があるとしても、現在規模の実証機（3t/d）で確認をしながら並行して次ステップの

50t/d で商用化に向けた検証を行うなど、商用化に向けた加速化を是非ともお願いしたい。 
・分科会後に、全体システムについてのマテリアルバランスが三炭種について示されたが、

内容が十分に詰められていないと感じられる。今回示された研究開発の報告内容は、各要

素技術別の成果の報告となっている。これまでの成果をベースとして、現時点で考えられ

るプラント全体の性能予測と、今後の研究開発に必要な検討項目を取り纏めるためのスタ

ディが必要ではないかと思われる。 
・O2/CO2 ガス化条件の最適化、およびガス化性能に影響する要因解析に重点をおいた基礎

研究を実施すること。 
・開発過程においてもマーケティングをもっと強く意識し、調査結果を研究方針にフィード

バックさせることで、早期実用化につながるものと期待される。 
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・次フェーズでの 5 年間での実施内容について、技術課題解決のための開発項目に優先順位

をつけて、前半の 3 年目までにはベンチでの実証試験の確認を済ませてもらいたい。 
・ガス化技術の範疇のみでの比較は、当該技術を実用化あるいは商用化することを考える上

で、ややインパクトが低いものと考える。やはり、微粉炭燃焼ならびに微粉炭燃焼＋CCS
という技術が、それぞれ商用化され、国家プロジェクトとして推進されている以上、これ

ららとの公平な比較も視野に入れて頂きたい。 
・LNG 火力単独あるいは CCS 付 LNG 火力を比較対象とすべきか？電気エネルギーのユー

ザーである国民からすると考慮すべきであろう。ただし、その場合は、燃料代、LNG 化

を含めたライフサイクル的な評価が必要になる。当然、為替レートが変化した場合の各技

術の感度解析（ドル換算で 1 円変化したときの全体のコストに占める変化の割合）も必要

となろう。 
・国内の電気事業環境は大きく変化している。そして、法制度の改正により今後も変化を続

けていくことが考えられる。そこで、最終的な使用者であろう 発電事業者のニーズ・採

用可能性などを ステップ・バイ・ステップで適宜把握しながら、後継事業を進めていた

だきたい。 
・本ＰＪは，プロセスの実用化を目標とする研究開発段階に移行するべきであるが，その一

方で，革新的技術開発のための基礎研究・基盤研究を並行して進めることも忘れてはなら

ない。 
・CO2高濃度条件でのガス化（実条件）に関してデータ取得が期待される。 
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１．２ 各論 
１．２．１ 事業の位置付け・必要性について 

地球温暖化は地球規模の喫緊の課題であり、CO2低減技術の開発は急務である。当該技術

開発の目標「CO2 回収後において送電端効率 42％」は、世界最先端のゼロエミッション発

電を実現するものであるが、その開発には長期間の研究・開発が必要であるとともに、スケ

ールアップ等のためには多大な開発資金が必要不可欠であり、NEDO 事業で行うことは妥

当である。 
一方、本事業は長期間にわたる研究開発であることより、内外の技術開発動向や国際競争

力の状況については当初調査結果に終わるのではなく、逐次調査を行いその結果に応じた目

標等の更新・評価することが必要と思われる。 

 
＜肯定的意見＞ 
・化石燃料資源が少ない日本にとって、本事業は比較的世界各地に豊富にある石炭を将来的

に有効活用する技術開発であり、エネルギーイノベーションプログラムの目標達成に多い

に貢献できると評価する。 
・国として推進しないと動けない重厚な領域であり、NEDO が今後とも推進すべきテーマ

である。 
・地球温暖化は地球規模の喫緊の課題であり、CO2低減技術の開発は急ぐ必要がある。我が

国での CCS 実現は、地理的な制約等から実現にはかなりの困難を伴うと思われるが、産

炭国等では普及が十分見込まれる。本開発は、地球上に大量に賦存し今後も活用が求めら

れる石炭資源による発電システムに、CCS を組み合わせるために必要な技術であり、

NEDO 事業として取り組むべき事業である。 
・本プロジェクトは、クールジェン計画におけるわが国の目標達成に大きく寄与する発電プ

ロセスの開発であり、公共性が高く、NEDO 関与すべき事業である。 
・本事業の高い目標値および実現した時の日本への貢献大きさ、ならびに学界、研究機関、

産業界の広汎な連携と長期間の粘り強い研究開発が必要であることに鑑みると、NEDO
事業で行う事は極めて妥当と考えられる。 

・当該技術の開発のためには、ある程度の期間の試験による要素技術の確立が必要であると

ともに、スケールアップ等のためには多大な開発資金が必要不可欠である。これを実現す

るためには、国が先導してある期間の開発に対する保証を担い、オールジャパンで開発を

進めることが必要不可欠である。以上の理由から、NEDO 事業で行うことは妥当である。 
・既に IGCC については一部実用化されているものの、更なる革新的技術開発には基礎研

究から商用化まで相当の年月と費用が必要で、民間での活動には限界があり、国（NEDO）

が主導すべき事業であると認識する。 
・世界最先端のゼロエミッション発電を実現できることから、チャレンジ性と革新性を持ち、

事業目的は妥当である。 
・国内外の石炭利用技術促進において必要不可欠な技術である。 
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＜問題点・改善すべき点＞ 
・技術の過去、現在、未来をきっちり俯瞰した NEDO のマネジメントを望む。ガス化技術

のみならず、微粉炭燃焼技術の比較も IGCC-CCS の優位性を考察して頂きたい。「CCS
も視野に入れた」と記述がある以上、国内外において、CCS の具現性についてコメント

を求めたい。 
・事業目的について、現在進めている IGCC+CCS との棲み分けが分かりにくい。次世代

IGCC 技術開発であるので、IGCC+CCS の先の技術開発と思われる反面、ロードマップ

からは並行して進める開発とも思われる。 
・長期間にわたる研究開発であるから、内外の技術開発動向や国際競争力の状況については、

当初調査結果におわるのではなく、逐次調査し、更新・評価することが求められる。 
・費用対効果の観点では、現段階（基礎研究）では定性的評価にならざるを得ないが、研究

目標に対する各開発項目の貢献度をもとに評価するならば、配分がアンバランスであると

いう印象はぬぐえない。 
・大型装置の使われ方等において、研究成果のどの部分にいかに活かされたのかが分かりに

くいものがある。当該目的達成のためにはその装置が必要不可欠であったということが分

かるようにした方が良い。 

 
＜その他の意見＞ 
・技術開発に対する費用対効果の意識は、社会的に強くなっていることから、基礎研究段階

であっても、自己評価すべきである。ただし、事業原簿には本プロセスが実現した場合の

費用対効果が記されており、本研究開発実施の効果は十分であると評価できる。 
・フェーズ 4 の 2000t/d の試運転試験を経て、2030 年台半ばの商用化（実用化）まで大変

先の長い案件であるが、最終的にはそこまで投入する資源（費用・マンパワー）が明確で

なく、投入した予算の妥当性を判断するのが難しい。フェーズごとに、将来の動向（燃料

価格・CO2規制等）の仮説を置いた上で投じた予算と想定される効果を評価し、次のフェ

ーズに進む必要があるのではないか。 
・我が国の IGCC 技術が未だに国外へ展開できていない状況の中で、当該技術については、

ぜひとも世界への展開、実用化への後押しを強化してもらいたい。 
・ガス化技術に特化した技術開発に関して問題はないが、将来の商用化を目指している以上、

微粉炭燃焼技術も競合技術であると認識した考察を望む。 
・日本発の技術として環境保全に関する国際的貢献が可能で、国内メーカーによる海外事業

展開も期待できる領域で、商用化されたときの効果は大変の大きいものである。（反面、

リスクも大きいと言えるので民間レベルでの取り組みはリスク上でも限界があると言え

る） 
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１．２．２ 研究開発マネジメントについて 

目標値の設定においては、最も重要となる効率の維持という観点から、数値目標を CO2

回収後の HHV 基準で 42％の目標を掲げており、既存の技術との比較と経済性成立の実現

性を考慮すると、妥当な目標であると評価する。一方、設定目標の達成は次フェイズ以降に

本格検討を計画している 1500℃級のセミクローズド型 GT にも依存している。設定された

目標を補完するものとして、現フェイズで見通しが得られる要素技術のみで達成できる目標

を設定することが必要かと思われる。 
当初の研究目標および研究計画は妥当であったが、チャレンジ性と革新性をもつプロジェ

クトであることから必ずしも当初研究計画どおりに進まず、結果として研究テーマ間の連携

を十分とることができなかった事例が見受けられた。当初計画通りに進まなかった場合の対

応・対策を事前に考慮しておく必要があったのではないか。 
研究開発の事業体制は、中間評価意見の一部を取り入れてメーカーを参画させる等、妥当

なものであると評価する。一方、人材育成や技術蓄積、技術アピールの観点からはオールジ

ャパン体制として、より多くの石炭技術者・研究者がプロジェクトに参画する組織・体制も

あったのではないか。 
本ＰＪは基盤技術開発であるが、本成果を実用化につなげる目標と戦略は明確であった。

ただし知財については、国際的な権利を含めてよりアグレッシブに取得、審査請求すること

が望ましい。 
震災以降、日本の電源構成に大きな変化が見られると共に、石炭火力発電所の重要性が高

まり、それに伴い CO2 対策がさらに脚光を浴びるようになった。計画された時点よりも本

事業の実用化を前倒しすべきと考えるが、計画が見直された様子が見えない点は残念であ

る。 

 
（１）研究開発目標の妥当性 
＜肯定的意見＞ 
・研究開発目標を CO2 回収後、HHV 基準で送電端効率 42%と世界最高レベルを狙ったチ

ャレンジングな目標としたことは高く評価できる。 
・本研究開発目標は、世界最先端のゼロエミッション発電を実現するために適切に設定され

ており、妥当である。研究開発計画は、中間評価意見を取り入れて適切に修正されており、

目標達成に必要な要素技術が取り上げられている。 
・研究開発目標として、「CO2回収後において送電端効率 42％を実現させる基盤技術」の確

立を挙げているのは、既存の技術との比較と経済性成立の実現性を考慮すると、妥当な目

標であると評価する。 
・CO2を回収した後の HHV 基準で「42%」の目標値は大変チャレンジングで、商用化を図

る上でも、クリアされるべき数値であり 妥当なものであると評価できる。 
・目標値の設定においては、最も重要となる効率の維持という観点から、数値目標をしっか

りと掲げて進めてきたことは高く評価できる。 
・50 t/d を実用化と定義されているようであり、その意味では、目標達成度を測定・判断で
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きる具体的かつ明確な開発目標を設定していると判断できる。 
＜問題点・改善すべき点＞ 
・国内外の技術動向、市場動向等が必ずしも明確に踏まえられていない。IGCC 一辺倒で動

向調査がなされており、戦略的な目標とはやや言い難い。 
・「42%」の数値は、多くのところは、1500℃級 GT やセミクローズド型 GT といった 本

事業のシステムが直接的に携わらない面で、達成の成否が決まると考えられる。そこで、

設定された目標を補完するものとして、本プロジェクトで行う事業のみで達成すべき効率

について設定し、管理することが必要ではないか。 

 
（２）研究開発計画の妥当性 
＜肯定的意見＞ 
・商用化までを考えれば、非常に長い事業となるが、フェーズをいくつかに分けて、フェー

ズごとの評価および商用化への確認を行ったうえで、次のフェーズに進む計画となってお

り、評価できる。今後も、次フェーズを行いたいがために、将来の商用化可否の判断があ

いまいにならないことを期待する。 
＜問題点・改善すべき点＞ 
・研究開発が基礎データの取得と精査に多くの時間を取られ、肝心のシステムの成立性と目

標効率達成の見通し確率が大幅に遅れたことは残念である。もう少し早く見通しが得られ

ていれば、東日本大震災の後、原子力の停止などの事態に際して、研究加速の動きも出た

のではないか。 
・研究開発スケジュールの中で、O2+CO2ガス条件下における試験の実証が当該プロジェク

ト期間の中で実施できなかったことが残念である。 
・本研究開発は、既に開発された酸素富化空気ガス化を技術的ベースとし、それに対する

O2/CO2ガス化の比較に重点を置いた研究となっており、O2/CO2ガス化技術の最適化に関

する研究が少なかったと思われる。 
・当初の研究目標および研究計画は妥当であったものの、チャレンジ性と革新性をもつ基盤

的研究開発であることから、必ずしも当初研究計画どおりに進まず、研究テーマ間の連携

を十分とることができなかった。当初計画どおりに進まなかった場合の対応・対策を事前

に考慮しておくべきであった。 
・石炭ガス化は長期プロジェクトの一つであると内外から認識されている。しかし、過去の

国家プロジェクトの成果が十分に取り込まれていない感がある。 
・学側の配分予算（特に高額備品）に見合った成果が得られているかを、可能な限り、対応

できるように纏めて頂きたい。また、目標達成に必要な要素技術に関しては、褐炭の改質

技術と当該 IGCC+CCS との関連性がやや理解し難い。IGCC の観点から言えば、灰の融

点が大きなパラメータになるものと理解するが、この観点から言えば、褐炭の灰の融点は

一般的には低い。 
・研究開発フローに関しては、学側の研究内容はともかくとして、大規模実験とシミュレー

ションとがうまくリンクしていない面が垣間みられる。大規模実験の困難さは十分理解で
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きるので、だからこそ、シミュレーションをその補完や計算実験的なツールとしてうまく

利用されたい。 

 
（３）研究開発実施の事業体制の妥当性 
＜肯定的意見＞ 
・研究開発実施体制として、研究所、大学、民間企業が参加したプロジェクトとなっており、

妥当なものであると評価する。 
・必要最小限の組織・体制であるものの、いずれの実施者も石炭技術開発に関して十分な開

発能力をもっている。 
・実施体制の中に、途中よりメーカーを参画させたことは大変意義のあることで高く評価で

きる。また、その成果が 資料 5 P41 以降に示される、次フェーズにおける事前評価と

してまとめられており、次フェーズへ移行する際の時間短縮が期待できる。ただ、次フェ

ーズの必要性・実現性の説得性を高めるため、P41 以降の記述をもう少し厚くしてもよか

ったのかと考える。 
・研究開発実施の事業体制については、真に技術力と事業化能力を有する企業が実施者とし

て選定されている。学側の研究者についても同様である。指揮命令系統および責任体制も

明確である。 
＜問題点・改善すべき点＞ 
・システムの成立性と評価を的確に判断できるメンバーを早期に参加させるべきであったと

考える。 
・研究開発の事業体制は、中間評価意見の一部を取り入れて改善されているものの、人材育

成，技術蓄積，技術アピールの観点から、オールジャパンとしてもっと多くの石炭技術者・

研究者がプロジェクトに参画する組織・体制とするべきであった。 
・大学に委託する場合は内容の応用可能性を精査すべきである。 

 
（４）研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 
＜肯定的意見＞ 
・本ＰＪは基盤技術開発であるが、本成果を実用化につなげる目標と戦略は明確である。 
＜問題点・改善すべき点＞ 
・知財はよりアグレッシブに取得、審査請求することが望ましい。 
・知的財産については、御意見があったとおり、国際的な権利についても、十分に配慮して

頂きたい。 
・研究開発成果の実用化につなげる戦略に関しては、ガス化一辺倒の戦略になっている感が

ある。また、実用化の最大のポイントは、CO2を含む排ガスを実際に循環させて実験を実

施すること、および、CCS への関与体制を明確にすることであろう。 
＜その他の意見＞ 
・「性状の異なる環太平洋地域の 3 種類以上の石炭～」という表現は抽象的であるので、ど

のような性状の範囲の石炭までこの技術が適用できるのかを示した方が分かりやすい。 
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・13/26 の図面で、酸素製造プラントやガス精製から排出される廃棄物等もきっちり明記し

たシステム図にされては如何だろう。また、ガス精製は一炉ではなく、触媒再生を考える

と、数炉から構成されると予想されるが、その点についてもどこかで触れて頂きたい。 
・石炭、為替、CO2の考え方等に関する社会・経済情勢は変化するであろう。よって、各パ

ラメータの全体システムに対する感度解析的なものも考慮にいれられてはいかがだろう。 

 
（５）情勢変化への対応等 
＜肯定的意見＞ 
・中間評価での指摘事項に対して柔軟に対応し、開発体制の強化が図られている。  
＜問題点・改善すべき点＞ 
・東日本大震災などの劇的な変化があったことを考えると、研究開発の加速と開発体制の強

化の議論があってしかるべきであったが、これが出来なかった事は残念であった。 
・震災以降、日本の電源構成に大きな変化が見られると共に、石炭火力発電所の重要性が高

まり、それに伴い CO2 対策がさらに脚光を浴びるようになった。計画されたときよりも

本事業の実用化を前倒しすべきと考えるが、基本計画の変更履歴に記録がなく、計画が見

直された様子が見受けられない。実用化を早めるために、研究資源を従前より余計に投入

する基盤技術などの選定も必要ではなかったか。 
・本研究開発の中間評価においても「O2/CO2 ガス化技術の最適化」に関する意見がでてい

るが、今回の説明では「酸素富化空気ガス化ありき」で実施している印象を受ける。検討

結果からの結論として「酸素富化空気ガス化で採用した二室二段ガス化炉が O2/CO2ガス

化に最適」であるとすれば、その結論に至った検討内容を示すべきであろう。中間評価が

十分活かされたとは思われない。 
・研究開発のマネージメントとして方針を指示し、軌道修正を図るべきと考えるが、その様

なアクションは見られない。 
・仮に CO2 回収が社会的に必要ないとしても、従来より高効率の石炭火力発電設備を開発

するだけで、CO2削減に大きく貢献できるので、早期の商用化を是非検討いただきたい。 
＜その他の意見＞ 
・本ＰＪは基盤技術開発であるものの，実用化という最終目標を見据えた場合，事業化能力

を有する企業を再委託先とした研究体制は少し弱く感じる。 
・クローズド GT については、本事業だけでなく、他の分野への応用が利くものと理解して

いる。資料 5 P42 にはフェーズ 3-1 において、「既存生成ガスや天然ガスを用いた試験

の可能性も検討する」とあるが、検討だけでなく是非とも実施する方向で進めいただきた

い。 
・フェーズ 3-1 でなく、フェーズ 2 の段階に前倒し・加速化して、基礎研究・小型クローズ

ド GT の検証を行ってもよいのではないか。 
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１．２．３ 研究開発成果について 

実施者である電力中央研究所を中心に当該基盤技術の開発を計画的に進め、概ね目標を達

成できたことは高く評価できる。得られた成果は世界の関連する他の技術と比べても、最高

レベルの CO2 回収後の送電端効率が期待できる。ガス精製プロセスにおいては、これまで

の知見が反映され、他のガス化プロセスへ適用可能な成果が得られているが、本システムの

基幹技術であることに鑑み、さらなる技術の進展が望まれる。一方、本来必要な O2/CO2ガ

ス化技術の最適化に関する研究が少なく、また目標値の達成が机上のソフトウェアによる計

算結果から得られたものであるので、次フェーズではこれらの点の早急な実施・実証が望ま

れる。本研究の成果の一つに、NMR による灰の溶融性・流動性の評価技術があるか、これ

は石炭ガス化はもとより微粉炭焚きボイラの灰のスラッギング性にも重要な知見を与える

ものであり、さらなる解析技術の進展が期待される。 
また、知的財産権については特許出願が 4 件と 27 億円規模の研究開発としては不十分で

ある。世界最先端で日本が将来リーダーとして世界中で活躍・貢献するために、知財による

権利の確保にさらに力を注いで欲しい。 
研究成果の普及に関して国内外学会での発表や国際的雑誌への投稿等、積極的な取組みが

なされたことは評価できる。実用化された際にエンドユーザーとなる電気事業者に対して

も、成果報告会などの機会を活用し、本研究の進捗状況などを報告しているが、今後もより

積極的に事業者と意見交換を行い、ニーズの汲み上げを継続いただきたい。また、今後は、

広く一般への情報発信も視野に入れて、広報パンフレット作成や公開討論会開催、出前講義

開催などの成果普及・公開方法を検討すべきである。 

 
（１）目標の達成度と成果の意義 
＜肯定的意見＞ 
・実施者である電中研を中心に当該基盤技術の開発を計画的に進め、概ね目標を達成できた

ことは高く評価できる。 
・研究発表や論文投稿は数多く実施しており妥当である。ガス化研究は、酸素富化空気ガス

化と O2/CO2 ガス化の比較について重点がおかれ、O2/CO2 ガス化は O2/N2 ガス化よりも

反応性が良くなる可能性が示されている。 
・ゼロエミッション発電プロセスの実現可能性を、根拠をもって定量的に明示できたことは

本プロジェクトの大きな成果である。また、各要素研究では、実用化にあたっての研究課

題を丁寧に解明し、次段階の方針を立案できるレベルに至っている。 
・電中研での研究は、他に真似の出来ないすばらしい成果である。 
・本研究の成果の一つに NMR による灰の溶融性・流動性判定技術がある。現在、Si と Al
との Ca の結合状態により灰の流動性の因果関係がつかめたようであるが、この研究を更

に進めれば、単に石炭ガス化の灰流動性のみならず、微粉炭焚きボイラのスラッギング性

の判定も可能となり、石炭の炭種選定技術に大きく貢献すると考えられる。 
・世界の関連する他の技術と比べても、最高レベルの CO2 回収後の送電端効率が期待でき

ることから、優位性は十分にある。 
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・得られた成果は、概ね当初目標を達成しているものと評価する。一部、目標未達成の部分

も垣間見られたが、それらについては原因を明らかにし、かつ、目標達成までの課題をき

っちり把握されていた。 
・発表時間の制限で必ずしも大学・公的研究機関と企業との関係が明瞭ではなかったものの、

ガス化速度の基礎研究や灰の構造解析等では、両者の協働による相乗効果があったものと

評価する。また、大学主導で論文発表等も行われており、その点も評価できる。 
・当該 IGCC+CCS は世界最高水準が期待でき、将来の産業につながる可能性も高く、付加

的に評価できる。 
・ガス精製プロセスにおいては、単独ではあるものの、他のガス化プロセスへ適用可能、か

つ、実用的な成果が得られているように伺った。本件は、付加的に評価できる成果と考え

る。 
・目標は達成、或いは達成見込みであり、評価できる。 
＜問題点・改善すべき点＞ 
・本来必要な O2/CO2ガス化技術の最適化に関する研究がほとんど見られず、次期ステップ

において実施が求められる。 
・成果は将来的に IGCC 市場の拡大あるいは市場の創造につながることは期待できるもの

の、競合技術である微粉炭燃焼技術との比較も必要である。 
・大学の基礎研究は応用への視点が欠けている。 
・目標値の達成が、机上のソフトウェアによる計算結果から得られたものであるので、次フ

ェーズでは、早めの段階で実証を実現してもらいたい。 
・本事業が実用化された際の本システムの市場規模予測を示すことは大切であるが、その予

測における条件・仮説についても報告書の中に詳しく残しておく必要があると考える。変

化が激しい時代であり、将来の姿は誰にもわからないが、予測における条件・仮説を明確

にして、ステップごとにこれを意識すれば、条件・仮説に変化があったときに迅速にその

変化に合わせた計画変更・対応が出来ると考える。 
・世界最高水準であるからこそ、実際に排ガスを循環させた考察を、是非、加えて頂き、次

期プロジェクトに活かして頂きたい。 
・大学に投入された予算によって高額な備品を購入されたようだが、それに見合った成果を

得ているかどうかを、わかり易くなるような報告を頂きたい。 

 
（２）知的財産権等の取得及び標準化の取組 
＜問題点・改善すべき点＞ 
・本研究の成果は、国内よりむしろ海外においてこそ活用の場が多いと考えられ、その意味

で海外特許の取得など最重要項目という認識で取組んで戴きたい。 
・研究発表・論文投稿・研究報告書等の数と比較して、特許出願４件は数的に少ないのでは

ないかと考える。また、H20 年度より事業を開始しているが、特許出願はしているもの

の、特許取得がゼロであるのは疑問が残る。世界最先端で日本が将来リーダーとして世界

中で活躍・貢献するために、知財による権利の確保にさらに力を注いで欲しい。 
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・特許が 4 件と 27 億円規模の研究開発としては不十分である。 
・知的財産権については、御意見があったように、国際特許も含め、積極的に対応して頂き

たい。 

 
（３）成果の普及 
＜肯定的意見＞ 
・研究成果は、国内外学会での発表、国際的雑誌への投稿、特許出願を通じ、積極的な取組

みがなされた。研究成果の技術水準は高いと評価できる。 
・研究発表・論文投稿・研究報告書等で数多くの外部への発信がなされている。また、論文

投稿においては、半数を超えるものが査読付のもので、十分な成果が得られたと共に、論

文レベルも高いものであったと推察できる。 

 
＜問題点・改善すべき点＞ 
・国民一般あるいは事業者一般に向けての情報発信は少なく、広報パンフレット作成や公開

討論会開催、出前講義開催など、一般向けの成果普及・公開方法を検討すべきである。 
・実用化された際のエンドユーザーとの会議において、実施状況を報告されているが、回数

は１度のみ。１度では実用化の担い手・ユーザー等に対して、「適切に成果を普及させて

いる」 あるいは「実用化に向けてのニーズを取り込こんでいる」とは言い難い。震災以

降、電気事業の経営環境は大きく変化している。本事業の実用化を必要とする時期なども

変化していることが考えられ、適宜ユーザーの最新の状況の把握を行うべきと考える。 
・国内市場規模の予測の根拠が不明である。IGCC+CCS との棲み分けも分かりにくい。 
・研究発表・論文投稿・研究報告書等により外部へ成果の普及がなされているが、アカデミ

アの世界にとどまり、一般に向けて広く情報発信は見受けられない。（基礎・基盤技術段

階なので、難しいのは十分に理解できますが） 
＜その他の意見＞ 
・O2/CO2 ガス化においては O2/CO2 比が 80/20 程度になるとの説明があったが、その条件

でのガス化性能確認の研究結果が示されていない。小型ガス化炉での試験が無理であれば、

ラボベースの基礎試験において O2/CO2比の最適点の確認と、その最適点がどのようなパ

ラメータや要因で決まるかを、確認すべきである。 
・事業原簿「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト」基本計画（案）は、研

究開発の進展にあわせ、適宜検討し、改訂するべきである。 
・当面の成果の活用・実用化が、次期プロジェクトの実施にかかっている以上、当該プロジ

ェクトと次期プロジェクトの明確な区別化を行って頂きたい。可能ならば、実際の循環シ

ステム実現にも踏み込んで頂きたい。 
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１．２．４ 実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

本プロジェクトの成果を基に後継フェーズの基本計画が検討され、実用化へのロードマッ

プも明確になっている。また、商用化までのマイルストーンも示されていると共に、フェー

ズごとに見込まれる成果が他にスピンオフできる事も記載されこれも評価できる。さらに、

本事業が最終的に実用化された際の本システムの市場規模も示され、世界的にニーズがある

ことも十分理解できる。 
一方、ガス化技術の研究は、酸素富化空気ガス化に比較して O2/CO2ガス化は反応性が良

いことが確認された段階であり、目標とする O2/CO2比でのガス化性能の基礎データが把握

できていない等、実用化の見通しに対して不明な点が残されている。次フェーズで早急に進

めることを希望する。また本システム成立の基幹技術として乾式ガス精製技術があり、これ

に関しては一層の充実した研究開発を期待したい。 
さらに本システムの成果は、各構成要素それぞれが初期の目標値をクリアすることはもと

より、システム全体のバランス・信頼性・経済性が成り立って初めて得られるものであり、

各マイルストーン毎の総合的評価と判断をしっかりと行って戴きたい。 
当該プロジェクトの実施期間内において、若手研究者の発表も多く見られ、この分野での

若手の人材育成に貢献できたことは大きな成果である。次フェーズにおいても人材育成面で

の取組みに期待したい。 

 
＜肯定的意見＞ 
・次フェーズについては試験炉もより実機に近い条件で試験可能であり、またシステムにつ

いても各構成要素の影響度と重要性が明らかになったことから、より集中した課題解決力

と全体のスピードアップが期待される。 
・次フェーズではメーカー既設炉で実施可能であることが確認されており、当該成果が活か

されるものと期待できる。 
・本ＰＪは、最終の実用化イメージを明確にした基盤研究開発であって、次フェーズ移行へ

の課題を適切に設定し、その目標を達成している。 
・当該プロジェクトの成果から、他の技術に比べた際の優位性が十分期待できる可能性を有

することから、この技術開発は次フェーズでの実証試験の成果が大いに期待できる。 
・ガス精製技術に関しては、その波及効果(技術的)があると考える。また、成果の実用化に

向けての研究開発の内容も、ある程度、明確になっている。 
・資料5 P41に示される通り、メーカーの参画により次フェーズ基本計画の検討がなされ、

さらなる先のフェーズのロードマップも明確になっており評価できる。また、商用化まで

のマイルストーンも示されていると共に、フェーズごとに見込まれる成果が他にスピンオ

フできる事も記載されこれも評価できる。さらに、本事業が（最終的に）実用化された際

の本システムの市場規模も示され、世界的にニーズがあることも十分理解できる。 

 
＜問題点・改善すべき点＞ 
・本システム成立の基幹技術の一つが乾式ガス精製技術である。この成否がシステム全体の
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成否を決める訳であるから、次フェーズにおいては、緻密なスケジュールと明確なマイル

ストーンを決め、着実に実施していただきたい。 
・次フェーズ移行への課題解決において十分な成果は得られているものの、次フェーズ移行

に向けた具体的な取組み方法や実施体制までは、本 PJ 内で明確にされていない。 
・実用化（次フェーズ）に向けた検討は十分になされているが、誰が・どのようにといった

記述は見受けられない。 
・本システムのもう一つの成立要件である再生式熱交換器についても、いまだ検討が初歩的

段階にとどまっている状況である。次フェーズではより緻密で経済的にも実現しが確実と

なるよう詰めていただきたい。 
・ガス化技術の研究は、酸素富化空気ガス化に比較して O2/CO2ガス化は反応性が良いこと

が確認された段階であり、実用した場合の O2/CO2比でのガス化性能の基礎データも把握

できておらず、実用化の見通しが得られたとは未だ評価できない。 
・計画の前倒し、加速により国際競争力を高めていくべきである。 

 
＜その他の意見＞ 
・これまでの IGCC や HYCOL プロジェクトや現在進行中のカライドプロジェクト等、様々

な面で参考になるデータや成果が利用できると考える。知的財産の面はあろうが、NEDO
が前面にたって、是非、情報交換を密にして頂きたい。 

・石炭技術開発 PJ の波及効果で最も重要なのは人材育成であり、次フェーズにおける人材

育成面での取組みに期待したい。 
・システム性能向上対策として再生熱交換器を設置することで計画し、同熱交換器のハード

面の検討を行っている。報告によれば「同熱交換器をコンパクト化できる見通しが得られ

た」となっているが、それでも非常に大きな熱交換器となっており、コストインパクトが

大きいと考えられる。CO2 循環/予熱システムの見直しにより、再生熱交換器を設置しな

い方法の可能性についても検討すべきである。現状の計画ではガスタービン排ガスを

105℃まで下げて分岐し、圧縮(3.9MPa)さらに予熱(650℃)しているが、一例であるが、

より高い温度でガスタービン排ガスを分岐して圧縮し 650℃となるようなシステム、等を

検討してみては如何か。 
・当該プロジェクトの実施期間内において、若手研究者の発表も多く見られ、この分野での

若手の人材育成に貢献できたことは大きな成果である。 
・実用化に際し、次期プロジェクトで排ガス循環を実際に行うかどうかは、重視すべき評価

項目であると考える。何らかの要因で実循環試験が行えない場合には、シミュレーション

実験等、何がしか排ガス循環試験を担保できる項目を提案頂きたい。 
・当該研究開発の成果が、ガス化炉をスケールアップした後継プロジェクトに活用されるこ

とを「実用化」と定義されており、これは 評価を行う上での定義と理解するが、「成果

の実用化の見通し」である以上、最終的な実用化も当然視野に入れるべきではないだろ

うか。 
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２．評点結果 
２．１ プロジェクト全体 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.9 A A A A B A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.0 B C C A A B B 

３．研究開発成果について 2.0 B B B A B B C 

４．実用化に向けての見通し及び取り

組みについて 
2.4 A B B A A B B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．実用化に向けての見通し及び取り

組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当                   →C
・見通しが不明        →D

 

平均値 

2.4 

2.0 

2.0 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化に向けての見通し及び

取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象プロジェクト 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（エネルギーイノベーションプログラム） 

「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト 
ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発 

革新的ガス化技術に関する基盤研究事業 

CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」 
 

 
 

 
事業原簿【公開】 

 
 

 

担当部 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

環境部 
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概 要 
最終更新日 平成 26年 11月 17日 

プ ロ グ ラ ム

（又は施策）

名 

エネルギーイノベーションプログラム  

プロジェクト

名 

ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト 
ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発 
革新的ガス化技術に関する基盤研究事業 

CO2回収型次世代 IGCC技術開発 

プロジェクト番

号 
P08020 

担当推進部／

担当者 

環境部／在間信之、正木良輔、岡島重伸、春田智明、細田兼次(23年 4月～) 

環境部／矢内俊一、横塚正俊、平田学、河田和久(～23年 3月) 

０．事業の 

概要 

エネルギーイノベーションプログラムにおいて、エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効

果ガスを 2050 年までに半減する長期目標を達成するための政策の柱の 1 つとして、化石燃料の安定

供給確保と有効かつクリーンな利用を図るとしており、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつ

クリーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指すことを達成目標としている。また、国が策

定したエネルギー分野の技術戦略マップ 2009 の化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

に関する技術ロードマップや Cool Earth エネルギー革新技術開発ロードマップに沿った技術開発の

推進と、総合資源エネルギー調査会鉱業分科会クリーンコール部会で示された CoolGen 計画（世界的

に需要が拡大する石炭のクリーン利用に関する技術開発を強力に推進）の着実な進展を図ることが必

要となっており、「新成長戦略」（平成 21 年 12 月閣議決定）においても、火力発電の効率化等の開

発の前倒しが指摘されている。 

 石炭は、石炭火力発電を中心に、今後とも世界的需要が拡大し、3E+S（供給安定性、経済性、環境

適合性、安全確保）の同時達成が可能となる革新的な技術開発が求められており、その中でも、CO2

回収・貯留（CCS）技術を組み込んだゼロエミッション石炭火力を実現できる、高効率な石炭火力発

電技術の開発及び CCSとの最適化が有効である。 

 本事業は、「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト」として、CO2 分離回収型の早期商用化に向

けた酸素吹石炭ガス化複合発電実証の最適化検討等を行う各種プロジェクトの中で、「ゼロエミッ

ション石炭火力基盤技術」とした基盤研究事業の位置付けで、CCS を組み込んだ後でも、現行の最高

効率を維持できる革新的な石炭ガス化基礎技術開発を行うものである。 

Ⅰ．事業の 

位置付け・ 

必要性に 

ついて 

石炭火力から発生する CO2を分離・回収・貯留する CCS を含めたゼロエミッション型のガス化発電

技術を火力発電に適用する場合、付加的なエネルギーが多量に必要となり効率が低下することから、

貴重な炭化水素資源の有効活用の観点で石炭ガス化システムや CO2 分離・回収技術の更なる高効率化

が求められる。そこで、ゼロエミッション石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向上させるための

基盤研究を実施する必要がある。 

本事業では、発電技術と組み合わせると発電効率を大きく低下させる性質をもつ CCS 技術について

可能な限り発電効率を高く維持するため、ガス化の効率向上に資する基盤的な技術開発として、「CO2

回収型次世代 IGCC技術開発」を実施する。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                              

 

事業の目標 

研究開発項目「革新的ガス化技術に関する基盤研究事業」 

｢CO2回収型次世代 IGCC技術開発」（課題設定：委託事業） 

［中間目標（平成 22年度）］ 

 ・目標値 ：送電端効率（42%：HHV基準、CO2回収後）のための主要構成技術の目処を得る。 

［最終目標（平成 26年度）］ 

 ・目標値 ：性状の異なる環太平洋地域の 3種類以上の石炭を用い、CO2回収後において送電端

効率 42%（HHV基準）を実現させる基盤技術の確立。 

 ・設定根拠：CO2回収を行っても既存の火力発電所の送電端効率(42%）と同等の効率を達成する

ため。 

事業の計画 

内容 

実施事項 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 総額 

CO2回収型次世代

IGCC技術開発 980 287 230 337 442 222 214 2712 

 

開発予算 

(会計・勘定 

別に事業費

の実績額を

記載) 

(単位：百万

円) 

会計・勘定 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 総額 

一般会計 － － － － － － － 0 

特別会計 

（需給） 
140 287 230 337 442 222 214 1872 

補正予算 840 － － － － － － 840 
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契約種類： 
・ 委 託

（○） 

・ 助 成

（－） 

・共同研究 

(○負担率 

(2/3)) 

総予算額 980 287 230 337 442 222 214 2712 

（委託） 980 287 230 337 442 222 214 2712 

（助成） 
：助成率 

－ － － － － － － － 

（共同研究） 
：負担率 

－ － － － － － － － 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石炭課 

プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 

［プロジェクトリーダー］ 

平成 23年 1月まで 

九州大学 炭素資源国際教育研究センター 特任教授 持田 勲 

平成 23年 2月から 

エネルギー総合工学研究所 理事 小野崎 正樹 

［サブプロジェクトリーダー］ 

（独）産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 主幹研究員 赤井 誠 

委託先（＊委託

先が管理法人の

場合は参加企業

数および参加企

業名も記載） 

研究開発項目「革新的ガス化技術に関する基盤研究事業」 

｢CO2回収型次世代 IGCC技術開発」（課題設定：委託事業） 

委託先：（財）電力中央研究所、九州大学 

再委託先：三菱重工業、三菱日立パワーシステムズ、群馬大学、京都大学

（H20年度のみ北海道大学を含む） 

情勢変化へ

の対応 

① 本計画の変更 

ゼロエミッション石炭火力に関する技術開発テーマを効率的かつ効果的に推進することを目的とし

て、平成 21 年度まで基本計画及び実施計画を定めていた以下のテーマを統合し、平成 22 年度から

「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト」のテーマとして実施した。 

 ・革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト 

  （発電から CO2 貯留までのトータルシステムのフィージビリティ・スタディ、革新的ガス化技

術に関する基盤研究事業） 

 ・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発（STEP CCT） 

 ・クリーン・コール・テクノロジー推進事業 

  
評価に関す

る事項 

事前評価 平成 19年度実施 担当部 環境技術開発部 

中間評価 平成 22年度 中間評価実施 

事後評価 平成 26年度 事後評価実施 
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Ⅲ．研究開発成

果について 

 地球温暖化対策の観点から火力発電分野における CO2 削減が求められており、電気事業では発電

効率の向上やバイオマス燃料の導入など様々な対策を進めている。一方、近年欧米を中心に CO2 の

分離回収・貯留（CCS）技術が注目され、導入に向けた動きが活発化している。しかし、既存の CO2
回収技術では、大幅な発電効率の低下とそれに伴う発電コストの上昇が課題となっている。そこ

で、CO2 回収後も高い発電効率を維持できる CO2 回収技術を開発することにより、CO2 回収に必要な

エネルギー、CO2回収コストを大幅削減することができれば極めて有意義である。 

 本事業では、石炭ガス化複合発電システムから回収した CO2 に必要な O2 を加えてガス化剤や GT

燃焼用空気の代替として用いることにより、送電端効率を大幅に向上可能な CO2回収型次世代 IGCC

システムの実用基盤技術を開発することを目的として、CO2 回収後においても最新鋭微粉炭火力並

みの送電端効率 42%を目指す。 

 本事業の最終目標は、「性状の異なる環太平洋地域の 3 種類以上の石炭を供試した際に CO2回収後

において送電端効率 42%（HHV 基準）を実現させる基盤技術」を確立することであった。これに対

し、瀝青炭から亜瀝青炭に至る幅広い性状範囲の 7 炭種を小型ガス化炉で試験し、CO2 富化条件へ

の適合性を確認するとともに、炭素析出対策など本システムにおいても重要な種々の基盤技術を開

発した。また、プラントメーカによるシステム全体の成立性検討結果を受けて実現性の高いシステ

ムに改良した上で、性状の異なる 3 炭種を対象に送電端効率を解析し、いずれの炭種でも目標の

42%を上回ることを示した。以下に主な成果の概要を記す。 

 

 １ 基本コンセプトの確認 

・本システムの導入により CO2 回収後の送電端効率が高く維持できる要因を整理するととも

に、CO2回収エネルギーを大幅に低減できることを明らかとした。 

・小型ガス化炉(石炭処理量 3 トン／日)を用いた CO2富化試験により、CO2濃度の上昇に伴い石

炭ガス化反応が促進される（チャー生成率が低減される）ことなどを明らかとした。 

・熱天秤を用いた試験により、10%-O2/CO2 雰囲気におけるガス化反応速度定数が 10%-O2/N2 雰

囲気のものより 1.4～2.6倍程度まで向上することを明らかとした。 

 ２ 基盤技術の開発 

① 実機規模ガス化炉の数値解析ツールの構築とガス化炉特性の評価 

・O2/CO2 ガス化条件におけるガス化炉の特性を既存の実験設備で把握することは難しいため、

既存数値解析ツールに O2/CO2 ガス化条件を想定して開発した反応モデルを組み込んだ実機規模

O2/CO2 ガス化炉の数値解析ツールを構築し、当該ツールによりガス化炉の特性を評価し、空気

吹き相当の O2濃度条件による解析により、CO2投入時の適正運転条件を見出した。 

・酸素吹き相当の O2濃度条件で 2 室 2 段炉の解析を行い、運転条件(酸素比、燃料投入比 R/T)

の影響を明らかとした。 

・中間評価での指摘を踏まえ、O2/CO2 ガス化技術を形状の異なるガス化炉へ適用した際の特性

評価に備え、1室 2段炉解析ツールを開発した。 

② 高 CO条件における炭素析出対策の構築 

・本システムでは、生成ガス中の CO 濃度が高く、脱硫剤等への炭素析出が懸念されるため、

その対策を構築した。GT 循環排ガスの一部を乾式ガス精製設備の上流に添加すれば炭素析出が

抑制できること、送電端効率の低下も 0.2%未満と小さいことなどを明らかとした。 

③ 小型炉ガス化炉による CO2富化試験法の開発と炭種によるガス化特性評価 

・既設空気吹き小型ガス化炉に CO2 供給設備や CO2 予熱装置などを追設し、幅広い性状の 7 炭

種について CO2 富化ガス化試験を行い全ての供試炭が CO2 富化条件で運転可能であることを確

認した。特に、灰溶流点が 1,400℃未満の 5 炭種については、CO2富化により反応が促進される

(チャー生成率が低減される)ことを確認した。灰溶流点 1,400℃以上の炭種では、小型ガス化

炉の制約(O2濃度に上限があり、モル比熱の大きい CO2の富化により炉内温度が低下するため、

運転条件が制約される)から、適切な運転条件が設定されず、その効果を確認できなかった

が、ベンチ炉および実機は酸素吹き相当の高 O2濃度運転となるため、反応促進効果の確認が可

能と推察される。 

・コンバスタ温度を一定として CO2 富化時のガス化特性を評価する手法を開発し、当該手法に

より、基本的にはいずれの石炭でも CO2 富化によるガス化反応促進効果があることを確認し

た。 

④ ガス化ガスを用いた脱硫剤評価技術の開発と設計データの取得 

・既設の小型ガス化炉で製造したガス化ガスを、実機に用いるハニカム形状の亜鉛フェライト

脱硫剤反応器に抽気して、実機で用いられるガス流速相当の条件において、性能を評価する装

置を設計・設置した。本装置を活用して、脱硫剤の硫黄化合物除去特性)を測定して、実機相

当条件での性能を評価する手法を開発した。これにより、次フェイズで製作を計画している乾

式ガス精製システムの脱硫装置の基本設計データを効率的に取得できるようになった。 
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３ 全体システム成立性の検討 

・本システムは、いずれもこれまでにない技術である O2/CO2吹きガス化炉とセミクローズド GT

とを組み合わせた、新しくかつ複雑なシステムとなるため、プラントメーカの協力を得て、商

用化をにらんだ開発システムの課題を抽出し、機器構成の見直しなどにより、実現性の高いシ

ステムを構築した。 

・前項の課題抽出を受けて、本システムの条件にあわせた空気分離装置および再生熱交換器を

試設計し、本システムの成立性を確認するとともに、システム効率、プラントレイアウトなど

を検討するための基礎データをそろえた。 

・各メーカによる検討結果をベースに、本システムの送電端効率を性状の異なる 3 炭種につい

て検討し、42%以上の目標を達成することを示した。 

・またプラントレイアウトや発電コストを検討し、既検討 Pre-Combustion Capture ユニット

と同等以下の敷地面積におさまることを確認するとともに、発電コストで優位性を保てる本シ

ステムの建設費ターゲットを明確化した。 

４ 次フェイズの検討 

① 試験計画や設備の検討などによる次フェイズの準備 

・プラントメーカとの意見交換を通じて商用化までのロードマップと各フェイズのマイルス

トーンを整理し、次フェイズの開発課題を明確化した。 

・前項で明確化した次フェイズの開発課題を念頭において、次フェイズで必要となる設備を試

設計し、既設 50TPD ガス化炉の改造により、効率的かつ低コストで所期の計画が達成可能であ

ることなどを示した。 

・実機 FS の抽出課題として次フェイズで実施予定のセミクローズド GT 燃焼器試験に備え、次

フェイズの基礎試験装置を試設計するとともに、単一バーナ基礎燃焼試験により、今後の検討

のベースデータを取得した。 

５ 本技術の普及に向けた検討 

① 炭種適合性評価のための基盤技術開発 

・O2/CO2 吹きガス化反応挙動を表現する反応モデルを構築して数値解析ツールに導入した。ま

た、O2/CO2 ガス化時のスート生成挙動の実験的検討や芳香族混合物の分解・改質試験を通じて

開発した初期熱分解モデルと詳細反応モデルを用いてスート生成挙動を解明した。 

・石炭ガス化炉への炭種適合性を評価する上で重要な指標とされるスラグ排出性を評価する技

術を開発するため、様々な角度から基礎データを収集し、炭種による違い、スラグ排出現象そ

のものの類型化を通じ、高温溶融スラグ粘度をモデル化する見通しを得た。 

② 適合炭種拡大のための基盤技術開発 

・適合炭種の拡大に向け、触媒を使用することなく、褐炭のガス化速度を促進する改質方法と

して、溶剤改質法を提案するとともに、反応速度の比較によりその有効性を確認した。 

投稿論文 「査読付き」62件、「その他」14件 

特  許 「出願済」4件 

その他外部発表 「学会発表等」204件、｢その他*｣10件（*:本研究開発の中間年報など） 

Ⅳ．実用化の見

通しについ

て 

本プロジェクトは、｢基礎的・基盤的研究開発｣であることから、本研究における｢実用化｣の定義

を｢当該研究開発の成果が、ガス化炉をスケールアップした後継プロジェクトに活用されること｣と

定めた。 

本フェイズでは、①プラントメーカや重要構成機器の専門メーカのアドバイスを反映した実現性

の高いシステムを構築し、その性能を確認するとともに、②次フェイズに求められる基盤技術を開

発し、③商用化までを見据えて次フェイズで重点的に検討すべき事項を整理した上で、④次フェイ

ズで必要となる設備の検討を行うとともに、当該設備の設計や検討に必要な基礎データを得ること

で、｢実用化｣につなげる成果を挙げることができた。 

また、その後の｢商用化｣についても、本ガス化技術は、我が国で開発されたIGCC実証機（勿来の

空気吹きガス化技術）で培った技術をベースとしており、効率的かつ着実な研究開発推進が期待で

きる。特にガス化技術については、次フェイズで、50TPDガス化炉でその性能を確認できれば、直

ちにSNG合成等の産業用ガス化炉として実用展開できるレベルに達すると期待される。 

セミクローズドサイクルGTについては、これまでに実施された水素利用国際クリーンエネルギー

システム技術(WE-NET)やアドバンスト高湿分空気利用ガスタービン（AHAT）の知見を活用できるも

のの、プラントメーカによる検討の結果、CO2循環時の燃焼特性などの開発課題が抽出された。そこ

で、次フェイズで燃焼器基礎試験とCFDによる検討を実施し、次に続くフェイズ3でセミクローズド

サイクルGTに特化した検討を計画することとした。 

検討したロードマップでは、本システムは2020年代後半～2030年代半ばに計画される実証試験を
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経て、実証機の商用化を契機に国内外のCCSプロジェクトへ展開可能と見込んでいるが、これは国

内外におけるCCSの本格商用化に間に合うだけでなく、2030年代において最新鋭と想定される

1,700℃級GTをベースとしたPre-Combustion型IGCCプラント以上の高い効率が期待されるため、十

分な競争力があるものと考えられる。 

本開発においては、各フェイズのマイルストーンをクリアすることで、前述のSNG合成用ガス化

炉など、様々な技術の商用化が期待される。フェイズ3終了時点では、酸素燃焼NGCC技術が実用段

階に進むことに加え、乾式ガス精製システムが大型化され実用段階に至るため従来型IGCCの効率向

上にも寄与できるものと期待される。 

 

Ⅴ．基本計画に

関する事項 

 

作成時期 平成 19年 3月 作成 

変更履歴 

平成 22年 3月 改訂 

（ゼロエミッション石炭火力に関する技術開発テーマを効率的かつ効果的に推進す

ることを目的として、関連テーマを「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェ

クト」として統合） 

 

プロジェクト用語集 
名称 略号 意味 

石炭ガス化複合発電 

Integrated coal 

Gasification Combined   

Cycle  

IGCC 石炭をガス化し得られた石炭ガス化ガスを燃料として、

高効率のガスタービン複合発電システムで発電する高効

率発電システム。 

石炭ガス化 

Coal gasification 

 固体である石炭を熱分解反応やガス化剤との反応によ

り、気体に転換すること。高温による熱分解反応やガス

化剤との化学反応の複合反応として進行する。 

ガス化剤 

Gasification reagent 

 石炭などをガス化する際に石炭の炭素分と反応させてガ

ス化するために用いるものをさす。 

 通常用いられるガス化剤には、空気、酸素、水蒸気、

水素およびこれらの混合物がある。 

スラグ 

 Slag 

 金属酸化物や金属塩の溶融混合物をいう。IGCCにおいて

は、溶融状態の石炭灰を指し、炉底で水冷固化したガラ

ス状粒子（水砕スラグ）を含めた呼称として使われてい

る。IGCCで得られる水砕スラグは、フライアッシュと異

なり、金属成分の溶出がないため、土木工事用資材など

砂代替として有効利用できるものと期待されている。 

スラッギング 

 Slagging 

 一般に、炉内で溶融した石炭灰（スラグ）が炉内の輻射

伝熱面などに付着し、冷却されて固化堆積する現象のこ

と。 

チャー 

 Char 

 石炭粒子が熱分解した際に生成される未燃固形粒子。石

炭中の揮発分が熱分解などで放出されたもので、石炭粒

子と比べると、一般に粒径がやや小さく、固定炭素分お

よび灰分の含有量が相対的に増加している。 

シフト反応  

Water gas shift reaction  

 一酸化炭素と水蒸気から水素と二酸化炭素を生成する反

応。 CO + H2O ⇔ H2 + CO2  

炭素転換率 

Carbon conversion 

efficiency 

 投入石炭中の炭素量に対する生成ガス中炭素分の割合。 

冷ガス効率 

Cold gas efficiency 

 ガス化炉に投入した石炭の総熱量に対する生成ガスの総

熱量の割合。 

発電効率 

Thermal efficiency 

 投入した燃料の総熱量に対する発電電力量の比。分子の

発電電力量に対し、発電機で発生した発電電力量を基準

とする発電端効率と、発電所内で消費される所内動力を

差し引いた送電端効率の２つがある。 



vi 
 

名称 略号 意味 

石炭 

Coal 

 化石燃料の一つ。土砂に埋没した植物が長時間高い地圧

と地熱などによる加圧、乾留などの作用を受けて変質し

た可燃性固体。 

 火力発電などに用いられる石炭は、製鉄業でコークス

用に用いられる原料炭と区別して一般炭と呼ばれる。 

 一般に、発熱量4,000kcal/kg以下、湿分と水分の合計

が30%以上、灰分40%以上の、揮発分10%以下のものは低品

位炭と呼ばれる（火力原子力発電技術協会 纂：火力発電

用語辞典より）。 

二酸化炭素分離・貯留 

Carbon Dioxide Capture 

and 

Storage(Sequestration) 

CCS 発電所や天然ガス鉱山など大規模な排出源で発生するCO2

を、他のガスから分離・回収し、安定した地層に貯留し

たり、海洋に隔離することにより、CO2を大気から長期間

隔離する技術 

褐炭 

Lignite 

 石炭化度が低く、水分などの多い低品位な石炭。官能基

が多く、自然発火しやすいため、保管・輸送に注意が必

要であることから、採掘地付近の火力発電所で使われる

ことが多い。世界の石炭埋蔵量の半分を褐炭が占めるこ

とから、褐炭から水分を取り除くなど、輸送・燃焼の効

率を上げる改良技術も研究がなされている 

石炭前処理 

Coal pre-treatment 

 石炭に含まれる灰分や水分を除去すること。灰分の多い

石炭では石炭中の鉱物質を比重分離などにより取り除く

ことが多く、水分の多い褐炭では、事前に乾燥する技術

が豪州などで開発されている。 

空気分離装置 

Air Separation Unit 

ASU プラントで使用する酸素を製造する設備。製鉄所や発電

所などの大型設備においては、深冷分離法を用いて空気

から酸素を分離製造することが多いが、プラント規模、

必要とされる酸素純度によって他の方式が用いられるこ

ともある。 
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I. 事業の位置付け・必要性について 

１．NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

１．１ NEDO が関与することの意義 
エネルギーイノベーションプログラムにおいて、エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効果ガスを

2050 年までに半減する長期目標を達成するための政策の柱の 1 つとして、環境負荷低減のために化石燃料

の効率的かつクリーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指すことを達成目標としている。国が策定

したエネルギー分野別の技術戦略マップでの「化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用」に関す

る技術ロードマップや Cool Earth エネルギー革新技術開発ロードマップに沿った技術開発の推進と、総合

資源エネルギー調査会鉱業分科会クリーンコール部会で示された CoolGen 計画(世界的に需要が拡大する

石炭のクリーン利用に関する技術開発を強力に推進)の着実な進展を図ることが必要となっており、「新成長戦

略」(平成 21 年 12 月閣議決定)においても、火力発電の効率化等の開発の前倒しが指摘されている。 
石炭は、石炭火力発電を中心に、今後とも世界的需要が拡大し、3E+S(供給安定性、経済性、環境適合性、

安全確保)の同時達成が可能となる革新的な技術開発が求められており、その中でも、CO2 回収・貯留(CCS)
技術を組み込んだゼロエミッション石炭火力を実現できる高効率な石炭火力発電技術の開発及び CCS との

最適化が有効である。 
本事業は、「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト」として、CO2 分離回収型の早期商用化に向け

た酸素吹石炭ガス化複合発電実証の最適化検討等を行う各種プロジェクトの中で、「ゼロエミッション石炭火力

基盤技術」とした基盤研究事業の位置付けで、CCS を組み込んだ後でも、現行の最高効率を維持できる革新

的石炭ガス化基礎技術開発を行うものである。 
 
１．２ 実施の効果（費用対効果） 

本事業では、石炭ガス化システムから回収した CO2 に必要な O2 を加えてガス化剤や GT 燃焼用空気の

代替として用いることにより、CO2 回収後も送電端効率を最新鋭微粉炭火力並みの 42%に維持できる CO2

回収型次世代 IGCC システムの実用基盤技術を開発した。 
CO2 回収後の送電端効率は、現状技術では 30%台前半とされており、CO2 回収後も 42%に維持できる

本技術のインパクトは大きい。この効率は、CO2 を回収しない最新鋭火力(微粉炭火力で 42%、1,300℃級

GT の IGCC で 43%)と同等で、CO2 回収による効率低減を回避できることになる。 
また、本技術が商用化される予定の 2030 年台においても、現状で想定される最新鋭 IGCC である

1700℃級 GT を用いた Pre-combustion 回収型 IGCC の送電端効率はペナルティが若干改善されたとし

ても 40%台と推定されるため、本技術は効率面で優位性を保つことができる。従って、国内で CCS を行うこ

ととなった場合にも、高い効率を維持することで燃料費を大幅に削減できるため、本技術開発の意義は大き

い。 
さらに、本技術は世界でも例のない独自のシステムであり、地球環境問題の解決に向けた画期的な将来

オプションの一つとして、国内企業のアジア地域などへの展開を含め、大きな技術的・経済的インパクトを与

えるものである。 
 

(1)効率向上による燃料費削減効果 
 ・400MW 級 1 基当たりで 5.4 億円／年(14 基、ライフタイム 60 年で 4,500 億円) 
 
<算出根拠> 
本システム(High Efficiency Oxy-fuel IGCC、Oxy-fuel IGCC)が開発された際の最大の波及効果は、送

電端効率向上による燃料比削減効果である。本システムの目標送電端効率は、CO2 回収後に 42%(HHV)で
あるが、現在の CO2 回収型火力発電技術では、微粉炭ボイラをベースとする Post-Combustion、Oxy-fuel 
Combustion はもとより、高効率の IGCC をベースとする Pre-Combustion であっても、CO2回収に伴う効率

低下が大きく、1,300℃級 GT で 30%前後に留まっている。2030 年代半ばに 1,700℃級 GT を採用した

IGCC をベースとする Pre-Combustion プラントが商用化されたとしても、送電端効率は 40%程度にとどまる

と推察され、本システムの方が 2%、効率が高い。これは、400MW 級の発電所 1 基あたり年間 5.4 億円の燃

料費節減となる。(稼働率 70%､石炭価格 11,167 円/t-Coal*の場合) 
*｢石炭･ｺｰｸｽ･ﾊﾞｲｵ年鑑(2012～2013)｣国内一般炭の通関 CIF 価格(pⅠ-3-20) 



  

- 2 - 
 

後述するロードマップ検討により、本システムは 2030 年代半ばの商用化を目指すこととしたため、2040 年

代以降に本システムの将来市場がどの程度あるかを検討した。現時点の石炭火力設備容量は 48GW(建設

中、計画中のものも含む)であるが、耐用年数を 60 年(2014 年 5 月時点で 50 年以上運転しているものがある

ため)としても、2025 年頃には設備容量がピークになると考えられる。そこで 2025 年を基準に老朽石炭火力

のリプレースが始まると仮定した。発電出力 40 万 kW(CCS 無しの場合は 50 万 kW)の発電所にリプレースさ

れ、年度別リプレース容量に対し 、累積リプレース量の 10% (2040 年)～50%(2060 年)の CCS 対応火力が

導入され、かつそれが①本システムと②Pre-combustion 型の IGCC として半数ずつ導入されると仮定した。

（本検討では、原子力発電所の新

設が進まないと仮定） 
その結果、2040～2060 年の本

システム導入による効率向上を通

じた燃料費節減効果は、累積で約

14 基が導入されるとの推算(図Ⅰ

1-1)から、400MW 級 1 基当たり

で 5.4 億円／年・1 基(1700℃級

GT を採用した Pre-Combustion
型 IGCC との比較、1500℃級 GT
の Pre-Combustion 型 IGCC と

比べると 10．8 億円／年)、発電所

のライフサイクルとしては運用 60
年間として 320 億円/1 基(1500℃
級 GT の Pre-Combustion 型

IGCC と比べると 640 億円)、全体

で約 4,500 億円と推算された。 
 

(2) ゼロエミッション化によるいっそうの CO2排出量削減効果 
・400MW 級 1 基当たりで 19 万 t／年 
(14 基、ライフタイム 60 年で 1.6 億 t) 
 
<算出根拠> 
本システムは、CO2 をほぼ 100%回収できる文字通りのゼロエミッション火力である。既存の Pre-

Combustion プラントは回収率 90%に留まっているため、回収率 10%の違いだけでも CO2 排出削減量が拡

大される。すなわち、前項に示すように 2040～2060 年に 14 基の 400MW 発電所が導入されれば、当該発

電所が既存の Pre-Combustion プラントとして導入される場合で、回収率 10%の違いだけでも、各プラントラ

イフタイムの積算で 16 億 t の CO2が削減できる。 
 
(3)プラント輸出の促進効果 
本システムは、国内だけでなく、CO2 を大幅に低減する画期的オプションとして海外への展開も期待され、

きわめて大きい技術的・経済的インパクトが期待される。更に本システムのみでなく、後述する波及効果もあわ

せるとそのインパクトは極めて大きい。 
 
(4)本開発に伴い副次的に関連される技術の商用化 
本システムの開発は複数のステップを経て商用化する必要があるが、本システムが商用化する迄の過程で、

以下の様にさまざまな副次的効果も期待できる(詳細は 2.4.1 で詳述する)。 
・SNG 合成等の産業用ガス化炉(2020 年頃) 
・酸素燃焼クローズド NGCC による CO2回収プラント(2023 年頃) 
・IGCC 用の乾式ガス精製システム(2028 年頃) 
さらに、別プロジェクトで進んでいる IGFC 技術が開発された際には、本システムのコンセプトを IGFC に組

み合わせたさらに効率の高い CO2回収型システムが期待される(2035 年以降)。 
このように、本システムの開発は、効率向上による燃料費節減効果にとどまらず、幅広い波及効果を期待で

きる点で開発の意義が大きいといえる。 

 
図Ⅰ-1-1 本システム(Oxy-fuel IGCC)の市場規模予測 
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２．事業の背景・目的・位置付け 
我が国は、世界全体で 2050 年までに CO2 の大幅削減に積極的に貢献していくとの認識の下、エネル

ギー分野の技術戦略マップ等に沿った技術開発の推進と、総合資源エネルギー調査会鉱業分科会クリーン

コール部会で示された Cool Gen 計画(世界的に需要が拡大する石炭のクリーン利用に関する技術開発を強

力に推進)の着実な進展を図ることとしている。また、「平成 22 年度の科学技術に関する予算等の資源配分の

方針」において、「温室効果ガス 25%削減に向けた革新的技術、新産業の創出」として、CO2 回収・貯留

(CCS)等の革新的技術の更なる加速が必要と位置付け、「新成長戦略」(平成 21 年 12 月閣議決定)において

も、火力発電所の効率化等の開発の前倒しが指摘されている。 
石炭は、石炭火力発電を中心に、今後とも世界的に需要が拡大し、世界の一次エネルギーに占める割合が

高くなると見込まれているが、一方、その単位エネルギー当たりの二酸化炭素(CO2)排出量が他の化石燃料よ

りも高いことから、我が国が経済成長を図りつつ2050年に向けたCO2の大幅削減目標を実現するためには、3
E+S(供給安定性、経済性、環境適合性、安全確保）の同時達成が可能となる革新的な技術開発が求められ

ている。その中でも、CO2回収・貯留(CCS)技術を組み込んだゼロエミッション石炭火力を実現できる、高効率

な石炭火力発電技術の開発及びCCSとの最適化検討が有効である。CCSについては、そのエネルギー消費

とコストの大半を占める分離回収技術の高効率化・コスト低減が重要となっている。 
地球温暖化問題との関連で CO2 排出量の削減が強く求められている中で、米国や欧州においても国家レ

ベルで基礎研究から技術開発、実証研究の取り組みが行われている。例えば、米国エネルギー省の炭素隔

離プログラムにおける FutureGen2.0 プロジェクトでは、ゼロエミッション型石炭火力発電所の実現を目指し、

CO2 分離システム及び CO2 地中貯留の実証を中核とする多国間協力事業として行っている。また、欧州では

2020 年までのゼロエミッション発電所実現を目指し、エネルギー業界、研究機関、非政府組織、加盟各国及

び欧州委員会から構成される欧州技術プラットフォームが発足している。 
海外での石炭火力のガス化技術は、塊炭を空気や酸素でガス化する固定床方式や粉炭・粒炭をガス化す

る流動床方式から、ガス化効率の高い微粉炭をガス化する噴流床方式へ移行しており、米国やオランダ、スペ

インで実証試験を行っている。一方、日本では、石炭ガス化複合発電(IGCC)の開発が、勿来実証試験および

大崎クールジェンプロジェクトとして実施されており、NEDO も CO2大幅削減のターゲットである 2050 年に向

けた次世代 IGCC プロジェクトを推進している。 
大規模な CO2 発生源である石炭火力発電所においては、革新的なゼロエミッション石炭火力発電への対

応として、高効率化発電の実現、CCS によるゼロエミッション化が期待されている。IGCC と CCS の組み合わ

せた技術の開発が、米国の Southern Company 社や中国の Green Gen 社等により世界各地で進められて

おり、発電効率のいっそうの高効率化や中長期的には CCS の活用も視野に入れた対応が必要となっている。

こうしたことからも、NEDO はゼロエミッション石炭火力実現に向けて、革新的な研究開発事業を推進すべきで

ある。 
CCS を組み込んだゼロエミッション型石炭ガス化発電には、多量の付加的なエネルギーが必要となる問題

があり、本事業では CCS を組み込んだ後でも、現行の最高効率を維持できる次世代向けの石炭ガス化基礎

技術開発を行うこととしている。 
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II. 研究開発マネジメントについて 
１．事業の目標 
「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」(課題設定) 

＜中間目標(平成 22 年度)＞ 
・目標値 ：送電端効率向上(42%:HHV 基準、CO2回収後)のための主要構成技術の目途を得る。 
＜最終目標(平成 26 年度)＞ 
・目標値 ：性状の異なる環太平洋地域の 3 種類以上の石炭を用い、CO2 回収後において送電端効

率 42%(HHV 基準)を実現させる基盤技術の確立。 
・設定根拠：CO2を回収しても既存の火力発電所の送電端効率(42%)と同等の効率を達成するため。 

 
２．事業の計画内容 

２．１ 研究開発の内容 
２．１．１ 研究の内容 

石炭火力から発生する CO2 を分離・回収・貯留する CCS を含めたゼロエミッション型の石炭ガス化発電技

術を火力発電に適用する場合、多量の付加的なエネルギーが必要となるため、貴重な化石燃料資源を有効

活用する観点から、石炭ガス化システムや CO2 分離・回収技術の更なる高効率化が求められる。そこで、ゼロ

エミッション石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向上させるための基盤研究を行う必要がある。 
本事業では、発電技術と組み合わせると発電効率を大きく低下させる性質をもつ CCS 技術について、可能

な限り発電効率を高く維持するため、効率向上に資する基盤研究事業「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開

発」を実施する。 
既存の発電システムは CO2 回収により発電効率が 2 割以上低下し、世界最高効率を目指す我が国の

IGCC(1500℃級 GT)でも約 48%→約 37% (送電端 HHV)となり、 CCS は我が国が高効率化技術開発を

進める上で大きな課題となっている。「CCS を行っても高効率を維持できる革新的システム｣を開発することは、

当該分野で世界をリードできる将来技術の獲得であり、意義は大きい。 
本システムは、CO2 を酸化剤の一部として用いることにより、CO2 回収型石炭ガス化システムの効率を大幅

に向上することのできる次世代 IGCC システムであり、「O2/CO2 吹きガス化」と「O2/CO2 ガス燃焼クローズド

GT」を採用した世界でも例のない独自の CCS システムであり、CO2 回収後も 42%(送電端 HHV)の高い効

率を達成できる可能性がある。これは、最新鋭微粉炭ボイラ、1300℃級 GT を採用した IGCC など、CO2 を

回収しない現状の高効率石炭火力と同等のものであり、今後 CO2回収を行う場合にそれに伴う効率低下が回

避できることとなる。 
本事業では、CO2 回収型石炭ガス化システムに関する基盤技術の開発を行う。また、環太平洋地域に賦存

する多様な石炭に対する適応性の検討も実施する。 
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２．１．２ スケジュール及び役割分担 

本研究の項目別スケジュールを表Ⅱ-2-1、電力中央研究所と九州大学の役割分担を図Ⅱ-2-1 に示す。 
 

表Ⅱ-2-1 スケジュール 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

1.基本コンセプトの確認
  (1)本システムの特徴の確認

　(2)小型ガス化炉を用いた反応促進効果の確認

　(3)基礎試験による反応促進効果の確認

2.基盤技術の開発
　(1)実機規模ガス化炉数値解析手法の構築と

　　　　　　　　　　　 O2/CO2ガス化特性の評価 　　　

　(2)高CO条件における炭素析出対策の構築

  (3)小型ガス化炉によるCO2富化試験法の開発と

　　　　　　　　　　　　　　炭種によるガス化特性の評価

　(4)ガス化実ガスによる脱硫剤評価法の開発と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設計データの取得

3.全体システム成立性の検討
　(1)メーカFSによる課題抽出とシステム改良

　(2)空気分離装置/再生熱交換器メーカによる検討

　(3)送電端効率/敷地面積/発電コストの検討

4.次フェイズの検討
　(1)試験基本計画策定および試験設備試設計

5.本技術の普及に向けた検討
　(1)炭種適合性評価のための基盤技術開発

　(2)適合炭種拡大に向けた基盤技術開発

 

4.次フェイズの検討
(1)試験基本計画策定および試験設備試設計

3.全体システム成立性の検討
(1)プラントメーカFSによる課題抽出とシステム改良
(2)空気分離装置/再生熱交換器メーカによる検討
(3)送電端効率/敷地面積/発電コストの検討

2.基盤技術の開発
(1)実機規模ガス化炉数値解析手法の構築と

O2/CO2ガス化特性の評価
(2)高CO条件における炭素析出対策の構築
(3)小型ガス化炉によるCO2富化試験法の開発と

炭種によるガス化特性の評価
(4)ガス化ガスによる脱硫剤評価法の開発と

設計データの取得

1.基本コンセプトの確認
(1)本システムの特徴の確認
(2)小型ガス化炉を用いた反応促進効果の確認
(3)基礎試験による反応促進効果の確認

主な実施内容

赤字下線、赤矢印は、主な連携ポイント

5.本技術の普及に向けた検討
(1)炭種適合性評価のための基盤技術開発

a)ガス化反応モデルの高精度化
b)スラグ排出性評価技術の開発

(2)適合炭種拡大に向けた基盤技術開発

九州大学担当分

基礎試験による
炭素析出データの収集

基礎試験による
脱硫剤特性データの収集

O2/CO2ガス化
を想定した

反応性データの収集

基礎試験による
タール挙動の解明

NMRによる
石炭灰/ガス化スラグ

の類型化

溶融スラグ流下現象の
実験および数値解析による

類型化

溶融スラグの物性把握と
高温粘度予測法の検討

石炭前処理法の検討

群馬大学(再委託)
反応促進効果検討

小型炉ガス化試験による
反応促進効果検討

乾式ガス精製システムの検討
(模擬ガス／ガス化ガス試験)

実機規模ガス化炉
の数値解析

全体システム成立性の検討

PDTF試験による
高精度反応モデル構築

小型ガス化炉
スラグ試料提供

GT基礎燃焼特性試験

京都大学(再委託)
褐炭改質法の開発

小型炉ガス化試験による
炭種影響評価

硫黄以外の不純物対策

MHI/MHPS(再委託)
次フェイ ズ関連検討

電中研担当分

 
図Ⅱ-2-1 役割分担 
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２．１．３ 予算の推移 

「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」の予算の推移を表Ⅱ-2-2 に示す。 
    表Ⅱ-2-2 予算の推移          （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 
上記表のうち、特に予算の多い年度について、以下にその使途を補足する。 
平成 20 年度は「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」の委託先である電力中央研究所に 350 百万円、

九州大学に 490 百万円の補正予算となっている。 
このうち電力中央研究所は、小型炉を用いた CO2 ガス化試験を実施する役割を分担するため、既設ガス化

炉に CO2 液化ガスタンクと加圧ガス供給設備の追設などの改造を行うことで CO2 富化ガス化試験を可能とし

た(約 109 百万円)。また、本システムの重要な開発課題の一つである高 CO 条件下での炭素析出対策を検

討するため、｢高 CO 濃度条件脱硫剤評価装置｣および脱硫剤等の除去特性・炭素析出及び共存物質の影

響評価装置を導入した(約 201 百万円)。また、ガス化ガスを抽気して脱硫性能を評価するためダスト除去や圧

力調整を行うガス化炉抽気ラインを導入した(約 28 百万円)。 
一方九州大学は、前記補正予算により、本技術のいっそうの普及に向けた検討の一貫として、環太平洋地

域の幅広い石炭に適用可能な炭種適合性評価法開発に向けた基盤技術開発を分担するため、O2/CO2 ガス

化反応機構を解明すべく高圧熱天秤や各種分析装置(約 40 百万円)を導入した。 
この他、九州大学は、石炭ガス化炉の安定運転を確保する上できわめて重要なスラグ排出性を予測するこ

とで炭種適合性を評価するため、石炭中鉱物質(灰成分)を微細な構造から分析し、新しい予測／評価手法を

開発するための NMR 装置や高温化で条件調整して分析試料を作成する関連設備などを導入した(約 370
百万円)。 

電力中央研究所は、小型ガス化炉のデータを迅速かつ広範囲に分析することで、より幅広く CO2 富化の影

響を明確にすべく、H23 年度にコンバスタに供給する二次 CO2の加熱器を追設する(約 45 百万円)とともに、

H24 年度に二次ガス供給系や生成ガスサンプリング系などの改造(約 80 百万円)を行った。 
 

2008
(H20)

2009
(H21)

2010
(H22)

2011
(H23)

2012
(H24)

2013
(H25)

2014
(H26)

総額

電力中央
研究所

451 200 153 247 371 194 186 1802

九州大学 529 87 77 90 71 28 28 910

合計 980 287 230 337 442 222 214 2712
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２．２ 研究開発の実施体制 
本事業は、NEDO が単独ないし複数の企業、大学等の研究機関(原則、国内に研究開発拠点を有してい

ること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外

企業との連携が必要な部分はこの限りではない)から、公募によって事業実施者を選定し実施した。事業実施

にあたり、「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」のテーマは商用化まで長時間を要するハイリスクな「基盤的

技術」に対して、産学官の複数事業者が互いにノウハウを持ちより協調して実施する事業であり、委託事業とし

て実施した。 
本事業では、事業に参加する各事業グループの有する研究開発ポテンシャルを検討し、これを最大限活用

することにより効率的かつ効果的な研究開発の推進を図る観点から、研究開発責任者(プロジェクトリーダー)と
して九州大学持田教授を指名し、サブプロジェクトリーダーとして(独)産業技術総合研究所赤井主幹研究員を

指名して、その下でプロジェクト開始から平成 23 年 1 月までの間は運営管理を実施した。その後平成 23 年

2 月以降は、プロジェクトリーダーをエネルギー総合工学研究所小野崎正樹理事に代え、運営管理を行った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-2-2 実施体制図 

 

群馬大学 (H24 まで) 
･O2/CO2 ガス化による反応促進挙

動の評価 

京都大学 (H24 まで) 
･褐炭を含む炭種拡大法の検討 

・ガス化反応速度迅速評価法開発

 

 

九州大学 
・CO2 回収型ガス化反応機構解明 

・多様な石炭種への適用性評価法検討 

再委託 

電力中央研究所 
・CO2 回収型次世代 IGCC システムの 

基盤技術開発と取り纏め 

技術検討委員会 

委託 

100% 

 

サブ・プロジェクトリーダー 

産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 主幹研究員 赤井 誠 

プロジェクトリーダー 

エネルギー総合工学研究所 理事 小野崎 正樹(平成 23年 2月から) 

 

(九州大学 炭素資源国際教育研究ｾﾝﾀｰ 特任教授 持田 勲 平成 23年 1月迄) 

 

NEDO 

三菱日立パワーシステムズ 

(H25 から) 
･実機システムの検討 

・海外関連技術動向調査 

三菱重工業 (H25 から) 
･ベンチプラント基本設計 

・ベンチフェイズ試験計画検討 

北海道大学 (H20 のみ) 
･O2/CO2 雰囲気における石炭の

熱分解とタールの反応 
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２．３ 研究開発の運営管理 
事業全体の管理・執行に責任を有する NEDO は、経済産業省及び事業実施者と密接な関係を維持しつ

つ、本事業の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施した。また、本事業では、外部有識者からなる

技術検討委員会(表Ⅱ-2-3)を NEDO で設置し、委員会を年 2 回開催することで運営管理を行ってきた。 
 

表Ⅱ-2-3 技術検討委員会の委員リスト 

  氏名 役職 所属 

委員長 堤 敦司 教授 東京大学 生産技術研究所 機械・生産系部門 

委員 佐藤 光三 教授 東京大学 
大学院工学系研究科  

システム創成学専攻 

委員 平井 秀一郎 教授 東京工業大学 
大学院理工学研究科  

機械制御システム専攻 

委員 田中 雅 研究主幹 中部電力 電力技術研究所 

委員 堤 直人 主幹 新日本製鐵 技術開発本部 技術開発企画部 

委員 松岡 秀一 准主任部員 出光興産 販売部 石炭事業室 

委員 佐川篤男 研究理事 日本エネルギー経済研究所 化石エネルギー・電力ユニット 

 
さらに、CO2回収型次世代 IGCC 技術開発情報連絡会を定期的に開催し、電力中央研究所と九州大学に

加え、再委託先の京都大学、群馬大学と NEDO も出席することで、研究進捗状況の確認と今後の進め方の

協議を行い、電力中央研究所と九州大学の密接な連携を推進させた。本情報連絡会は全体討議の場であり、

各個別テーマについてはこれに拘らず、個々の担当者が適宜出張し、研究成果の相互活用、反映方針や商

用化に向けた検討など活発に議論した。 
 

２．４ 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 
２．４．１ 実用化につなげる戦略 

本プロジェクトは、｢基礎的・基盤的研究開発｣であることから、本研究における｢実用化｣の定義を｢当該研究

開発の成果が、ガス化炉をスケールアップした後継プロジェクトに活用されること｣と定めた。 
従って、後述するように、①プラントメーカや重要構成機器の専門メーカのアドバイスを反映した実現性の高

いシステムを構築し、その性能を確認するとともに、②次フェイズに求められる基盤技術を開発し、③商用化ま

でを見据えて次フェイズで重点的に検討すべき事項を整理した上で、③次フェイズで必要となる設備の検討を

行うとともに、当該設備の設計や検討に必要な基礎データを得ることで、｢実用化｣につなげる成果を挙げること

ができた。 
 

２．４．２ 商用化に向けた検討 

本プロジェクトでは、次フェイズのプレーヤー候補となりうる実力と実績を十分に備えたプラントメーカを再委

託先として組込み、次フェイズ以降のロードマップやマイルストーンを検討するとともに、次フェイズで用いる試

験設備を試設計するなど、早期商用化に向けた確実な歩みを目指した。実施者間の議論の段階ではあるが、

「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」の商用化に向けた開発スケジュールを図Ⅱ-2-3 に、各フェイズのマイ

ルストーンを表Ⅱ-2-4 に示す。 
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図Ⅱ-2-3 「CO2 回収型次世代 IGCC 技術」の商用化までのロードマップ 

 

表Ⅱ-2-4 各フェイズのマイルストーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
本ガス化技術は、現在我が国で実証後、商用運転されている勿来 IGCC(空気吹きガス化技術)で培った技

術をベースとしており、効率的かつ着実な研究開発推進が期待できる。特にガス化技術については、次フェイ

ズ(フェイズ 2)で、実績の豊富なメーカの 50TPD ガス化炉で性能確認試験を終えれば、SNG 合成等の産業

用ガス化炉として実用展開できるレベルに達すると期待される。セミクローズド GT については、これまでに実

施された水素利用国際クリーンエネルギーシステム技術(WE-NET)やアドバンスト高湿分空気利用ガスタービ

ン(AHAT)の知見が活用できるものの、CO2 循環時の燃焼特性などが開発課題となるため、次フェイズ終了後

に、セミクローズド GT の検討を軸としたフェイズ 3 が必要である。しかしフェイズ 3 の中間段階で酸素燃焼

NGCC を想定した技術が開発されるだけでなく、数百 TPD 級の石炭ガス化一貫システムにおける検証試験

により乾式ガス精製システムの大型化が可能となり、従来型 IGCC の効率向上という副次的効果も期待される。

最終的には 2000TPD 級の実証機試験を経て、実証機の商用化を契機に国内外の CCS プロジェクトへ展開

可能になると期待される。実証試験を 2020 年代後半から 2030 年代半ばにかけて実施し、実証機を商用転

用することで商用化に進むとものと考えられ、国内外における CCS の本格商用化には十分な目標時期といえ

る。 
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２．４．２ 知財マネジメント 
本プロジェクトにおける特許出願・論文投稿件数を、それぞれ表Ⅱ-2-5 に示す。 
 

表Ⅱ-2-5 「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」の特許出願、論文投稿件数 

 H20
年度 

H21
年度 

H22
年度 

H23
年度 

H24
年度 

H25
年度 

H26
年度 

合計 

研究発表 8 件 33 件 29 件 46 件 49 件 29 件 10 件 204 件 
論文投稿 3 件 15 件 11 件 15 件 12 件 16 件 9 件 76 件 
研究報告書*等 1 件 1 件 1 件 2 件 2 件 2 件 1 件 10 件 
特許 0 件 1 件 1 件 1 件 1 件 0 件 0 件 4 件 
＊本研究開発の中間年報 

 
「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」においては、九州大学と電中研が連携して研究発表 204 件(電中

研 66 件、九大 116 件、京大 19 件、群大 3 件)、論文 76 件(電中研 11 件、九大 65 件)、と積極的に情報発

信を行い、外部有識者の認知を得るべく活動した。この中で、中間評価における指摘を考慮して｢若手研究者

を登用し、その対外発表の機会を創出｣するとともに、得られた成果を技術検討委員会や関連研究者間のミー

ティングなどの機会を通じて共有化し、プロジェクト全体の底上げに努めた。 
O2/CO2吹き石炭ガス化の原理に関する基本特許は、本事業が始まる前に既に出願済(国内 11 件、国際 1

件)であったが、本事業の中で開発した乾式ガス精製の炭素析出抑制技術に関連し 4 件の特許を出願した。 
 

３． 情勢変化への対応 
ゼロエミッション石炭火力に関する技術開発テーマを効率的かつ効果的に推進することを目的として、平成

21 年度まで基本計画及び実施計画を定めていた以下のテーマを統合し、平成 22 年度から「ゼロエミッション

石炭火力技術開発プロジェクト」のテーマとして実施した。 
 ・革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト 

(発電から CO2 貯留までのトータルシステムのフィージビリティ・スタディ、革新的ガス化技術に関する基

盤研究事業) 
 ・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発(STEP CCT) 
 ・クリーン・コール・テクノロジー推進事業 
 

４．中間評価結果への対応 

＜研究開発成果に関する評価＞ 
O2/CO2 ガス化シミュレーションについては、電中研と九州大で開発を進め、3t/日、200t/日、1700t/日ガス

化炉のシミュレーションツールの開発が完成し、O2 と CO2 のガス化炉内の混合割合については、従来の N2

に比べ CO2 の比重や比熱等の物性が異なり、CO2 供給割合がガス化炉温度や炭素転換率等の性能に大

きく影響を与えることが明らかとなるなど IGCC 関連の技術は着実に蓄積している。しかしながら目標達成の

基準が明確ではない。何をやったかではなく明確な達成基準に対してどこまで達成できたかを示すべきである。

例えば、数値シミュレーションモデルを開発したというだけでは不十分。実用に耐えるにはどの程度の精度が

必要でそれを実現できたのかが重要である。また、ガスタービン本体の最適化およびガスタービンの性能比較

に基づく目標設定が不足している。マネジメントを強化し、明確な目標設定と達成基準それを達成する最適な

プロセスを設定して戦略的に進めてもらいたい。さらに、実用機とパイロット試験結果、シミュレーション結果な

どは離反しているのをどのような考え方で整理するかについての評価手法について検討を深化すべきではな

いか。 
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＜肯定的意見＞ 

○CO2回収を含めた高効率石炭ガス化システム開発に挑戦し、成果を挙げている点は評価できる。 
○（１）高濃度 CO2 条件における石炭・チャーの反応性が明らかになり、CO2 回収ガス化条件にお

いて、空気吹きガス化条件と比較して、石炭熱分解・ガス化・燃焼性がほとんど変わらないことを明

らかにしたことは、本事業を進める上で、大きな前進と評価する。 
（２）高 CO 濃度条件での乾式ガス精製システムに関して、実用化への目処が明らかにしたことは、

本事業を進める上で、大きな前進と評価する。 
○シミュレーション技術による設計ポイントの効果的な進展は評価できる。今後、よりシミュレーション

の精度を向上させ、パイロット開発などの現場での試験への展開、事業化への精度のあるシステム

開発が期待できる。 
○二室二段炉の設計に関わる O2/CO2 ガス化の要素研究については、データが出始めた段階であ

り、目標値なるものは数値シミュレータへの適用と検証、あるいは装置設計パラメータの見直しはこ

れからと判断した。 
○O2-CO2 ガス化の「操作改善の方向」は示されて結構なのだが、要素研究および数値シミュレー

タ、実証基で得られるデータとの整合性と達成度が見えず、最終評価には定量的な表現で記述し

てほしい。 
○要するにガス化炉を安全・安定に動かすための「最適ポイント」と「幅」を数値で示すことができれば

わかりやすい。 
○乾式ガス生成については「炭素析出(すす生成)」は貴重なデータであり、ハニカム脱硫剤試験の

性能が確認されているなど着実な成果と判断している。最適化に向けて更なる成果を期待したい。 
○炭種の選定とガス化炉内の灰の溶融挙動についても、データは出始めているので、今後を期待し

たい。 
○CO2 回収型 IGCC について成果発表は多数出されているが、このプロジェクト開始後の成果な

のか、以前の蓄積なのかを区分けしてほしい。 
○大学サイドは基礎的な研究をしっかりと行っており、今後重要な知見が得られることを期待する。 
○O2/CO2 ガス化シミュレーションについては、電中研と九州大で開発を進め、3t/日、200t/日、

1700t/日ガス化炉のシミュレーションツールの開発が完成している。O2 と CO2 のガス化炉内の

混合割合については、従来の N2 に比べ CO2 の比重や比熱等の物性が異なり、CO2 供給割合

がガス化炉温度や炭素転換率等の性能に大きく影響を与えることが明らかとなるなど IGCC 関連

の技術は着実に蓄積している。 
○世界最高水準の目標に対し、中間目標は、概ね達成されている。 
○環境やエネルギーに関する国際的な情勢は変化しているが、エネルギーの安定確保の必要性は

高まりつつあり、本研究事業の意義は失われていない。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

●多様な石炭に対応できる技術開発が必要であり、より普遍的なパラメータ(例えば、石炭の元素・揮

発分・固定炭素の割合等）とガス化の関連を定量的に評価できる汎用性の高い実験方法や解析方

法を確立する必要がある． 
●（１）ガス化炉における灰の物性・挙動の解明に関して種々な装置を導入されているものの、それに

見合う顕著な成果が記載されていない。この分野の研究は世界各国で既に多くの研究が報告されて

いるので、これらの研究を凌ぐ成果を挙げるように最終目標に向かって邁進していただきたい。特に、

高濃度 CO2 による灰物性・付着・溶融挙動の変化が生じるか否かは、本ガス化炉のスケールアップ

において重要な鍵となるので、卓越した成果をあげられるように期待する。 
（２）電中研炉の試験で採取されたサンプルの分析・解析が両者で緊密に行われ、灰・スラグ試験の

基礎試験に反映されるようにしていただきたい。また、必要があれば、関係機関や外部機関にも依頼

し、特に、高濃度 CO2 による灰物性・付着・溶融挙動の変化が生じるか否かを明らかにするように努

めていただきたい。 
（３）勿来の空気吹き IGCC をベースにした研究開発と理解していた。しかし、質問票に対する回答

で、「二室二段炉は、もともと空気吹きガス化においてコンバスタ温度の維持、灰付着トラブルの低

減、高いガス化性能の獲得などを達成するために考案されたものです。したがって、O2/CO2 ガス化
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に関しては、必ずしも二室二段炉が一室二段式よりも適しているとは考えておらず、この点について

今後両者の比較検討を進める中で、O2/CO2 ガス化に最適なガス化炉方式を明らかにしていく予定

です。なお、実験を実施する上で、二室二段式の方が上下段に投入した CO2 の影響を独立に評価

できるというメリットがあります。」との記述がある。発表会場において説明がなかったと思うが、「O2-
CO2 ガス化に関しては、必ずしも二室二段炉が一室二段式よりも適しているとは考えていない。」こと

の根拠を示していただきたい。また、今後の２年間でガス化炉の基本設計思想まで踏み込んで再検

討する計画内容や、そのスケジュールを明示されたい。 
（４）シミュレーションで実施するのであれば、「なお、実験を実施する上で、二室二段式の方が上下

段に投入した CO2 の影響を独立に評価できるというメリットがあります。」の意義は理解できる。し

かし、電中研炉の試験結果から最適なガス化炉方式を明らかにしていくことができるのか疑問が残

る。 
●・過去の関連研究も含めた研究の全体像と目標達成のための戦略が見えにくい。個々のテーマの

寄せ集めの印象がある。 
・目標達成の基準が明確ではない。何をやったかではなく明確な達成基準に対してどこまで達成でき

たかを示すべき。例えば、数値シミュレーションモデルを開発したというだけでは不十分。実用に耐

えるにはどの程度の精度が必要でそれを実現できたのかが重要。 
・世界最高水準の研究に対して、特許出願が 1 件というのはもの足らない。知財戦略や研究マネジ

メントの問題ではないか。 
●ガスタービン本体の最適化およびガスタービンの性能比較に基づく目標設定が不足している。炭

種毎に最適な操作条件というのがあるはずであり、この炭種なら冷ガス効率を最高にするには、ど

のようにしたら良いのかというのが欠けている。 
●・CO2 回収型では、ガスタービンと微量酸素除去については当初の中間目標が不明確であり、

「実証・検証した」とあるが、開発要素が何かが不明確。 
・ガスタービン性能で効率が決まるので、新たなタービンの開発が必要であれば、目標値を示すこと

が重要と思われる。「1500℃級がありき」の説明ではなく、設計と運転条件を示してほしい。 
・シミュレータ開発で新たに導入したあるいは開発したポイント、これまでのシミュレータとの違い、特

に O2/CO2 ガス化での適用条件とスラグ流についての改善点と課題を明確にする。微量成分関連

の組み込みはどうするのかの記述がほしい。 
・最終目標に向けた課題抽出はある程度できているが、プロセス全体から見たとき、シミュレータで期

待できる設計・運転パラメータとデモ機で検証すべきパラメータを明確にしてほしい。 
・ガスタービンの効率向上目標と蒸気タービンの目標値およびそのためのガス組成のカロリー範囲や

実証レベルでの不純物除去目標を示す。 
●実用機とパイロット試験結果、シミュレーション結果などは離反しているのをどのような考え方で整

理するかについての評価手法について検討を深化すべきではないか。今後の課題でもあるが、シ

ミュレーションを行いかつパイロット試験を行うことのない信頼性ある手法を提示してもらいたい。 
●電中研既設炉を利用して何をどこまで明らかにできるのかが不明。200 t および 1700 t FS に対

して 3 t の成果が線形性があるとは思えない。従来の EAGLE・勿来などでのスケールアップに際

するトラブル対応が参考にならないだろうか(特にバーナへのスラグ付着・先端溶融や上部への

ファウリング）。 
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＜その他の意見＞ 

・小型ガス化炉による基本性能実証で得られた成果は事前予測された範囲であり、ガス化炉試験が

順調に進んでいることを示すデータである。小型ガス化炉レベルでチャンピオンデータを得る必要

は何もなく、最終目標である実証ガス化炉 FS のためのスケールアップデータや高濃度 CO2 存在

下でのシミュレーションモデル構築のための裏付けデータを取得する方向にベクトルを向け、実験

を粛々と進めていただきたい。最終目標に向かって、空気吹きガス化炉開発で得られたノウハウ

が、O2/CO2 ガス化炉の開発において適用でき、加速的に本ガス化炉が開発できるのか否かを明

らかにされることを強く希望する。 
・プロジェクトマネジメントを強化する必要があるのではないか。 
・明確な目標設定と達成基準それを達成する最適なプロセスを設定して戦略的に進めてもらいたい。 
・要素研究結果やデモ機での実証結果が「確実」であれば、成果は市場の拡大および市場の創造に

繋がるが、現時点では「送電端効率 42%の主要構成技術の目処を得る」であり、「世界一」か、否

かの評価をする段階ではない。 
・大学での研究が趣味的な研究にとどまらず、実用的な観点で電中研をサポートしうるものとなること

を期待する。気相反応とスラグ特性の研究にもっと力を入れてはどうか。 
・EAGLE のと共通項目についての知見の共有を模索すべきで、議論の場を提唱したい。 
・プラント全体の容量、形状、寸法については、計画中の商用機との相対比較を行い、CO2 循環式

のガス化炉・ガスタービン・熱交換器などの複合システムを検討しているが、最適化のために如何

なる因子が必要かが不明である。 

 

＜実用化の見通しについての評価及び今後の提言＞ 
設備投資能力の不足から各電力企業や化学企業は、このまま推移すると部分的な技術要素の採用となる。

首尾一貫した完成システムとしての低コスト・高効率システムとして全体をアピールすることが重要である。運転

条件設定や計測の面で小回りの利く、既設電中研ガス化炉を活用するようであるが、実機化までのスケール

アップ手法が不明である。二室炉での実験検討となっているが、実験は最低限で良く、シミュレーション結果の

確認程度で良い、また実機化のためにも一室と二室の得失を検討すべきだ。世界最高水準の実機化を握る

鍵は、時期とコストである。国内外の市場を見て、いつ、どこに、どの程度のコストで、どのようなプラントを供給

するかを設定し、戦略的に進める必要がある。 
 

＜肯定的意見＞ 

○事業化に着実に進展している。時間は掛かるが不可欠な技術開発であり、国の政策としてプロジェ

クトが持続する計画が明確になっている。更に新たな研究開発課題などへの事業化に向けた提案

に柔軟に対応する体制を期待したい。 
○商用プラントやレイアウトなど、実用化イメージ・出口イメージ作成の努力は評価できる。 
○・「成果の実用化可能性」については、実用化イメージ・出口イメージは明確であるが、実用化可能

性については探っている段階であり、この段階での評価は難しいのではないか。 
・O2/CO2 ガス化の研究開発は世界をリードする研究であり、成果は期待したい。 
○本システム採用による CO2 削減効果は、従来検討されている IGCC(CCS なし)に比べ、484 万

t-CO2/年の削減(出力 100 万 kW、利用率 70%）と試算している。また、他産業への波及効果に

ついては、本システム採用により石炭燃料が大幅に削減でき(約 35 億円/年の削減）発電単価の

引き下げを通じて、日本の国内産業全般へ還元されるなど実用化イメージや出口イメージは明確

である。 
○技術力の維持向上、人材の育成という面での貢献度は大きい。 
○本フェーズ残り半分の期間で、より実用につながる研究・開発へとつながることを期待する。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

●・「開発の各段階でマイルストーンを明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われ

る見通しは立っているか。」で言えば、実施者の中では議論されていると思われるが、中間評価用

の資料からは具体的な「見通し」は必ずしも明確とは言えない。 
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●大学サイドの基礎研究と、電中研の小規模実証試験との連携関係が不明。電中研小型炉で起

こっている問題を大学にフィードバックし、大学がそれに応える体制を構築してはどうか。年に 2 
回以上の連携会議、とあるが、これくらいの予算規模の他の NEDO-PJ においては、毎月連携会

議を行っているものもある。少なくとも九州大と電中研の 2 者間(および NEDO）では、相互に緊

密な連携をとる必要を感じる。 
●2020 年－2030 年頃のパイロットプラントへの展開と記されているが、あまりに漠然としている。こ

れでは技術は一流でも、ビジネスでは成功しない危険性が高い。アジアの高度経済成長が予測さ

れるのは 2020 年、2030 年では遅い。2020 年での実用化のマイルストーンを設定するべきでは

ないか。 
●・勿来の空気吹き IGCC をベースにした研究開発であると理解していたが、「O2/CO2 ガス化に関

しては、必ずしも二室二段炉が一室二段式よりも適しているとは考えておらず、この点について今

後両者の比較検討を進める中で、O2/CO2 ガス化に最適なガス化炉方式を明らかにしていく予定

です。」との回答があり、ガス化方式自体もまだ決まっていなかったとは驚きである。事業者間で研

究開発の方向性について、早急に意思統一をはかっていただきたい。 
・ガス化炉の設計思想が全く異なる二つのガス化炉方式について今後の２年間で検討・再評価し、

O2/CO2 ガス化についての最適化方式を見いだすための試験を電中研ガス化炉で実施するので

あれば、開発の各段階でマイルストーンが明確になっているとは評価できない。 
●石炭エネルギーに対する理解の深化が必要であり、IGCC、CCS だけでの議論ではなく、総合的

な CO2 削減として、CO2 の削減に石炭エネルギーと再生可能エネルギーとのバブルコンセプト

(平均)を導入してその立地の促進のシナリオの検討をすべき。また欧米が CO2 削減を目標として

いるにも関わらず、ベース電源としての石炭エネルギーの推進が背景にあることを調査すべき。 
●設備投資能力の不足から各電力企業や化学企業は、このまま推移すると部分的な技術要素の採

用となる。首尾一貫した完成システムとしての低コスト・高効率システムとして全体をアピールするこ

とが重要である。運転条件設定や計測の面で小回りの利く、既設電中研ガス化炉を活用するようで

あるが、実機化までのスケールアップ手法が不明である。二室炉での実験検討となっているが、実

験は最低限で良く、シミュレーション結果の確認程度で良い、また実機化のためにも一室と二室の

得失を検討すべきだ。 

 

＜その他の意見＞ 

・世界最高水準の技術を目指すのは良いが、実用化の鍵を握るのは、時期とコストである。国内外の

市場を見て、いつ、どこに、どの程度のコストで、どのようなプラントを供給するかを設定し、戦略的

に進める必要がある。 
・EAGLE も独自のプロジェクトを推進中で利用できないというのは残念であり、是非ともスケール

アップの中の実証試験として検討すべきだと考えています。EAGLE は湿式ガス精製で、本シス

テムは乾式ガス精製とのことだが、両者の得失をコストと効率的な面から比較して欲しい。 
・二次的な課題、灰有効利用、ガス化の規模についての考え方を、今後は立地点を考慮して検討す

べき。 
・「波及効果」（技術的・経済的・社会的）は二室二段の O2/CO2 ガス化炉が動いた段階であり、開発

段階での内部での波及効果はあるが、外部には及ばないのではないか。 
・石炭研究者人口は先細っており、プロジェクトでの人材育成は期待したいし、NEDO の支援が必

要である、NEDO の役割ではないか。 
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問題点・改善すべき指摘点 対   応 
CO2 回収型は実用化に向けての課題抽出で

はあるが、開発計画であげた項目だけでよいのか

不安が残る｡「課題の全体像」と「解決の道順」、そ

の「優先順位」を示してほしい。 

目標到達へのロードマップなどの作成 
次フェイズ以降のプレーヤーとなる実力のあるプラン

トメーカを再委託先に加え、商用化までの開発工程全

体像をロードマップにとりまとめた。 
また、開発課題について、それぞれの優先順位も考

慮して、各フェイズにおけるマイルストーンを作成した。 

EAGLE で不明だったことを基に技術ロード

マップを作成することで開発目的・成果の重要性

もレベル分けすることが必要である 
石炭ガス化に関わる研究は長期に及びその

要素も多岐にわたるため、全体像や各要素の関

係がわかり難い。研究の全体像をマップ化し、最

終目標だけでなく、マイルストーンに対し、何が解

決済で、何が未解決なのかを明確化されたい。 
肝心のガス化サイドが、基礎的知見の集合に

とどまり、目標到達へのロードマップが明確では

ない。 
発電効率の根拠となる CO2 酸化剤の役割(C

バランス）や伝熱、リサイクル反応器としての特性

などについても明確に言及すべきである。 

発電効率の算定根拠の明示 
 最新のシステムを対象に発電効率を算出し、高効率

が得られる要因を整理し、具体的に示した。CO2 による

ガス化反応促進についても、小型ガス化炉の実験デー

タなどを元に、その因子を明らかとした。 

ガス化技術の研究では、論文の発表は活発

だが、特許は 1 件しか出願されていない。産業競

争力の点から知財戦略を強化すべきである。 

知財戦略の強化 
 O2/CO2 吹き石炭ガス化の原理に関する基本特許

は、本事業が始まる前に既に出願済(国内 11 件、国際

1 件）である。プロジェクトの中でも、炭素析出対策に関

連する新規技術を開発し、4 件の特許を出願した。 

海外の IGCC と連続稼働時間や性能・コスト

を比較し、目標とするガス化熱量・率および送電

端効率を数値で提示し、CCS も含めた海外との

性能比較を行い、世界に誇る性能と低コストでの

システムであることが重要である。また、それらの

実現に対して問題点を示し、そのため開発体制

期間を明瞭に提示すべきである。 

IGCC に関する海外事例との比較。 
送電端効率の目標値 42%(CO2 回収後)は、CO2 を

回収しない下記 IGCC と比べても、十分に高いといえ

る。 
－Buggenum IGCC(オランダ、運開 1994 年） 
  送電端効率 41.4% 
－Edwardsport IGCC（米国、2013 年運開） 
  送電端効率 38.5% (目標)、 
 
CCS に関する海外事例との比較。 

送電端効率の目標値 42%(CO2 回収後)は、海外既

存プロジェクトターゲットや DOE 報告書(*)の試算値と

比べて十分に高いといえる。 
－GE 炉 IGCC*：送電端効率 32.6% 
－Shell 炉 IGCC*：送電端効率 31.2% 
－Post-Comb.SC*：送電端効率 28.4% 
－Kemper IGCC：送電端効率 28.1% 

＊:DOE/NETL-2010/1397 
コストに関しては開発要素が多く見積精度に課題があ

るためコストターゲットを見出した。 

今後、コストの見通しや他の技術との優劣

の評価は、社会・経済情勢の変動と共に大き

く変化する可能性があるが、技術が実際に広

く利用されるためには、低コスト・技術の優

位性が必須である。国際市場で競合できるシ

ステムの確立を目指してほしい。 
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問題点・改善すべき指摘点 対   応 

基礎研究とはいえ、メーカーやユーザーが参

加せず、大学と研究機関だけで良いのか再考の

余地がある。電力会社の意見を参考としながら進

めることが必要である。 

メーカとの連携とユーザーヒアリングの強化 
 次フェイズのプレーヤー候補となりうる実力と実績を

十分に備えたプラントメーカを再委託先に加え連携を

強化した。また、電中研は各電力会社との情報交換会

等の機会を活用し、ユーザーのニーズ汲み上げに努

めた。 
プロジェクトリーダーは設計チームの選任とそ

の権力支援を整備すべきだ。本開発は IGCC と

CCS であり、それら全てに知見のある人材が設

計チームを率いて行く必要があり、少なくとも

IGCC の設計に携わったことのある人材がリー

ダーとしてプロジェクトリーダーから権限を委譲さ

れて行動すべきだ 

PL による指導 
 マネジメントの強化として、民間企業においてエンジ

ニアリング経験を有する専門家を新 PL に任命した。 
本研究事業は、国の産業競争力だけでなく、

エネルギーセキュリティに関わる研究であるため

一刻も早い実用化が望まれる。それには、プロ

ジェクトマネジメントの強化が必要である。 
達成水準が数値化されていないため達成度が

不明瞭なものが一部あり、中間目標の成果と最終

目標との関係、残された課題、達成方法が説明

不足である。 

商用化までのロードマップ検討 
商用化までのロードマップを検討し、各フェイズの具

体的目標を明確化した。その中で本プロジェクトの目

標と次フェイズで解決すべき課題およびその達成方法

を明らかとした。 
目標達成の基準が明確ではない。何をやった

かではなく明確な達成基準に対してどこまで達成

できたかを示すべきである。 

コストについては、従来 IGCC＋CCS に比べ

てシステムの簡素化が期待できることから、できる

限り低コスト化が図れるよう、試算中であるという

が、この FS を先行して行い、コスト面で不明確な

点を明らかにする検討が必要である。 

FS 対象範囲拡大と海外検討事例とのコスト比較 
FS の対象範囲を拡大し、本システムの重要構成機

器である再生熱交換器と空気分離装置について、そ

れぞれの専門メーカーによる試設計を実施した。また、

コスト評価の精度を向上させ、海外の検討事例と比較

した。 
国民に納得していただくためにも政財界を含め

て、積極的な広報と産官学への働きかけ、石炭利

用技術促進のための人材育成、サポーター育成

を充実させ、プロジェクト全体の底上げできる仕

組みを検討すべきである。 

大学の人材育成能力の活用に加え、得られた成果の

積極的な発信 
本プロジェクトへの大学(再委託先含む)の若手研究

者の登用や対外発表の機会を創出し、得られた成果

を学会や論文投稿等を通じて積極的に発信した。ま

た、得られた成果は、技術検討委員会や関連研究者

間のミーティングなどの機会を通じて共有化し、プロ

ジェクト全体の底上げに繋げるよう努めた。 
また､電力各社に対しても様々な機会を活用して成果

を発信した。 
国際的視野で、市場調査を進め、石炭産出国

を主なターゲットとして、事業展開の可能な地域と

方式を早期に絞り込み、発電システムの運用も含

めて、より具体的な事業展開を提案できる体制を

確立することが望ましい。国外で最初に事業化す

ることも考慮されるべきである。 

海外市場調査と具体的な展開先の絞り込み 
 具体的な事業展開を提案するために、海外展開経

験のあるメーカと意見交換を行い、開発ロードマップを

作成した。海外の市場調査も行ったが、現時点では海

外 CCS 商用化の動向が不明確であり、具体的な展開

先については、次フェイズ終了時点で、再度精査する

こととした。 
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問題点・改善すべき指摘点 対   応 

ガス化方式自体もまだ検討課題となっているの

で、事業者間で研究開発の方向性について、早

急に意思統一をはかり、新しい計画案を提出す

べきである。 

実施者間は｢O2/CO2 ガス化による反応促進は炉形式

によらず有効｣、｢早期実用化を図るためには、特定の

メーカの炉形式にしばられず、むしろ異なる形式の炉

における効果の違いを確認する方が望ましい｣という統

一見解の元、検討を進めている。 

ガスタービン(GT)本体の最適化およびガス

タービンの性能比較に基づく目標設定が不足し

ている。 

セミクローズド GT の最適設計に向けた新たな目標項

目の設定 
 本プロセスでは、前例のない O2/CO2 燃焼クローズド

GT を採用するため、最適設計に向けた目標項目を設

定した。メーカによる検討の結果、次フェイズで燃焼器

開発などが必要と明らかとなったため、関連の調査、検

討を実施した。 

実用機とパイロット試験結果、シミュレーション

結果などは離反しているのをどのような考え方で

整理するかについての評価手法について検討を

深化すべきではないか。 

シミュレーション精度の向上 
 基礎試験で構築した高精度反応モデルを組み込ん

だ数値解析ツールで小型炉を解析し、CO2 富化試験

実測データとの一致を確認した。 

世界最高水準の実用化を握る鍵は、時期とコ

ストである。国内外の市場を見て、いつ、どこに、

どの程度のコストで、どのようなプラントを供給す

るかを設定し、戦略的に進める必要がある。 

国内外開発動向調査に基づきロードマップ作成 
国内外の関連技術開発動向や今後の計画につい

て調査し、2030 年半ば頃の商用化を目指すロード

マップを作成した。この時期に商用化できれば、2030
年頃の実用最高効率プラントである 1700℃級 Pre-
combustion プラントよりも高い効率が達成できる見込

みである。 
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５． 評価に関する事項 
本事業を「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト」として開始するにあたって、事前評価書、基

本計画（案）を作成し、NEDO のホームページから、NEDOPOST2、NEDOPOST3 として、パブリックコメント

を求めた。 
 
①評価の実施時期 
平成 19 年 12 月 26 日～平成 20 年 1 月 24 日  事前評価 
平成 20 年 2 月 13 日～         2 月 25 日  事前評価 
平成 22 年 8 月 19 日    中間評価 

 
②評価手法 
パブリックコメント（事前評価） 
外部評価 （中間評価） 

 
③評価事務局 
推進部 （事前評価） 
研究評価部 （中間評価） 

 
④評価項目・基準 
知的基盤・標準整備等の評価項目・評価基準 

 
⑤評価委員（中間評価） 
評価委員 

 

 氏名 所属 役職 

分科会長 三浦 隆利
ミウラ    タカトシ

 東北大学 大学院工学研究科 化学工学専攻 教授 

分科会長代理 守富 寛
モリトミ  ヒロシ

 
岐阜大学 大学院工学系研究科  

環境エネルギーシステム専攻 教授 

委員 関根 泰
セキネ ヤスシ

 早稲田大学 先進理工学部 応用化学科 准教授 

委員 二宮 善彦
ニノミヤ ヨシヒコ

 中部大学工学部 応用化学科 教授 

委員 村上 清明
ムラカミ キヨアキ

 株式会社三菱総合研究所 科学技術部門総括室  参与 

委員 毛利 邦彦
モウリ  クニヒコ

 株式会社エルパワーテクノロジー 取締役 
技術部長 

委員 吉川
ヨシカワ

 紀彦
ノリヒコ

 名古屋大学 大学院工学研究科 教授 
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Ⅲ．研究開発成果について 

１．事業全体の成果 

電力中央研究所および九州大学は、石炭ガス化複合発電システムから回収した CO2 の一部に所要量の酸

素を混合してガス化剤や燃焼用空気の代替として用いる CO2回収型高効率 IGCC システム(図Ⅲ1-1-1)に関

し、事業目標「CO2 回収後に送電端効率 42%(HHV 基準)を実現させる基盤技術の確立」を達成すべく､アジ

ア炭に対する O2/CO2 ガス化反応機構の解明と反応モデルの開発､実機ガス化炉シミュレータの開発､実用規

模プラントの FS などを実施した。表Ⅲ1-1-1 に示すように、Phase1 の開発目標は達成された。なお、基盤技

術を効率的かつ加速的に開発するため､電力中央研究所と九州大学は密接な相互協力の下､研究推進を

図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表Ⅲ1-1 本事業の開発項目・目標および達成状況 

目  標 研究開発成果 達成度 

性状の異なる環太平洋地域の
3 種類以上の石炭を用い、CO2

回収後において送電端効率
42%(HHV 基準)を実現させる基
盤技術の確立。 

・3 炭種の送電端効率が 42%HHV 以上であることを確認。 
・小型ガス化炉試験により、5 炭種で CO2 富化による反応促
進効果を確認。 
 

達成 

1.基本コンセプトの確認 
 

本システムが CO2 回収後も
高い送電端効率を維持できる
要因を整理するとともに、CO2

濃度の上昇によりガス化反応
が促進されるという基本コンセ
プトを確認する。 

1.基本コンセプトの確認 
(1)本システムの特徴の確認 
・本システムが CO2 回収後も高い送電端効率を維持できる
要因を整理し、CO2 回収エネルギーを大幅に低減できること
を明らかとした。 
(2)小型ガス化炉による反応促進効果の確認 
・3TPD 小型ガス化炉を用いた CO2 富化試験により、 CO2

濃度の上昇により反応が促進される(チャー生成率が低減さ
れる)こと、その要因として、ガス化炉内の反応領域拡大が
挙げられること等を明らかとした。 
 
(3)基礎試験による反応促進効果の確認 
・熱天秤を用いた試験により、10%-O2/CO2 雰囲気における
ガス化反応速度定数が 10%-O2/N2 雰囲気のものより 1.4～
2.6 倍ほど大きいことを明らかとした。 

 

1.(1)：達成  

 

 

1.(2)：達成 

 

 

 

 

 

1.(3)：達成 

 

 

図Ⅲ1-1 CO2 回収型高効率 IGCC システムの概念 
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目  標 研究開発成果 達成度 

2.基盤技術の開発 
 
本システムを実現するために
必要な基盤技術を開発する。 
(1) 実機規模ガス化炉数値

解 析 手 法 の 構 築 と 
O2/CO2 ガス化特性の評
価 

 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 炭素析出対策の構築 
 
 
 
 
 
 
(3) 小型炉ガス化試験により

3 炭種以上で反応促進
効果を確認 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 乾式ガス精製システム

の性能検証 

2.基盤技術の開発 
 
 
 
(1)実機規模ガス化炉数値解析手法の構築と O2/CO2 ガス
化特性の評価 
・ O2/CO2 ガス化反応モデルを組み込んだ実機規模ガス
化炉数値解析ツールを開発した。 
・空気吹き相当の O2 濃度条件で 2 室 2 段炉を解析し、
CO2 投入時の適正運転条件を明らかとした。 
・酸素吹き相当の O2 濃度条件で 2 室 2 段炉の解析を行
い、運転条件(酸素比、燃料投入比 R/T)の影響を明らかと
した。 
・炉形状の影響評価に向け、1 室 2 段炉の解析ツールを開
発した。 
 
(2)高 CO 条件における炭素析出対策の構築 
・本システムでは、生成ガス中の CO 濃度が高く、脱硫剤
等への炭素析出が懸念されるため、その対策を開発した。
GT 循環排ガスの一部を乾式ガス精製設備の上流に添加
すれば炭素析出が抑制できること、送電端効率の低下も
0.2%未満と小さいことなどを明らかとした。 
 
(3)小型ガス化炉による CO2 富化試験法の開発と炭種によ
るガス化特性の評価 
・小型炉で燃料比 0.93～2.26 と幅広い性状の瀝青炭およ
び亜瀝青炭 7 炭種について CO2 富化ガス化試験を行い、
CO2 富化ガス化運転が可能であることを示すとともに、石
炭灰の溶流点が 1400℃未満の 5 炭種全てが、CO2 富化
によりガス化が促進されチャー生成率が低減できることを
明らかとし、3 炭種以上で高効率運転が可能となる目処を
得た(溶流点 1400℃以上の石炭については、小型炉に固
有の制約から十分な実験条件を設定できなかったが、当
該制約に縛られないベンチ炉や実機ではガス化促進効果
が期待できるものと推察される)。 
 
(4)ガス化ガスによる脱硫剤評価法の開発と設計データの
取得 
・既設の小型ガス化炉で製造したガス化ガスを、実機に用
いるハニカム形状の亜鉛フェライト脱硫剤反応器に抽気し
て、実機で用いられるガス流速相当の条件において、性能
を評価する装置を設計・設置した。本装置を活用して、脱
硫剤の硫黄化合物除去特性を測定して、実機相当条件で
の性能を評価する手法を開発した。これにより、次フェイズ
で製作を計画している乾式ガス精製システムの脱硫装置
の基本設計データを効率的に取得できるようになった。 

 

 

 

 

2.(1)：達成： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.(2)：達成 

 

 

 

 

 

2.(3)：達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.(4)：達成 
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目  標 研究開発成果 達成度 

3.全体システム成立性の検討 
 
本システム全体としての成立性
を示す。 

3.全体システム成立性の検討 
(1)プラントメーカ FS による課題抽出とシステム改良 
・プラントメーカの協力を得て、商用化をにらんだ開発シ
ステムの課題を抽出し、機器構成の見直しなどにより実
現性の高いシステムを構築した。 
 
(2)空気分離装置メーカ FS による ASU のカスタマイズ 
・空気分離装置メーカの協力を得て、本システムにカスタ
マイズした空気分離装置を試設計し、酸素製造原単位を
低減するとともに、効率試算やレイアウト検討のための
データを得た。 
 
(3)再生熱交換器メーカ FS による本システム用の再生熱
交換器試設計 
・再生熱交換器メーカの協力を得て、本システムの設備
条件にあわせた再生熱交換器を試設計し、実現性を確
認するとともに、効率試算やレイアウト検討のためのデー
タを得た。 
 
(4) プラントレイアウトの検討 
・ 各 メ ー カ に よ る 試 設 計 デ ー タ か ら 、 既 計 画 Pre-
Combustion Capture ユニットと同等以下の規模におさま
ることを確認した。 
 
(5) 送電端効率の確認 
・上述した実現性向上策を適用したシステムを対象に発
電効率を算出し、性状の異なる 3 炭種で目標の送電端
効率 42%(HHV)を達成することを確認した。 
 
 (6)発電コストの検討 
・コスト等検証委員会の試算法を用いて本システムの発
電コストを評価し、既検討の Pre-Combustion Capture 
ユニットに対して優位性が保てる建設費ターゲットを明ら
かとした。 

 

3.(1)：達成 

 

 

 

 

3.(2)：達成 

 

 

 

 

3.(3)：達成 

 

 

 

 

 

 

3.(4)：達成 

 

 

 

3.(5)：達成 

 

 

 

 

3.(6)：達成 
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目  標 研究開発成果 達成度 

4.次フェイズの検討 
 
試験基本計画の策定、試験設備
の試設計など、次フェイズに関連
する事前検討を行う。 

4.次フェイズの検討 
(1)試験基本計画策定および試験設備試設計 
・プラントメーカとの意見交換を通じて商用化までのロード
マップと各フェイズのマイルストーンを明確化した。 
・次フェイズで必要となる設備を試設計し、既設 50TPD ガス
化炉の改造により、効率的かつ低コストで所期の計画が達
成可能であることを示すとともに、試験計画を策定した。 
・実機 FS の抽出課題として次フェイズで実施予定のセミク
ローズド GT 燃焼器試験に備え、次フェイズの基礎試験装置
を試設計するとともに、単一バーナ基礎燃焼試験により、今
後の検討のベースデータを取得した。 
・商用化のために必要となる硫黄以外の不純物対策につい
て、GT 前で除去すべき不純物、燃焼前に除去する方が容易
なもの、燃焼後に除去する方が容易なものなどに分類できる
と考え、情報を収集した。これまでの検討の結果、種々の不
純物の中でハロゲン類は脱硫剤を劣化させる可能性がある
と考えられるため、少なくともハロゲン類は、乾式脱硫の上
流で除去する必要があることなどを明らかとした。 

 

4.(1)：達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.本技術の普及に向けた検討 
 
本システムの商用化を促進するた
めの基盤技術を開発する。 

5.本技術の普及に向けた検討 
(1)炭種適合性評価のための基盤技術開発 
・O2/CO2 吹きガス化反応挙動を表現する反応モデルを構築
して数値解析ツールに導入した。 
・ O2/CO2 ガス化時のスート生成挙動の実験的検討や芳香
族混合物の分解・改質試験を通じて、開発した初期熱分解
モデルと詳細反応モデルを用いてスート生成挙動を解明し
た。 
・石炭ガス化炉への炭種適合性を評価する上で重要な指標
とされるスラグ排出性を評価する技術の構築に向け、様々な
角度から基礎データを収集し、炭種による違い、スラグ排出
現象そのものの類型化などをを通じ、高温溶融スラグ粘度を
モデル化する為の基盤技術を開発した。 
 
(2)適合炭種拡大のための基盤技術開発 
・適合炭種の拡大に向け、触媒を使用することなく、褐炭の
ガス化速度を促進する改質方法として、溶剤改質法を提案
し、反応速度の比較によりその有効性を確認した。 

 

5(1)：達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.(2)：達成 
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２．各研究開発項目の成果 
２．１ 基本コンセプトの確認 
２．１．１ 本システムの特徴の確認 

IGCC は微粉炭ボイラに比べ高効率である、DOE/NETL の文献などは、Pre-Combustion プラントの送

電端効率は、Post-Combustion プラントよりは高いとしているが、CO2 回収後の効率は 30%前後に留まって

おり、IGCC の特徴である高い効率が十分維持できているとはいえない。それに対し、本システムでは、送電

端効率 42%(HHV)が達成できる見込みである(図Ⅲ-2-1)。まずは、本システム(Oxy-fuel IGCC)の高効率の

理由について整理した。 
図Ⅲ-2-2 は、Shell ガス化炉と 1300℃

級 GT を組み合わせた DOE/NETL 文献

の検討結果と、本委託で実施した MHI 炉

1500℃級 GT の Pre-combustion プラン

トを本システムとを比較したものである。 
従来の Pre-combustion プラントでは、

CO2 回収のために発電用の蒸気を抽気し

てシフト反応器などに使うため、発電端出

力が低下する。これに対し、本システムで

は、逆に発電端出力が増加している。所内

率は GT 用 ASU 動力の増加などによりや

や増えているものの、発電端出力の増加が

仕上がりの高い送電端出力につながって

いるといえる。厳密にはさまざま理由が複雑

に絡み合っているが、本システムの大きな

特徴の一つとしては、この高い発電端出力

をあげることができる。 
本システムの発電端効率が高い理由も

複数あるが、その一つにセミクローズド GT
システムの採用があるものと考えられる。 

図Ⅲ-2-2 に排熱に関する試算結果を示す。 

 
これは精製出口の燃料ガス条件(温度、流量、ガス組成)を一定とし、燃焼器出口条件(出口温度 1300℃な

ど)、HRSG の出入口温度も一定とした簡易的な試算である。燃料ガス流量は一定でも、両プラントが系外から

取り込むガス量には大きな差がある。従来プラントは燃焼用空気約 3000t/h を取り込むが、セミクローズド GT
システムを採用した本プラントは、CO2 を主成分とする大量の GT 排ガスを循環して GT の希釈剤、冷却剤に

用いるほか、空気分離装置からの純酸素で GT 燃焼用空気を代替するため、余分な窒素も取り込まない。 
従って、本プラントが系外から取り込むガスは純酸素 180t/h と従来プラントの 1 割未満であり、HRSG 出口

 
(1)従来の Pre-combustion システム          (2)本システム(セミクローズド GT システム) 

図Ⅲ-2-2 排熱に関する簡易試算 

Q 3223t/h 

(1)系外から 2969t/h 

1500℃級GT1300℃級GT

Pre-combustionシステムは
蒸気抽気等で発電端効率が低下

シフト反応器等への
蒸気抽気による

発電端効率
の低下はない

発 送 発 送 発 送 発 送 発 送

 
図Ⅲ-2-1 発電効率の比較 
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温度が一定であれば、排ガスが系外に持ち出す排熱は 1/6 となる。この他に、HRSG を通過するガス流量が

増えるため収熱量が上がること、再生熱交換器の採用により、モル比熱の高い CO2主体の排ガスのデメリット*
が解消されること等も考えられる(＊：プロセスガス中の CO2濃度が高いため、排ガス温度が下がらず燃焼器出

口ガス温度が高いこと、および燃焼用ガスの温度が上がらずコンプレッサ出口(燃焼器入口)ガス温度が低いこ

とが課題と考えられたが、再生熱交の導入で高性能ガス－ガス熱交換が可能となり、GT 出口排ガスの熱でコ

ンプレッサ出口ガス温度を引き上げることができる)。 
本システムの高い発電効率は、後述するように、燃料費の節減という形で発電コスト低減に寄与できるが、

CO2回収動力という点でもメリットがある(図Ⅲ-2-3)。 
図Ⅲ-2-2 で比較した 3 システムについて、投入熱量を一定として、CO2回収のない IGCC の送電端出力と

CO2 回収後の送電端出力の差を CO2 回収によって失われたエネルギーと考えて試算したところ、2030 年度

半ばに導入が想定される 1700℃級 GT を利用した Pre-combustion の IGCC システムと比べても、本シス

テムの優位性が際立っていることが確認された。これは、CO2 回収に伴う送電端効率の低下が小さいことに加

え、Pre-combustion システムの CO2 回収率が 90%程度であるのに対し、本システムではほぼ全量の CO2

が回収できることも一因となっている。 
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図Ⅲ-2-3 CO2 回収エネルギーの比較 
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２．１．２ 小型ガス化炉を用いた反応促進効果の確認 
電中研の既設 3 トン/日石炭ガス化研究炉(小型ガス化炉)に CO2供給設備を追設し、CO2富化の影響を確

認する試験を行った(図Ⅲ-2-4)。 
この小型ガス化炉は、酸素富化空気吹きの設計だが、石炭搬送ガス(空気または N2)の一部を CO2 に置き

換えることなどにより CO2 を富化し、炉内サンプリングなどによりガス化性能への影響を評価する手法を開発し

た(CO2富化試験､表Ⅲ-2-1、図Ⅲ-2-5)。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
(1) 石炭ガス化研究炉の概要 

(加圧噴流床、2 室 2 段ガス化炉、運転圧力 2MPa) 
 液化 CO2貯槽 

加圧蒸発器 

 液化 CO2貯槽 

加圧蒸発器 

 

空温式蒸発器 

 

空温式蒸発器 

 
(2)追設した CO2 供給設備(CE) 

図Ⅲ-2-4 小型ガス化炉の概要 
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まず、CO2富化により、同一酸素比においてチャー生成率が 3～5%減少することを示し、ガス反応が促進さ

れることを確認した(図Ⅲ-2-6)。 
また、小型ガス化炉独自の炉内サンプリング機能を活用して、ガス化炉内の CO 濃度分布を評価した。その

結果、CO2 富化時には、リダクタバーナから 1m の後流でも CO 濃度が上昇を続けていることがわかった。こ

れは、CO2 富化により炉内の反応領域が拡大したものと考えられ、CO2 がガス化剤として有効に作用すること

がガス化試験で実証されたといえる(図Ⅲ-2-7)。 

表Ⅲ-2-1 CO2 富化試験の試験条件(例) 

                       
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      

(1) 小型ガス化炉の構造とサンプリング位置 

 

   

(2)  炉内サンプリングプローブ外観 

図Ⅲ-2-5 小型ガス化炉の機能 
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  図Ⅲ-2-6 CO2 富化によるガス化反応促進効果     図Ⅲ-2-7 炉内 CO 濃度分布 
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２．１．３ 基礎試験による反応促進効果の確認 
群馬大学では、熱天秤(TG)を用いた基礎試験により、性状の異なる 4 炭種のチャーのガス化特性を異なる

雰囲気ガス組成において評価し、O2/CO2 ガス化場では O2/N2 ガス化場よりも反応が促進される可能性がある

ことを示した(図Ⅲ-2-8)。これは、10%-O2/N2 雰囲気での炭素転換率と 10%-CO2/N2 雰囲気での炭素転換率

を比較したもので、その結果、O2/CO2 ガス化場のガス化速度定数は O2/N2 ガス化場の 1.4～2.6 倍と大きく

なることを明らかとした。前項の小型ガス化炉では設備制約から全ての N2 を CO2 に置換できなかったが、本

試験により、完全な O2/CO2雰囲気における反応促進効果を確認することができた。 
 

石英反応管アルミナセル

熱電対

O2 10ml + N2 90ml 
or

O2 10ml + CO2 90ml

Fig. TG(ULVAC社 HPC-9300)
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O2とCO2のシナジー効果

 
(1)試験装置概要                          (2)Ａ炭チャーの試験結果 

 

10%O2/N2

10%O2 /CO2

【試料】D炭サイクロンチャー、約5mg
【反応温度】500℃
【ガス流量】O2:10ml/min + CO2:90ml/min (10%O2/CO2)

O2:10ml/min + N2:90ml/min (10%O2/N2)

O2とCO2のシナジー効果

約5mg

    

A炭
チャー

B炭
チャー

C炭
チャー

D炭
チャー

ガス化
速度定数

×10-1 

(min-1 )

10%O2

/N2
3.89 0.24 0.093 0.31

10%O2

/CO2
6.65 0.35 0.245 0.58

比率 1.71 1.46 2.63 1.87
 

(3)D 炭チャーの試験結果                (4)C 炭チャーの試験結果 

図Ⅲ-2-8 熱天秤による O2/CO2 ガス化場での反応性検討 
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２．２ 基盤技術の開発 
２．２．１ 実機規模ガス化炉数値解析手法の構築と O2/CO2ガス化特性の評価 

(1) CO2投入時の適正運転条件検討 
電中研は、酸素富化空気吹きガス化炉を対象とした炉内熱流動解析ツールを開発しており、小型炉の酸素

富化空気吹きデータと比較し、ガス組成や炉内温度分布などの基本的データがある程度再現できることを示し

ている（電中研報告 W03027）。また、本ツールを実機規模ガス化炉用に改造した実績もある。当該ツールは、

大規模並列計算の導入により実機規模大型炉の解析を可能としたもので、非構造格子に対応するため複雑

な炉形状にも対応できる。 
本プロジェクトでは、このツールをベースとして、後述する O2/CO2 吹き対応チャーガス化反応モデル(2.5.1

参照)を組み込むことにより、実機規模 O2/CO2 ガス化炉の炉内流動解析ツールを開発した。当該ツールにつ

いても、小型炉で実施した CO2 富化試験のデータと比較し、ガス組成や炉内温度分布をある程度の精度で

再現できることを確認している（電中研報告 M11017）。 
次に当該コードを実機規模ガス化炉用に改造し、酸素富化空気吹きガス化相当の条件(O2 25%、N2 75%)

で解析を行った。 
当初、本システムでは、投入ガス中の CO2 濃度が増加すると、N2 と CO2 のモル比熱の違いから炉内温度

が大きく低下するのではないかと懸念されたが、CO2 循環量の調整によりガス化炉内の温度分布が調整でき

ることが確認できた。本システムでは反応に必要な酸素は純酸素として一定量を投入するため、CO2 循環量の

調整により、投入ガス中の O2 濃度を調整し、安定運転可能な炉内温度を維持することが可能である。空気吹

き相当の O2/CO2比=1/3 で O2/CO2ガス化炉を運転すると、炉内温度が大幅に低下する(図Ⅲ-2-9 Case2)が、

O2/CO2比を 1/1.85 まで変化させると(投入ガス中 O2濃度 35%)、良好なスラグ排出が期待できる温度分布が

実現できることが示された(図Ⅲ-2-9 Case3)。 

 

 
 

図Ⅲ-2-9 実機規模ガス化炉解析ツールによる検討結果 

（酸素富化空気吹き相当の O2 濃度条件） 
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また、2 室 2 段ガス化炉の主要運転条件である R/T(リダクタ投入石炭の全投入石炭に対する比率)をパラメー

タとした解析を行い、O2/CO2ガス化条件でも、従来酸素富化空気吹き条件と同様に R/T を増加させる方が炉

内炭素転換率の向上につながることを示した。また、同一の R/T 条件で比較した場合、O2/CO2ガス化の方が

炉内炭素転換率が向上することも明らかとなった(図Ⅲ-2-10)。 

 
(2) 酸素吹き相当の O2濃度条件における実機規模ガス化炉内流動状況の解析 

国際会議における技術開発動向調査において、三菱重工業(株)が空気吹きと同形状の 2 室 2 段炉で酸素

吹きガス化炉を運用しているとの情報が得られたため、酸素吹き相当の O2 濃度条件で実機規模ガス化炉の

解析を実施し、運転条件の影響などを検討し、酸素比、R/T などの運転条件がガス化反応に及ぼす影響を明

らかとした(図Ⅲ-2-11)。R/T が大きくなるとコンバスタ下部①などのガス温度が高くなること、R/T=0.1 まで低下

すると、リダクタ石炭によるケミカルクエンチ効果*が低下し、リダクタバーナ後流②のガス温度上昇が顕著とな

ることなどがわかった(ケミカルクエンチ効果：二室二段炉では、二段目の石炭がガス化される際、吸熱反応で

あるガス化反応により、炉内が冷却される。従来の酸素吹き炉では、炉内を冷却するクエンチガス投入が必要

な場合があったが、一般に二室二段炉ではそれが不要となる)。 
また、R/T をλ=0.37 というきわめて低い酸素比までコンバスタ底部の温度を高く保った運転が可能となるこ

とを明らかとした。本結果は、後述するプラント全体の送電端効率試算に活用した（やや安全側となる酸素比

λ＝0.38 での送電端効率を試算することとした）。 

 
 

図Ⅲ-2-10 実機規模ガス化炉解析ツールによる運転条件 R/T の影響検討 

（酸素富化空気吹き相当 O2 濃度条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （１）酸素比λの影響(R/T=0.3)             （２）運転条件 R/T の影響（λ＝0.37） 

図Ⅲ-2-11 実機規模ガス化炉解析ツールによる運転条件の影響検討 

（酸素吹き相当 O2 濃度条件） 
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(3) 1室 2段炉解析ツールの構築 

O2/CO2 ガス化による反応促進は、炉形状にかかわら

ず有効と考えられる。将来の商用化を見据えた場合、特

定形状のガス化炉(2 室 2 段炉)だけでなく、異なる形状

のガス化炉(例えば 1 室 2 段炉)にも適用できる技術であ

ることを確認しておくことで、商用展開の方向性が拡大で

きる可能性がある。 
こうした視点から、中間評価における議論の中で「特定

炉形式にしばられず異なる炉形式の炉における効果も

確認するように」との指摘を受けた。 
様々な炉形式の中から、高い送電端効率が達成可能

な日本のガス化技術、1 室 2 段炉を想定した実機規模

ガス化炉解析ツールを構築し、炉内温度分布データが

取得できるまでに至った(図Ⅲ-2-12)。 
解析に際しては、あらかじめ炉形状の影響(スロート径

比)を検討した上で解析対象形状を選定し、想定炉形状

を対象に解析を行ったものの、電中研は実機 1 室 2 段炉の詳細形状データを持たないため、これ以上の詳

細検討は控え、2 室 2 段炉の解析を優先した。しかし、現フェイズで実機規模 1 室 2 段炉解析ツールを構築

できたことは、今後、本システムの商用化、普及拡大を考える上で大きな一歩といえる。 
 

 
図Ⅲ-2-12 高 O2 濃度 1 室 2 段炉の解析 
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２．２．２ 高 CO条件における炭素析出対策の構築 
本システムでは石炭ガス化ガス中の CO 濃度が 60%以上と高くなるため、乾式ガス精製の脱硫剤の活性

物質表面への炭素析出が懸念される。炭素析出により脱硫剤の性能が低下するだけでなく、析出した炭素で

脱硫剤が膨張し崩壊するおそれもあり、本システムの実現には炭素析出対策が不可欠である。 
既往の研究成果から、炭素析出の主な要因は Boudouard 反応(式 1)であり、これに水性ガスシフト反応

(式 2)の影響を考慮する必要があることが明らかとされている。 
 
 2CO   → CO2+C  (式 1) 
 CO+H2O  → CO2+H2 (式 2) 
 
式 1 から、炭素析出を抑制する一つの方策として、CO2 を添加することで、Boudouard 反応を抑制する方

法が考えられる。また、式 2 から、H2O を添加し CO2の増加と CO の減少を通じて Boudouard 反応を抑制

する方法も考えられる。さらに、GT から循環される燃焼排ガスが CO2と H2O の混合ガスであることに注目し、

この燃焼排ガスを添加することで Boudouard 反応を抑制する方法も考えられる。 
以上の 3 つの方法について、高 CO 濃度条件脱硫剤評価装置を用いて模擬ガスによる炭素析出抑制効

果を評価し、それぞれの脱硫剤性能への影響を確認した。 
その結果、CO2、水蒸気、または燃焼排ガスのいずれかの添加ガスを乾式ガス精製設備の上流に投入する

ことで炭素析出を抑制できることを見出し

た(図Ⅲ-2-13)。 
また、上記添加ガスの脱硫剤性能への

影響や、発電システム内での各ガスを供給

する際の温度、圧力(図Ⅲ-2-14)を考慮し

て算出した所要動力から、各添加ガスの得

失を整理し、燃焼排ガスが脱硫性能への

影響も小さく、炭素析出抑制対策に伴う送

電端効率の低下が極めて少ないことを明

らかにした(表Ⅲ-2-2)。 
また、燃焼排ガスを添加した際に析出を

抑制できる条件を確認した(図Ⅲ-2-15)。 
こうした検討により、商用化に不可欠な

炭素析出対策の基盤技術が確立されたた

め、次フェイズでは

O2/CO2 ガス化ガス

を用いた実条件に

おける検証試験を

計画している。 
なお、本検討で

想定した入口ガス条

件は、実機規模ガス

化炉数値解析の結

果(2.2.1 参照)を反

映しており、炭素析

出対策による効率

低下については、プ

ラント効率計算の結

果(2.3.5)を反映して

いる。 

 

 
図Ⅲ-2-13 ガス添加による炭素析出抑制効果の検討 

(添加ガス割合＝添加ガス量÷生成ガス量) 

 
 

 
図Ⅲ-2-14 添加ガスの想定抽気位置 
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２．２．３ 小型ガス化炉による CO2富化試験法の開発と炭種によるガス化特性の評価 

小型ガス化炉に CO2供給設備や CO2予熱装置などを追設し、幅広い性状の瀝青炭および亜瀝青炭 7 炭

種について CO2 富化ガス化試験を行った (表Ⅲ -2-3、燃料比 0.9~2.2、発熱量 22~30kJ/kg、水分

3.9~18.2%、窒素分 0.3~2.5%、全硫黄 0.2~0.6%)。小型ガス化炉は、O2 濃度に上限(約 28%)があり、モル

比熱の大きい CO2の富化により炉内温度が低下するため、灰溶流点が 1400℃以上の高灰融点炭 2 炭種で

は運転条件が制約されたものの、全ての炭種で CO2 富化運転が可能であった。酸素吹き相当の高 O2 濃度

運転が想定されるベンチ炉および実機では、O2/CO2 条件により炉内温度調整がむしろ容易になる可能性が

ある。 
 

表Ⅲ-2-2 炭素析出対策の得失比較 

 
 

 

 

 
図Ⅲ-2-15 燃焼排ガス添加時の非析出領域の確認 

表Ⅲ-2-3 小形ガス化炉試験に供試した炭種の主な性状 
RT炭 AD炭 SK炭 CV炭 DD炭 MN炭 KN炭

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 中国 カナダ 中国 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ロシア
発熱量(kJ/kg,気乾) 22.5 24.5 25.4 26.4 28.8 29.4 30.3
固有水分(%,気乾) 18.2 14.6 5.3 6.2 3.9 4.7 4.1

灰分(%,無水) 4.0 3.7 18.4 11.0 11.2 8.4 7.4
燃料比(-,無水) 0.93 0.98 1.70 1.42 2.26 1.25 1.35
N分（%、無水） 1.04 0.99 0.86 1.07 0.27 1.85 2.46

全硫黄（%、無水） 0.13 0.16 0.28 0.27 0.61 0.22 0.32
灰溶流点(℃、還元) 1240 1240 1400 1380 1470 1330 1310

炭種
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また、炭種毎にコンバスタ温度を一定として CO2 富化時のガス化特性を評価する手法を開発し、当該手法

により、灰溶流点が 1400℃未満の 5 炭種については、CO2富化によるガス化反応促進効果があることを確認

し、本システムにおける高効率運転が可能となる見通しを得た(図Ⅲ-2-16)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２．４ ガス化ガスによる脱硫剤評価法の開発と設計データの取得 

既設の小型ガス化炉で製造したガス化ガスを、実機に用いるハニカム形状の亜鉛フェライト脱硫剤反応器

に抽気して、実機で用いられるガス流速相当の条件において、性能を評価する装置を設計・設置した。本装置

を活用して、脱硫剤の硫黄化合物除去特性(図Ⅲ-2-17)を測定して、実機相当条件での性能を評価する手法

を開発した。これにより、次フェイズで製作を計画している乾式ガス精製システムの脱硫装置の基本設計デー

タを効率的に取得できるようになった。 

図Ⅲ-2-17 ガス化ガスを用いた脱硫剤の性能試験 

 

 

 
(1) チャー生成率の比較           (2) 炉内炭素転換率の比較 

図Ⅲ-2-16 小型ガス化炉による CO2 富化試験結果 

(コンバスタ温度は炭種によって異なる) 
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図Ⅲ-2-17 における無次元化時間とは、脱硫剤の硫黄吸収容量を 100%使い切るのに必要な硫黄化合物

が、脱硫剤入口に供給されるまでにかかる時間を 1.0 になる様に規格化して表示したものである。試験毎に多

少相違が出る脱硫剤の充填量や硫黄化合物濃度の影響を受けずに、脱硫剤の重要な性能指標である、硫黄

吸収容量ならびに破過時間（出口に硫黄化合物が検出される時間）を相互に比較できる。。 
本試験では、ハニカム脱硫剤に大流量の石炭ガスを流通させることで、硫黄化合物の除去性能を把握でき

た。図に示したように、入口の硫黄化合物濃度が数百 ppm という高い値で変動していたにも関わらず、出口

側では一定以下の硫黄化合物濃度を維持できており、硫化率 60%（硫黄吸収容量の 60%が満たされた状

態）まで出口硫黄化合物濃度の顕著な増大は見られなかった。このことは、ハニカム脱硫剤内で硫黄化合物

を除去する反応速度が十分高いことを示している。 
本試験のデータ取得は 14 時間で完了した。石炭ガスの流量が低い場合は数日から数週間かかると推算

されるのと比べ短時間でデータ取得ができることも石炭ガス化研究炉生成ガス供給設備によって供給できるガ

ス化ガスを用いた試験の利点である。 
 

２．３ 全体システム成立性の検討 
２．３．１ プラントメーカ FS による課題抽出とシステム改良 
本システムは、O2/CO2ガス化 IGCC とセミクローズド型 GT という従来にない技術を組み合わせた新しいコ

ンセプトのシステムとなるため、プラントメーカの協力を得て、実機システム全体に関するフィージビリティ・スタ

ディ(FS)を行い、主要構成機器の技術開発状況を整理(表Ⅲ-2-4)するとともに、提案システムの課題を抽出し

た(図Ⅲ-2-18)。 
プラントの試

設計を行い、各

設備の仕様を確

認するとともに、

起動停止を含む

運転手順も作成

し、システムと

しての課題を網

羅的に抽出した。 
その結果、①

石炭粉砕・乾燥

用動力の考慮、

②HRSG におけ

る GT 排ガス酸

露点の考慮、③

再生熱交換器と

HRSG の組合せ

変更などの課題

が抽出された。これらを反映しシステムの成立性向上を図ると共に効率計算に反映した。 

表Ⅲ-2-4 主要構成機器の技術開発状況 

基本システムに対し、追加検討が必要な項目
①石炭粉砕･乾燥用熱源
②GT排ガスの酸露点（約85～110℃）の考慮
③再生熱交換器とHRSGの組合わせ／配置

機器 開発状況 備 考

O2-CO2吹きガス化炉 PDU（3トン/日ガス化炉） 酸素吹きガス化炉は実証・商用段階

Syngas利用石炭粉砕･乾燥 商用段階 環境対策設備の検討

乾式脱硫 基礎研究段階（Zn-Fe系） Fe系は20トン/日の実績有り

GT 机上検討 燃焼方式、循環ガス量、残存O2の検討

再生熱交換器 小型実証段階 大型化、HRSGとの組合わせ/配置の検討

ST 商用段階 主蒸気温度/再熱蒸気温度の検討

HRSG 商用段階 酸露点の管理、構成の検討

給水加熱器(酸露点対策) テフロンコーティング伝熱管等 調査･検討が必要

排ガス水洗塔 商用段階 所要冷却水量の検討

CO2圧縮機 商用段階

空気分離設備（ASU） 商用段階 所要動力、信頼度の検討

：設備簡素化、低コスト化、効率向上
の観点から、特に重要

：研究開発課題
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FS ではこの他に、空気分離装置や再生熱交換器について、専門メーカによる詳細な FS が必要であること

が指摘された。 
また、GT 燃焼器については、石炭ガス化ガスの特性から酸素直接燃焼方式を選定した。さらにその中で

NOx 抑制、燃焼障害（逆火、振動燃焼）、運用性向上(部分負荷、燃料性状）の観点から拡散燃焼方式が望

ましいことを示した。1300℃級 GT の場合は、燃焼器への循環ガスの適正配分(燃焼領域への循環ガス、希

釈循環ガス、内筒及び尾筒の冷却循環ガスに配分して利用)により、内筒及び尾筒壁面温度を許容メタル温

度以下に抑えることが可能だが、1500℃級 GT の場合は技術開発が必要で、本システムへの適用を考えると

1500℃を超える高温型の GT 開発は難しいことなどもわかった。なお、燃焼器については、WENET など従

来のセミクローズド GT 開発では CO2 を希釈剤に想定した実験が行われていないため、次フェイズで必要な

データを取得する計画である。 

 
図Ⅲ-2-18 プラントメーカ FS による主な抽出課題 
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２．３．２ 空気分離装置メーカ FSによる ASU のカスタマイズ検討 
本システムでは、従来の酸素吹き IGCC と同様にガス化用酸素を ASU で製造するが、それに加え、GT

燃焼用の酸素も必要となり、ASU の所要動力が著しく大きくなる。前項のプラントメーカ FS 結果から、ASU
に関する詳細検討が必要と判断し、専門メーカの協力を得て、本システムにカスタマイズした低原単位型

ASU を試設計した(図Ⅲ-2-19)。 
具体的には、本システムの「窒素を系内に入れず廃棄する」という特徴に注目した。従来の IGCC では、空

気分離過程で発生する大量の高圧窒素を GT に投入し、冷却や希釈に活用するとともにその動力を回収して

いた。これに対しカスタマイズ ASU は、空気分離系統全体の圧力を下げ、動力の大半を消費する原料空気

圧縮機の動力低減を図った。ただ、本システムでも中圧の窒素は副産するため、これは動力回収や系内の乾

燥に用いている。これに加え、三塔式精留塔の採用により精留条件を改善すること等により、従来の文献では

0.4 kWh/kg-O2程度とされていた酸素製造動力原単位を 0.277kWh/kg-O2まで低減できることを示した。 
今回のカスタマイズ ASU は、高圧 N2を大量に使用する従来の Pre-Combustion 型 IGCC には適してお

らず、本システムにおいてのみ、そのメリットを享受することができる。 
また、今回のカスタマイズ ASU は、蒸気を抽気して酸素製造動力原単位を最適化しているため、プラント全

体の送電端効率については不利な条件となっている。そこで、後述するプラント送電端効率の検討に向け、

ASU の酸素製造原単位は若干犠牲にしてもプラント送電端効率を最適化できる改良型カスタマイズ ASU 
(抽気蒸気ではなく電気式ヒータを用いる、酸素製造原単位 0.322kWh/kg-O2)を構築した。プラント送電端効

率はこの改良型 ASU をベースとして算出した。 
試設計の過程で機器配置の概要も検討し、プラントレイアウトへ反映した(図Ⅲ-2-19(4))。プラントメーカによ

る試算では、既存 Pre-Combustion プラントの ASU が全敷地面積の約 3.5%であるのに対し、GT 用の

ASU を別置きすると全敷地面積の 7.8%になると懸念されたが、今回の試算で全敷地面積比 4.8%で対応で

きる見通しが得られ、全敷地面積には大きな影響がないことが確認された(従来 ASU 142m×56m に対し、

カスタマイズ ASU は 145m×75m)。 
 

 
 

ASUの所用動力配分(DOE文献の例)

高圧型
ASU

原料空気
圧縮機

O2圧縮機

N2圧縮機

空気

高圧O2

高圧N2

27%

24%

1%48%

1.3MPa

本研究でカスタマイズしたASUのコンセプト

低圧型
ASU

原料空気
圧縮機

O2圧縮機

空気

高圧O2

N2放風

低圧型の採用で
動力大幅低減

N2圧縮機不要

0.4MPa

 
 

(1)従来 ASU のコンセプト  (2)カスタマイズ ASU のコンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)カスタマイズ ASU の概略フロー(酸素圧縮機は省略)        (4) カスタマイズ ASU のレイアウト 

図Ⅲ-2-19 本システムにカスタマイズした空気分離装置(ASU)の試設計 
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２．３．３ 再生熱交換器メーカ FSによる本システム用の再生熱交換器試設計 

本システムは、モル比熱の大きい CO2 を主体とする循環排ガスを作動流体とするため、燃焼器出口ガス温

度が下がらず、燃焼器入口温度(コンプレッサ出口温度)が上がらないという傾向がある。そこで、高性能ガス-
ガス熱交換器である再生熱交換器を採用することで、燃焼器出口ガスにより燃焼器入口ガスを予熱するにより、

プラントの送電端効率向上が期待される。 
再生熱交換器は、プレートフィン型の高性能ガス-ガス熱交換器で、従来のシェル&チューブ式熱交と比べ

体積比 1／20 のコンパクト化ができるなどの特徴があり、温度／圧力条件により、ステンレス製の高温製品か

らアルミ製の極低温製品まで幅広い分野で商用化されている(図Ⅲ-2-20)。また、大容量化にあたっては、複

数のプレートを組み合わせてコアを構築し、さらにそのコアを複数組合せてブロックとした上で、複数のブロック

を集積することで対応している。 
本システムで採用する再生熱交換器は、既存製品と比べ極めて容量が大きく、既存製品を単純に複数台並

列するだけでは、かなりのスペースを要すると懸念されたため、再生熱交換器メーカの協力を得て、本システム

の温度/圧力を考慮した成立性を検討し、プラントレイアウトのベースとなる試設計を行った。 
その結果、温度/圧力条件については既存技術で対応できることが確認され、現行部品(横幅 600mm)を大

型化(横幅 1000mm)した上で、機器レイアウトを工夫すれば、幅 9m、長さ 19m、高さ 34m 程度のコンパクト

なサイズに仕上げることが出来る可能性が示された(図Ⅲ-2-21)。 
 

 
 

図Ⅲ-2-21 試設計した 

再生熱交換器の概形図 

 
(1) 再生熱交換器のコンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 再生熱交換器の特徴 

図Ⅲ-2-20 再生熱交換器の概要と特徴 

(メーカカタログより) 
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２．３．４ プラントレイアウトの検討 
前述した種々の FS 成果を織り込んで、プラントレイアウトを検討し、従来の Pre-Combustion プラントと比

較した。 
レイアウトの詳細が公開された事例は少ないが、米国の Pre-Combustion プロジェクトである HECA 

(Hydrogen Energy California)を参考プラントとして、機器容量に応じた設備所要面積を概算し配置を検討

した。プラントメーカによる当初検討では、再生熱交換器や空気分離装置の所要面積が大きくなるとの懸念が

あったが、専門メーカによる空気分離装置および再生熱交換器の試設計結果も織り込んだ結果、本システム

の敷地面積は従来の Pre-Combustion プラントより同等以下となる見通しが得られた(図Ⅲ-2-22)。 
 
 

     
(1)従来の Pre-Combustion システム    (2)プラントメーカの検討による本システムの敷地面積 

 

 
(3)ASU、再生熱交換器メーカの試設計結果を反映した本システムの敷地面積 

図Ⅲ-2-22 プラント敷地面積の比較 
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２．３．５ 送電端効率の検討 
プラントメーカによる実機 FS 結果(GT 概略検

討結果を含む)を踏まえ、成立性を向上させた改

良システムの送電端効率を検討した。本システム

の商用化時期を 2030 年代半ばと想定し、それま

でに 1500℃級 GT や必要な高温耐熱技術が開

発 さ れ る と 想 定 し 、 電 中 研 が 開 発 し た

EnergyWinTM を用いて性状の異なる 3 炭種（燃

料比 1.3~2.3）を供試した際の送電端効率を計算

した結果、43.6～43.8%HHV となり、プロジェクト目

標である CO2 回収後（全量回収後）の送電端効

率 42%を達成できる目処が得られた(表Ⅲ-2-5)。 
なお、送電端効率計算にあたっては、実機規模ガス化炉数値解析結果を基に酸素比を設定した

(2.2.1 参照) 
様々なロードマップを参照すると、CO2 回

収のない IGCC において 1500℃級 GT が

2020 年頃に、1700℃級 GT が 2030 年頃

に商用導入されると想定される。これから数

年遅れて Pre-combustion 型の IGCC が商

用化されると考えると、2020 年代半ばに

1500 ℃級の Pre-combustion 型機が、

2030 年 代 半 ば に 1700 ℃ 級 の Pre-
combustion 型機が商用化されるものとみら

れる。しかし、Pre-combustion 型 IGCC は

CO2 回収部分が湿式ガス処理となるため、仮

に乾式ガス精製を組み合わせても GT 入口

まで精製ガスを高温に保つことは難しいため、

その後の技術開発により CO2 回収ペナル

ティが低減されたとしても、1700℃級 GT を

採用した Pre-combustion 型 IGCC の送電

端効率は 40%程度に留まると考えられ、本

技術は効率面で優位性があると言える(図Ⅲ-2-23)。 
また、海外でも米 DOE/NETL によると、2020 年台後半の商用化を目指している第二世代 CO2 回収火力

の想定効率は、 ”Advanced Post-combustion 型 ”が約 36%、 ”Advanced Oxy-fuel Boiler”が約

39%、”Advanced Pre-Combustion 型”が約 39%といずれも 40%以下となっている。さらに、その先の第三

世代 CO2 回収型火力としては IGFC なども視野に検討しているようだが、開発時期は明確になっていないよ

うである。 
こうしたことから、開発時期が 2030 年代だとしても、本システムの優位性は国際的にも変わらないと考えら

れる。 
  

 
図Ⅲ-2-23 2030 年代の CO2 回収型 IGCC 送電端効率予想 

表Ⅲ-2-5 3 炭種の送電端効率比較 

DD炭 MN炭 MO炭
中国 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 豪州

発熱量(kJ/kg,気乾) 28.8 29.4 30.0
固有水分(%,気乾) 3.9 4.7 3.6

灰分(%,無水) 10.8 8.4 9.6
燃料比(-,無水) 2.26 1.25 1.86

酸素比(-) 0.38 0.38 0.38
送電端効率
(%、HHV)

43.8 43.6 43.6

炭種
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２．３．６ 発電コストの検討 
コスト等検証委員会の試算法に基づき、本システムの発電コストを試算した(図Ⅲ-2-24)。 

試算は、コスト等検証委員会の報告書とともに公開されたエクセルシートで行い、稼働年数や割引率等の

データは同委員会の調査結果を統一条件として設定した。 
ただし、燃料費や CO2価格については、最新情報を反映するため、World Energy Outlook 2013 のデー

タで更新するとともに、本システムの商用化時期である 2030 年代の CO2 回収型石炭火力を比較対象とする

  

1.9 
3.3 3.0 2.9 2.9 2.9 3.3 
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資本費 運転維持費 燃料費 CO2対策費

等

発
電

コ
ス

ト
（
円

/k
W

h）

CO2対策費等
燃料費
運転維持費
資本費

11.8 12.4 11.6 11.8 11.6 10.8 11.6 13.0

14.5

105.5円/$
（2014年1～11月平均）

【試算法について】

1I コスト等検証委員会が公開した 報告書のエクセルシートを用いて試算。

2) 上記報告書の「2030年モデル石炭火力」（効率48%）を「AUSC」、「IGCC*」と考えた。(＊：1700℃級GT、湿式ガス精製)
3) 出力は発電方式毎に統一、送電端効率とともに、ロードマップなどから、一般的と考えられる数値を設定。

4) 稼働年数等は上記報告書の設定値で試算。（燃料費とCO2価格はWorld Energy Outlook2013データに更新）

5) ①、⑧の所内率や建設費単価などは上記報告書、②～⑦、⑨については、DOE/NETL報告書などのデータを元に設定。

＊：⑥はOxy-fuel IGCCの「発電コストが⑤の発電コストと同額」となる建設費を見積もった結果で、建設費が⑤の1.15倍 未満なら発電コストが有利。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

1500℃級GT 1700℃級GT
建設費が⑤と

同額と仮定

建設費目標額

を試算＊

AUSC　70万kW NGCC　132万kW

CO2回収なし
Post-

combustion

Oxy-fuel

combustion
CO2回収なし

Post-

.combustion

Pre-combustion

IGCC　43万kW

Oxy-fuel　IGCC

 
図Ⅲ-2-24 発電コストの試算結果 
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図Ⅲ-2-25 為替レートの影響検討  
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ため、同報告書に記載の「2030 年モデル石炭火力」を「AUSC」および「1500℃級 GT の IGCC」と読み替え

て検討した。 
AUSC と NGCC(LNG 複合発電)の検討に際しては、コスト等検証委員会報告書に記載された 2030 年モ

デルの送電端出力(AUSC 700MW、NGCC 1320MW)を採用し、CO2 回収時も送電端出力が同一となるよ

うに条件を統一設定した。 
IGCC については、プラントメーカ FS での検討結果を踏まえ、送電端出力が 430MW で同一となるように

条件を統一設定した。 
また、コスト等検証委員会では、設備利用率を 80%に設定していたが、2012 年度の石炭火力全体のでの

実績にあわせて 75%とした。 
検討のベースとなる CO2 回収を行わない石炭火力の送電端効率は、種々のロードマップ等に記載の一般

的な値を設定した（AUSC：48%HHV、IGCC*：46%HHV、NGCC：57%HHV、＊：比較対象となる IGCC は Pre-
combustion 回収型となるため、湿式ガス精製と仮定し、効率が 46%程度と考えられる。これは、Pre-
combustion 回収システムは湿式法のため乾式ガス精製と組合せた場合でも燃焼器前で温度が低下し、乾式

ガス精製本来の効率向上効果が期待できないと考えられるためである）。 
コストを試算するために必要となる CO2 回収型火力の情報（所内率や建設コストなど）については、

DOE/NETL 資料を参照した。AUSC の Post-combustion 回収システム②および Oxy-fuel combustion シ

ステム③については DOE/NETL-2007/1291 の USC 関連の情報を基に、IGCC の Pre-combustion 回収

システム④、⑤については DOE/NETL-2010/1397 の Shell 炉 IGCC（当該報告書で取り上げた「スラリー吹

きでない唯一の IGCC」）関連の情報を元に試算した。 
Oxy-fuel IGCC については、2 つのケーススタディを行った。まず⑥は 1700℃級 GT を採用した Pre-

combustion 回収型 IGCC⑤と建設費が同一と仮定した場合であり、効率向上により発電コストが有利となる。

⑦は、建設費をパラメータとして発電コストを計算し、発電コストが⑤と同額になる建設費を求めたものである。

このパラメータ検討の結果、為替レートにもよるが、建設費が⑤の 1.13~1.16 倍未満であれば、Oxy-fuel 
IGCC が優位となることがわかった。これにより「1,700℃級 GT を採用した Pre-combustion 回収型 IGCC
の 1.13 倍程度」を建設費ターゲットと考えて開発すれば発電コストの優位性が保てることが明らかとなった。 

また、為替レートとの関係もパラメータ検討した。 
コスト等検証委員会報告書に記載の 2010 年年間平均 85.74 円/$から、2014 年の 1~11 月の平均

105.50 円/$*、同年 10 月の月平均 108.99 円/$、同じく 11 月の月平均 117.21 円/$までを変化させた図が

図Ⅲ-2-25 である（＊：為替レートとしては、三菱東京 UFJ 銀行の TTS レートを採用した）。 
発電コストに占める燃料費比率の大きい天然ガスコンバインド（Post-combustion 回収型 NGCC）と比べれ

ば、いずれの CO2 回収型石炭火力も発電コストが低いが、中でも、全量回収後の送電端効率の高い本システ

ムが、現実的な為替レート範囲では最も有利な発電コストとなった。 
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２．４ 次フェイズの検討 

NEDO は、本プロジェクトが｢基礎的・基盤的研究開発｣であることから、本研究における｢実用化｣の定義を

｢当該研究開発の成果が、ガス化炉をスケールアップした後継プロジェクトに活用されること｣と定めた。 
そこで、これまでの検討で、①プラントメーカや重要構成機器の専門メーカのアドバイスを反映した実現性の

高いシステムを構築し、その性能を確認するとともに、②次フェイズに求められる基盤技術を開発したことに加

え、｢商用化までを見据えて次フェイズで重点的に検討すべき事項を整理｣し、｢次フェイズで必要となる設備の

検討｣や｢当該設備の設計や検討に必要な基礎データを得る｣ことにより、｢実用化｣につなげる成果を確実なも

のとすることとした。 
具体的には、ベンチ規模ガス化炉を既設

炉の改造とした場合と新設した場合の得失

比較を行うとともに、本システムのキーテクノ

ロジーとなるセミクローズド GT の開発課題

を抽出し、次フェイズで行う燃焼器基礎試験

の試験装置を試設計し、CFD 解析により供

試体燃焼器の設計を進めた。これにより、次

フェイズのプロジェクトを円滑に進めるため

の基礎データを取得した。あわせて次フェイ

ズの諸検討のベースとなるデータを取得す

る単一バーナ燃焼試験も実施した。 
 

(1)次フェイズ試験設備の試設計 
プラントメーカへの再委託として、次

フェイズで想定される 50TPD ベンチ規

模ガス化炉を軸とする試験設備の試設

計を行った(表Ⅲ-2-6、図Ⅲ-2-26)。検討

においては、ガス化炉を新設するケース

と既設のガス化炉を O2/CO2 ガス化がで

きるよう改造するケースを検討して比較し

た。 
その結果、改造ケースと新設ケースを

比較すると、新設ケースでは連続試験時

間が 100 時間(改造ケースでは 50 時

間)まで延長され、1 回の試験で取得で

きる試験条件も、2 条件から 5 条件へと

拡大され、建設期間についても改造ケー

スの 11 ヶ月に比べ、新設ケースでも

13.5 ヶ月とそれほど長くはならないこと

が明らかとなった。 
しかし、コスト面では、改造ケースの採

用により、多くの既設設備が流用可能と

なり、設備費が大幅に低減できるため、

想定される試験条件数が多くない場合

には、改造ケースの採用も有効である。 
 

 

表Ⅲ-2-6  次フェイズガス化炉の検討 

項目
ガス化炉試験設備を新規

設置
ガス化炉試験設備を流用

連続試験時間 約100時間※ 約50時間
データ取得可能

試験条件数
5条件

(1回の試験あたり)
2条件

(1回の試験あたり)

設備系統

・既設ガス化炉設備と同様

・CO2供給、原炭処理設備

を新設

・既設ガス化炉設備を流用

・CO2供給設備を追加

設備配置 －
既設高圧ガス設備横に

CO2供給設備を配置

建設工程 13.5ヶ月 11ヶ月
建設コスト △ ○  

図Ⅲ-2-26 ベンチプラントの概略構成案 
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 (2)次フェイズ基本計画の検討 
商用化に向けたロードマップ(図Ⅱ-2-3 再掲)を作成し、各フェイズにおける開発課題を整理し、マイルストー

ンを確認した(表Ⅱ-2-4 再掲)。 
後述するセミクローズド GT の課題抽出結果を受け、GT については燃焼器の開発を中心に進めることが有

効であることを確認した。次フェイズは、前半で GT 燃焼器の模擬ガス試験を実施し、後半は CFD を活用した

燃焼器設計を行うことが有効と考えられる。 

 
図Ⅱ-2-3 「CO2 回収型次世代 IGCC 技術」の商用化までのロードマップ（再掲） 

 
表Ⅱ-2-4 各フェイズのマイルストーン（再掲） 

目標 次フェイズに向けクリアすべき課題
開始
時期

終了
目途

波及効果 備考

フェイズ２
ベンチ炉

試験
(50TPD)

パイロット設備に
向けた技術構築

①ベンチ炉試験による
ガス化／乾式脱硫性能検証
②セミクローズドGT燃焼器の開発
（模擬ガス燃焼器試験とCFD解析）
③硫黄以外の不純物対策の構築
（対象毎にPre/Post除去の適合性を評価）

2015 2019

SNG合成等の
産業用

石炭ガス化炉
として適用可能

フェイズ
３-１

天然ガス等を
用いたセミ
クローズドGT一貫
システムの構築

天然ガス、プロセスガス等を利用した
循環系を含む小型セミクローズドGT
によるシステム構築、検証

2020 2023
酸素燃焼セミク
ローズドGTへの

適用可能

開始時期は
CCS市場動向
を睨みながら

判断

フェイズ
３-２

実証試験設備
構築のための
システム
成立性検証

①ガス精製スケールアップ
②石炭ガスを用いた循環系を含む
小型セミクローズドGTによる
システム構築、検証

2024 2028

乾式ガス精製
技術を国内外

IGCCに
適用可能

開始時期は
CCS市場動向
を睨みながら

判断

フェイズ４
大型実証

試験
(2000TPD)

実機フルシステム
での性能実証

発電設備としての信頼性検証
2029

(FEED)
2034

国内外の
CCS

プロジェクトで
商用化

フェイズ

パイロット
試験

(数百TPD)

 
 



  

- 44 - 
 

(3)セミクローズド GT の課題抽出と開発計画の検討 
プラントメーカへの再委託として、本システムのキーテクノロジーとなるセミクローズド GT 燃焼器の検討を行

い、燃焼器の基本概念を明確化するとともに課題を抽出した(図Ⅲ-2-27)。 
一般に GT 燃焼器は予混合式と拡散式に分けられる。天然ガスなどの高カロリー燃料の GT 燃焼器は、火

炎温度の上昇により NOX 生成量が増えぬよう、均一火炎を形成する予混合式燃焼器を採用する。しかし、本

システムの場合、燃料ガスと酸素を循環ガスと混合することにより、従来の低カロリーガスの燃焼相当とすること

が可能である。GT の運用性(部分負荷運転や燃料性状変化への対応など)や燃焼障害(逆火や振動燃焼な

ど)も考慮して、安定燃焼を確保しながら、NOX 生成を抑制することが可能で、かつ実績も多い拡散式燃焼器

を採用することとした。 
本システム用のセミクローズド GT 燃焼器の基本概念として、燃焼器中心に起動用油ノズルを設置し、拡散

噴射ノズルの燃料孔の内外周にそれぞれ酸化剤ノズルを設けるものとした。実機 GT ではこの燃焼器を 20 本

程度設置することになる。 
開発の進め方としては、次フェイズではセミクローズドシステム GT 用燃焼器の開発までを実施し、次々フェ

イズ以降に GT 一貫システムを開発する手法が効率的と考えられる。次々フェイズは二段階に分けて実施し、

前半の試験はガス燃料によるセミクローズド GT システムに特化した検討に集中し、後半で石炭ガス化を組み

合わせた一貫システムに進む方法が効率的であると考えられる。 
 

 
(4)セミクローズド GT 燃焼器試験に関連する予備検討 

ガスタービン燃焼器基礎試験設備（模擬ガス燃焼設備）の予備検討として、実機ガスの模擬ガス及び実燃

焼器の縮小スケールモデル燃焼器を用いた基礎燃焼試験装置・試験条件の基本検討を実施した(図Ⅲ-2-28)。 
基礎燃焼試験設備は、試験圧力 0.4～0.5MPa-A で燃焼器スケール比 1/4～1/3 を想定したもので、ノズ

ル、内筒、燃焼筒、計測ダクトおよびそれらを内包するケーシングにより構成される。 
 
 

 
図Ⅲ-2-28  次フェイズ基礎燃焼試験装置の概略構成案 

①循環ガス

①

②希釈
循環ガス

②

③内筒冷却
循環ガス ④尾筒冷却

循環ガス

燃焼領域 混合領域

燃焼ガス→タービンへ

酸素

燃料ガス

①循環ガス

①

②希釈
循環ガス

②

③内筒冷却
循環ガス ④尾筒冷却

循環ガス

燃焼領域 混合領域

燃焼ガス→タービンへ

酸素

燃料ガス

①循環ガス

①

②希釈
循環ガス

②

③内筒冷却
循環ガス ④尾筒冷却

循環ガス

燃焼領域 混合領域

燃焼ガス→タービンへ

酸素

燃料ガス

①循環ガス

①

②希釈
循環ガス

②

③内筒冷却
循環ガス ④尾筒冷却

循環ガス

燃焼領域 混合領域

燃焼ガス→タービンへ

酸素

燃料ガス

 
図Ⅲ-2-27 セミクローズド GT 燃焼器の基本概念 
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(5)セミクローズド GT 燃焼器検討に向けた基礎データ取得試験 
本システムの GT 燃焼器では、燃焼排ガス(CO2+H2O)の一部を希釈剤として循環させ、燃料(主成分 CO)

と酸素を量論比近傍で燃焼させる。これまでのセミクローズド GT を対象とした研究(燃焼試験)では、希釈剤に

H2O を用いており(表Ⅲ-2-7)、CO2を主成分とするガスを希釈剤として用いた事例はない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
そこで、単一バーナを

用いた燃焼試験(図Ⅲ-2-
29)により、本システムに

おける燃焼特性基礎デー

タを取得した(図Ⅲ-2-30)。
得られた基礎データは次

フェイズに予定される GT
燃焼器基礎燃焼試験設

備や燃焼器の設計に反

映する。 
 
(6)乾式ガス精製における

硫黄以外の不純物対策

検討 
脱硫技術については、

本フェイズにおいて、炭素

析出対策までを含め、基

盤技術がほぼ確立された

が、商用化のためには、ハロゲンや窒素など、硫黄以外の不純物対策が必要である。 
そのため電中研は、硫黄以外の不純物の除去について予備検討した。不純物によって、GT 前で除去す

べき不純物、燃焼前に除去する方が容易なもの、燃焼後に除去する方が容易なものなどに分類できると考え、

情報を収集した。これまでの検討の結果、種々の不純物の中でハロゲン類は脱硫剤を劣化させる可能性があ

ると考えられるため、少なくともハロゲン類は、乾式脱硫の上流で除去する必要があることを明らかとした。また、

既に電中研が開発済みのハロゲン除去剤の性能を石炭ガス化ガスにより確認した。 
これに加え、プラントメーカ FS の一貫として、種々の不純物の GT 燃料としての、あるいは回収 CO2として

の仕様（ガス組成）を調査し、パイプラインへの影響や圧入時の圧縮機動力などが主な要因であり、貯留用と

EOR 用とで仕様が異なること等を明らかとした。 
次フェイズでは、O2/CO2 ガス化試験の生成ガスを対象に不純物の実態把握を行ない、実機での不純物除

去に対する設計方針を確立する予定である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-29 基礎燃焼試験装置     図Ⅲ-2-30 希釈剤組成の影響 

単一バーナ

排気ガス

ガ
ス
サ
ン
プ
リ
ン
グ
・温
度
測
定
孔

酸素(O2)

燃料
(CO+H2 )

希釈剤
(CO2+H2O )

希釈孔

酸素孔燃料孔

表Ⅲ-2-7 これまでのセミクローズド GT 検討事例との比較

プロジェクト 燃料ガス 酸化剤
希釈剤

(試験評価時）
量論比条件での

燃え切り性
試験評価時の

課題

WE-NET H2 O2 H2O H2の酸素燃焼であり、
燃え切り性は良好

―

CO2 回収対応
ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ型
高効率GT技術

天然ガス
(主にCH4) O2

CO2+H2O
(H2Oのみ)

CH4の酸素燃焼であり、
燃え切り性は比較的良好

希釈剤中CO2の
影響検討未実施

本プロジェクト
CO(74%)
+H2(26%) O2

CO2(72%)
+H2O(28%)

燃え切り性の悪いCOを多

く含む燃料のため酸素燃
焼でも、量論比に近い条
件で燃焼効率を上げるに
は、基礎的な燃焼データ
の収集が必要。

・希釈剤中CO2の
影響検討が必要

・燃料中不純物の
検討も重要

・CO2を主成分とする希釈剤を用いた検討事例はなく、基礎データの取得が必要。
・これまで未検討である排ガス循環の影響についても、早期に検討する必要がある。
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２．５ 本技術の普及に向けた検討 

全体システムの成立性確認と並行して、本技術のいっそうの普及に向けた様々な検討を進めた。 
例えば、本システムを幅広く普及させるためには、本システムと従来の IGCC を比較し、本システムの炭種

適合範囲が十分に広いことを示す必要がある。そこで、本技術開発では、ガス化炉の炭種適合性評価に必要

となる基盤技術の開発を行った。 
まず、炭種によって O2/CO2ガス化炉の特性がどう影響を受けるかを評価する上では、実機規模ガス化炉の

数値解析が有効であるため、O2/CO2ガス化反応モデルの高精度化に取り組んだ。 
また、ガス化炉の安定運転を支配する重要因子であるスラグ排出性を評価するための基盤技術も様々な角

度から検討した。 
 
２．５．１ 炭種適合性評価のための基盤技術開発 
(1) O2/CO2 吹き対応チャーガス化反応モデルの構築 

O2/CO2 ガス化炉は、従来の空気吹きガス化炉に比べて、炉内の CO2 濃度が高く、従来の反応モデルでは

精度よい予測ができない可能性がある。そこで、前述した実機規模石炭ガス化炉の炉内流動解析で O2/CO2

ガス化炉内を精度よく予測するため、O2/CO2ガス化を正確に表現できる反応モデルを開発した。 
まず、PDTF(加圧型反応管試験装置)を用いた基礎試験により、高 CO2 濃度条件も含めた、基準炭のガス

化反応データを取得した。これらの実験結果に対し、電中研で開発した新型チャーガス化反応モデル（高

CO2濃度条件に適用可能で、H2O との共存も考慮したモデル）が適用可能であることを明らかにした（図Ⅲ-2-
31）。さらにこれを実機規模数値解析ツールに組み込んだことで、O2/CO2 ガス化炉内におけるチャーガス化

反応挙動を高精度に予測可能となった(2.2.1 参照)。 

 
 

  

Langmuir-Hinshelwoodモデル

新型モデル

TGによるチャーのCO2-H2O競合ガス化
（950℃、全圧:0.1 MPa、CO2とH2Oの合計:100%）

新型モデル

 
（1） 提案した新型モデルの概要            （2） TG による実験データとの比較 

図Ⅲ-2-31  O2/CO2 吹き対応チャーガス化反応モデル 
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(2)O2/CO2ガス化雰囲気におけるスート生成挙動解明 

前項で開発した反応モデルを組み込んだ数値解析ツールにより実機規模ガス化炉炉の数値解析を進める

一方で、九州大学と共同で O2/CO2ガス化に特有なスート生成挙動を解明した。 
石炭ガス化では、チャーと共に揮発分由来のスートが固体の炭素として生成する。ガス化炉の効率向上に

は、スート生成挙動を精度良く把握する必要があり、そのためには初期熱分解(揮発分放出)、二次気相分解

の二つのモデル構築が必要となる。 
九州大学は、独自に設計・製作した縦型管状反応器を用いて、気相反応生成物の分析方法を確立し、熱

分解生成物の気相反応特性を明らかとした。さらに、素反応群から構成される詳細化学反応モデル(二次気相

反応モデル)を用いて気相反応実験結果を解析し、生成物分布の予測が実測値と定性的に一致することを示

した。また、芳香族混合物の分解・改質試験を行い、反応温度やガス組成がスート生成特性に及ぼす影響を

明らかとし、詳細化学反応モデルを用いてスート生成経路を解明した(図Ⅲ-2-32)。 
また、電中研でも、独自開発した分析手法により、PDTF

試験で採取したチャー粒子のうちのスート粒子を分離して、

チャー、スートそれぞれの挙動を詳細に解析したところ、

CO2 ガス化のスート収率は、O2 ガス化の場合と異なる挙動

を示すことが明らかとなった(図Ⅲ-2-33 (黒字部))。このよう

な挙動を表すために、電中研が開発した初期熱分解モデ

ルに、詳細化学反応モデルを組合せてスート生成量を計

算可能とした。PDTF による実験で得られたスート生成量

と比較したところ、実験における O2 濃度変化、CO2 濃度

変化に対するスート生成挙動を的確に表すことができた

(図Ⅲ-2-33(朱記部))。 
今後、これらの初期熱分解モデルおよび気相反応モデ

ルを数値解析に組み込むことで、さらなる予測精度向上を

図ることができる。 

   

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1） 縦型管状反応器の概要 
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(2) 芳香族混合物の分解・改質試験の一例      （3）解明したスート生成経路 

図Ⅲ-2-32 二次気相反応モデルの構築 
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(3)スラグ排出性評価技術の開発 

a) NMR を活用した炭種による石炭灰及びスラグの構造類型化と高温粘度特性との相関検討 
スラグ排出の確保は石炭ガス化炉の安定運転の大前提となるため、炭種適合性を評価する上では、当該

炭種のスラグが評価対象のガス化炉で安定的に排出できるかどうかを見極める必要がある。 
九州大学は、NMR で石炭灰の構造を類型化する手法を開発し、高温粘度特性との相関を明らかとした。 
NMR を用いて電中研小型炉でガス化試験に供試した 3 炭種の灰化灰を分析した結果、溶融スラグの高

温粘度が大きい DD 炭の灰は 3 次元ネットワーク構造が大きく発達した Q4構造、高温粘度の低い AD 炭の

灰は鎖状ネットワーク構造の Q2 構造で、中間的粘度の MN 炭は Q3 構造をとっていることが明らかとなり、

ネットワークが強固なほど溶融スラグの高温粘度が高くなる傾向がうかがえた。DD 炭の灰化灰に CaCO3を添

加して灰化した灰の構造を分析したところ、添加量 15%で MN 炭に近いスペクトルを、添加量 20～25%でア

ダロ炭に近いスペクトルを示した(図Ⅲ-2-34)。これは、Ca や Fe が加わることで、結晶形態が変化し、Q4 構造

の 3 次元ネットワークが崩れたことを示していると考えられる。また、同時にフラックス添加によりスラグ粘性が低

下するメカニズムの検証ともなっている。検討に際しては、中間評価での指摘を踏まえ、電中研小型炉で生成

した実スラグを提供して分析対象に加えることで、実用的な評価技術開発の加速を図った。 
 

 

  

 
（1）NMR 分析による灰構造の類型化    （２）NMR スペクトルの比較   (3)高温粘度特性の比較 

図Ⅲ-2-34 NMR によるスラグの類型化と高温粘度の相関検討 

 
（1） CO2 ガス化時                （2） O2 ガス化時 

図Ⅲ-2-33 PDTF 試験におけるスート挙動とモデルによる計算値の比較 
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b)スラグ排出現象の類型化と予測モデルの開発 
スラグタップを含むスラグホール底面を想定した数値解析を行うとともに、それを検証するコールド試験を、

粘性 4～8Pa･s の模擬スラグ(カルボキシメチルセルロース)を用いて実施した(図Ⅲ-2-35)。高温溶融スラグの

粘度がスラグ温度によって変化することによるスラグ層内の粘性分布も考慮した検討の結果、無次元数

Oh(オーネゾルゲ数)と Fr(フルード)数でスラグ排出の形態変化を類型化できることを明らかとした(図Ⅲ-2-36)。
液滴流下は、安定な連続流下状態で温度低下等によりスラグが高粘性となり、不安定な流動状態に遷移する

状況に類似している。従って、本成果により、溶融時の高温粘度の温度依存性データを取得することにより、

無次元数 Oh を用いて、実機におけるスラグ排出性を評価できる（安定な連続流下から不安定な液滴流下状

態へ流動様相が遷移する条件を予測できる）見通しが得られた。 
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（1） 数値解析の対象領域       （2） 解析格子の概要    (3)コールド検証試験の概要 

図Ⅲ-2-35 スラグ排出挙動の数値解析対象領域と模擬スラグによるコールド検証試験方法 

     
（１）無次元数による排出形態の類型化         (2) 連続流下型排出   (3)液滴型排出 

図Ⅲ-2-36 無次元数によるスラグ排出現象の類型化 
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c) 高温溶融石炭灰の直接観察法の開発 
これまで石炭灰及び溶融スラグのガス化炉内での高温挙動はわかっておらず、石炭灰の溶融過程を直接

観察する研究はほとんどなされていないのが現状であった。本研究では、まず高温での試料の状態変化を直

接観察可能なホットサーモカップル法を用い、種々の石炭灰の溶融挙動を理解することを目的とした。 
ホットサーモカップル法とは、通常温度測定に用いる熱

電対にヒーターと試料保持の役割を兼ね備え、温度に伴う

試料の状態変化を実体顕微鏡で直接観察する方法である

(図Ⅲ-2-37(1))。 
図Ⅲ-2-37(2)に DD 炭灰の溶融過程の代表的な実体

顕微鏡写真を示す。まず 1000~1360℃において、昇温と

ともに試料の内部に亀裂が発生している。これは試料粉体

の焼結が進行したためである。1380℃において、熱電対

の先端付近(図中の○部)で試料の一部が溶融しているこ

とが観察される。さらに昇温とともに熱電対に接している箇

所から溶融部の割合が増加しており、1500℃では溶融部

が試料の外周を覆った状態になっている。このとき試料の

内部には未溶融部分と気泡を含んでいる。1520~1600℃
では昇温とともに内部の気泡が合体・成長し、脱泡が起

こっている．脱泡に伴い試料の内部で対流が発生し、試料

の均質化が進んでいる。脱泡は 1620℃でほぼ終了し、こ

の温度以上に加熱しても試料の形状にはほとんど変化は

認められなかった。1620℃の試料では、1500℃と 1520℃
において試料の中央部に見られた黒色部分(未溶解部)が
消滅し、試料全体がほぼ均一になったものと推察された。 
こうして計測した同一融体形成温度を表Ⅲ-2-8 に示す。

DD 炭の灰は 1600℃以上で均一な融体を形成するのに

対し、MN 炭と AD 炭の灰は比較的低温の 1500℃以下

で均一な融体を形成することが判明した。  
本成果により、石炭灰およびスラグの

均一融体形成挙動の直接観察が可能と

なり、固体 NMR を中心とした構造解析

結果並びに高温粘度測定結果と合わせ

ることで、スラグ排出性評価技術開発の

ベースが得られた。 
この他、回転式の高温粘度系を用いて、実スラグおよび

組成調整した模擬スラグの高温粘度計測データを拡充し、

石炭灰組成(スラグの元素組成)を基に、高温溶融スラグの

粘度およびその温度依存性を予測するためのスラグ組成パ

ラメータを予測する手法を開発した(図Ⅲ-2-38)。検討に際し

ては、中間評価での指摘を踏まえ、電中研小型炉で生成し

た実スラグを提供して分析対象に加えることで、実用的な評

価技術開発の加速を図った。 
高温溶融スラグの粘度をスラグ温度に対して予測するモ

デルができれば、スラグ排出性を予測できるツール構築に

大いに役立つと期待される。 

 
（１） ホットサーモカップルセル   

 

 
 

（２） DD 炭灰化灰の溶融挙動 

図Ⅲ-2-37 ホットサーモカップル法 

による灰化灰溶融挙動観察 表Ⅲ-2-8 ホットサーモカップル法による灰化灰溶融挙動観察 

石炭灰 DD炭 AD炭 MN炭

均一融体

形成温度
1620ºC 1480ºC 1500ºC

 

 
図Ⅲ-2-38 実試験スラグの 

組成パラメータ予測値 
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２．５．２ 適合炭種拡大のための基盤技術開発 
石炭は他の化石燃料と比べ発熱量あたりの価格が低廉なため、将来はエネルギー争奪戦が予想される。本

技術が商用普及する 2030 年台の長期的エネルギー需給状況を考えると、高品位な瀝青炭だけでなく、高灰

分炭や亜瀝青炭はもとより褐炭までを視野に入れたより低品位な石炭を発電用燃料として利用することが求め

られると考えられる。そこで、褐炭の水分を除去し自然発火性抑制を行うとともに、褐炭のガス化速度を向上す

る改質法として、溶剤改質法を提案した。 
本溶剤改質法は、京都大学が開発したもので、褐炭を 350℃の 1-メチルナフタレン中で 1 時間処理(図Ⅲ-

2-39(1))するものである。得られた改質炭の特性を評価するために、N2 気流中で加熱速度 10℃/min で

900℃まで加熱し、その温度で 30 分保持することにより、まず試験用チャーを調製した。次に、調製した

チャーを 900～1200℃の CO2ガス中でガス化し、0.1MPa の条件でも 2.0MPa の条件でも反応速度が向上

することを確認した(図Ⅲ-2-39(2))。 
本技術の活用により、開発システムはもとより、より広範な石炭火力発電技術に対し、高水分褐炭の利用拡

大が期待される。 

 
 

２．６ 成果の意義 
本プロジェクトの成果を表Ⅲ-2-9 に整理するとともに、これらの成果の持つ意義について記載する。 
地球温暖化対策の観点から火力発電分野における CO2 削減が求められており、電気事業では発電効率

の向上やバイオマス燃料の導入など様々な対策を進めている。一方、近年欧米を中心に CO2 の分離回収・

貯留(CCS)技術が注目され、導入に向けた動きが活発化している。しかし、既存の CO2 回収技術では、大

幅な発電効率の低下などが課題となっている。そこで、本事業では、石炭ガス化システムから回収した CO2

に必要な O2 を加えてガス化剤や GT 燃焼用空気の代替として用いることにより、CO2 回収後も送電端効率

を最新鋭火力並みの 42%に維持できる CO2 回収型次世代 IGCC システムの実用基盤技術を開発した。 
CO2 回収後の送電端効率は、現状技術では 30%台前半とされており、CO2 回収後も 42%に維持できる

本技術のインパクトは大きい。この効率は、CO2 を回収しない最新鋭火力(微粉炭で 42%、1300℃級 GT の

IGCC で 43%)と同等で、CO2 回収による効率低減を回避できることになる。 
また、本技術が商用化される予定の 2030 年台においても、現状で想定される最新鋭 IGCC である

1700℃級 GT を用いた Pre-combustion 回収型 IGCC の送電端効率はペナルティが若干改善されたとし

ても 40%台と推定されるため、本技術は効率面で優位性を保つことができる。従って、国内で CCS を行うこ

ととなった場合にも、効率を維持することで燃料費を大幅に削減できるため、本技術開発の意義は大きい。 
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図Ⅲ-2-39 京大が開発した褐炭改質法 
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さらに、本技術は世界でも例のない独自のシステムであり、地球環境問題の解決に向けた画期的な将来

オプションの一つとして、国内企業のアジア地域などへの展開を含め、大きな技術的・経済的インパクトを与

えるものである。 

 
 

２．７ 特許・成果の普及 
学会等における研究発表、論文投稿を通じ、積極的に成果普及を図っている。これまでの実績として表Ⅱ

-2-5 を再掲する。 
 

表Ⅱ-2-5 「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」の特許出願、論文投稿件数（再掲） 

 H20
年度 

H21
年度 

H22
年度 

H23
年度 

H24
年度 

H25
年度 

H26
年度 

合計 

研究発表 8 件 33 件 29 件 46 件 49 件 29 件 10 件 204 件 
論文投稿 3 件 15 件 11 件 15 件 12 件 16 件 9 件 76 件 
研究報告書*等 1 件 1 件 1 件 2 件 2 件 2 件 1 件 10 件 
特許 0 件 1 件 1 件 1 件 1 件 0 件 0 件 4 件 
＊本研究開発の中間年報 

 

本プロジェクトの成果は、Fuel などの著名な論文を中心に積極的に投稿するとともに、広く一般に情報を発

信するため、関連学協会の講演会で研究発表を行った。研究発表については、中間評価時の指摘を考慮し

て、｢若手研究者を登用し、その対外発表の機会を創出｣するように努めた。 
また、外部発表に際しては、本システムを商用利用する業界にアピールするよう、IGCC や CCS に関連す

る著名な国際会議で積極的に発表し、関連業界における認知度を向上させるよう努めた(Gasifiation 
Technology Conference(2 回)、Power GEN(4 回)、GHGT(3 回)、Oxy-fuel Combustion Conference(3
回)、iSGA(8 回)、International Freiberg Conference on IGCC & XtL Technologies(2 回)、ICCS&T(4
回)、件数はポスター発表を含む)。 

特許については、本受託開始前に、電中研が 11 件の関連特許を出願済であったことから、炭素析出関連

の 4 件のみとなっているが、いずれも審査請求手続きなどを進めている。 

表Ⅲ-2-9 本プロジェクトの成果 

内容 電中研 九州大 成果

  (1)本システムの特徴の確認 ◎ － 本システムが高効率となる要因を整理。

　(2)小型ガス化炉を用いた反応促進効果の確認 ◎ －
小型ガス化炉にCO2供給設備などを追設し、CO2富化による反応促進効果を

確認。

　(3)基礎試験による反応促進効果の確認
◎

(群馬大)
－ 熱天秤基礎試験などを行い、CO2富化による反応促進効果を確認。

　(1)実機規模ガス化炉数値解析手法の構築と

.　　　　　　　　　　　　　　　O2/CO2ガス化特性の評価
◎ －

O2/CO2ｶﾞｽ化に適用可能なﾁｬｰ反応モデルを構築し、それを組み込んだ実機

規模数値解析ﾂｰﾙにより、O2/CO2ｶﾞｽ化特性を予測、評価。

　(2)高CO条件における炭素析出対策の構築 ◎ ○
生成ガス中CO2濃度の高い本システムで懸念された炭素析出現象を抑制する

手法を構築。

  (3)小型ガス化炉によるCO2富化試験法の開発と

.　　　　　　　　　　　　　炭種によるガス化特性の評価
◎ －

小型ガス化炉によるCO2富化試験法を開発し、5炭種でCO2富化による反応促

進効果を確認。これらの炭種で高効率運転が期待できる。

　(4)ガス化実ガスによる脱硫剤評価法の開発と
.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設計データの取得

◎ －
小型ガス化炉のガス化実ガスによる脱硫剤評価法を開発し、実用化に向けた
脱硫剤設計の基礎データを取得。

　(1)メーカFSによる課題抽出とシステム改良 ◎ ○
プラントメーカのFS結果を元に本システムの課題を抽出し、実現性の高いシス
テムを構築した。

　(2)空気分離装置/再生熱交換器メーカによる検討 ◎ －
重要構成機器を対象に、専門メーカによる試設計を行い、動力低減や小型化
の見通しを得た。

　(3)送電端効率/敷地面積/発電コストの検討 ◎ －
メーカFS結果を反映した改良システムを対象として、送電端効率などを検討
し、初期の目標をクリアすることなどを示した。

　(1)炭種適合性評価のための基盤技術開発 ◎ ◎

O2/CO2ｶﾞｽ化時のｽｰﾄ生成挙動の実験的検討や芳香族混合物の分解・改質

試験を通じて開発した初期熱分解ﾓﾃﾞﾙと詳細反応ﾓﾃﾞﾙを用いてｽｰﾄ生成挙動
を解明した。また、ｽﾗｸﾞ排出性の観点からIGCCへの炭種適合性を評価するた
めにスラグ排出現象や炭種の類型化を可能とする基盤技術を開発した。

　(2)適合炭種拡大に向けた基盤技術開発 ◎
(京都大)

○
炭種拡大に向けた種々の検討の中で､触媒を使用することなく､低品位炭のガ
ス化速度を促進する改質方法として､溶剤改質法を提案し､その有効性を確認
した。

1.基本コンセプト
の確認

2.基盤技術
の開発

3.全体システム
成立性の検討

　(1)試験基本計画策定および試験設備試設計
◎

(MHPS)
(MHI)

○

ベンチ炉等の次フェイズ試験設備を設計すると共に試験計画を策定した。ま
た、次フェイズ以降をにらんで、硫黄分以外の除去方策に関する予備検討を行
い、対策候補を見出すと共に、セミクローズドGT燃焼器の開発に必要な燃焼
特性基礎データを取得した。

5.本技術の普及
に向けた検討

4.次フェイズの検
討
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Ⅳ．実用化の見通しについて 

１． 商用化までのマイルストーンと各段階での波及効果 
本システムの商用化に向けた開発ステップ図Ⅱ-2-3 に記す。 
一般的にこうした新技術が発電設備として商用化されるまでには、次フェイズで想定するベンチ試験につ

いで、パイロット、実証とステップアップするため、開発に長い期間が必要となる。常磐共同火力で商用化さ

れた空気吹き IGCC 技術も、1980 年代の 2TPD プロセス開発から、1990 年代のパイロット試験、2010 年

代の実証試験と約 30 年の時間を必要とした。 
本システムの商用化までのマイルストーンを検討した結果の一例を以下に記載する。 
本フェイズで得られた成果を元に、次フェイズにおける 50TPD ガス化炉をベースとした O2/CO2 ガス化技

術の実証と抽気生成ガスによる乾式ガス精製システムの実証が可能となった。メーカは 50TPD ガス化炉で

の試験実績が豊富なため、次フェイズが終わる際には、得られた成果を元に、直ちに SNG 合成等の産業用

ガス化炉としての展開が可能となる。 
セミクローズド GT 燃焼器については、次フェイズで設計検討を終えることで、フェイズ 3 では、小型セミク

ローズド GT システムの実証試験が可能となる。前半はガス燃料を用いた GT システム中心の試験検討を行

うことが効率的と考えられるが、後半はその知見を活用して数百 TPD 規模の石炭ガス化一貫システム検討

を行う計画が望ましい。フェイズ 3 においては、前半の試験を終えた時点で、酸素燃焼クローズド GT を用い

た NGCC からの CO2 回収が可能となる。英国を中心に天然ガス火力から CO2 を回収することが検討され

ているため、こうした諸外国への商用展開が可能となる。 
これに加え、後半の試験が終了した時点で、乾式ガス精製設備の大型化が可能となるため、通常の

IGCC 商用機への乾式ガス精製設備の適用が現実のものとなり、効率向上による排 CO2出量低減にも貢献

できる。 
さらに、フェイズ 4 の 2000TPD 規模ガス化炉を軸とする実証試験が終了した際には、本システムの商用

が実現することに加え、さらなる副次的メリットがある。 
本システムのコンセプトについては、IGFC 技術への適合性に関する検討結果が日本ガスタービン学会で

報告されており、本プロジェクトとは別に開発が進められる IGFC 技術（特に IGFC の商用化、大型化）が完

成されれば、本システムと IGFC 技術を両輪としたさらに高効率なシステムの実現も可能となると考えられる。 
 
 
 

 
図Ⅱ-2-3 「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」の開発スケジュール（再掲） 
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２． 産業界における具体的利用のイメージ 
CCS プロジェクトの動向は、現

時点では海外でも不透明である。

しかし、今後国内で火力発電所

における CO2 回収が求められる

こととなった場合、本技術は CO2

回収に伴う送電端効率低下を防

ぐ上で極めて有効である。 
エネルギー基本計画（2014

年 4 月）は、石炭火力を「安定供

給性や経済性に優れた重要な

ベースロード電源」と位置づけて

いるが、既設石炭火力の老朽化

が進んでおり、老朽石炭火力の

新鋭石炭火力へのリプレースを

急ぐ必要がある。 
こうしたことを背景に、本システ

ムが商用化される 2030 年代半

ば以降の国内石炭火力のリプ

レース需要を検討した結果、今

後国内石炭火力に CCS 対応が求められた場合、仮に設備寿命を 60 年と長めに仮定しても 2040～2060
年の間で約 14 基のリプレース需要が想定されることがわかった(図Ⅰ-1-1 を再掲、原子力発電所の新設が

進まない中で、国内石炭火力に CCS 対応が求められた場合、累積リプレース容量の 10%(2040 年)～
50%(2060 年)が CCS 対応火力にリプレースされ、その半数が本システムと仮定)。 

 

３． 実用化の見通し 
本事業は、｢基礎的・基盤的研究開発｣であることから、｢実用化｣を、｢当該研究開発の成果が、ガス化炉をス

ケールアップした後継プロジェクトに活用されること」と定義した。図Ⅳ-3-1 に示すように、前掲の表Ⅱ-2-4(各
フェイズのマイルストーン)に記載した次フェイズでクリアすべき課題に対して取り組んで行くための、準備は、

本フェイズの成果からほぼ整い、本フェイズ成果の活用により、次フェイズを円滑にスタートし、その目標である

｢パイロット設備に向けた技術構築｣を行うことが可能になったといえる。 
 
 
 

 
図Ⅰ-1-1 本システムの市場規模予測（再掲） 

 
図Ⅳ-3-1 本技術開発の｢実用化｣の見通し 

 



基本計画

平成２１年４月

経 済 産 業 省

第２７回研究開発小委員会

参考資料２

イノベーションプログラム

kawatakzh
テキストボックス
抜粋

kawatakzh
テキストボックス
添付資料1

kawatakzh
テキストボックス
-　添付1-1　-



kawatakzh
テキストボックス
-　添付1-2　-



平成２１・０３・２６産局第１号

平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日

エネルギーイノベーションプログラム基本計画

１．目的

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要すると

ともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組

を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方

向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、長期にわたり軸のぶれない取組の実

施が可能となる。

エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効果ガスを２０５０年までに半減すると

いう長期目標を達成するため、以下に政策の柱毎に目的を示す。

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成して

いる。今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエ

ネルギー利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部

門において、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、我が国エネルギー需給構造上、最も脆弱

性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となっ

ている。

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存

度が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向

性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温暖

化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ

向けての課題が存在する。

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進の

ための関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー

源である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安

全保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、

我が国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、

その有効かつクリーンな利用を図る。
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２．政策的位置付け

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定）

２００８年６月の福田総理（当時）のスピーチ「福田ビジョン」等を受け、我が国が

低炭素社会へ移行していくための具体的な道筋を示すため、国全体を低炭素化へ動か

す仕組みや革新的な技術開発、国民一人ひとりの行動を促すための取組について策定。

「環境エネルギー技術革新計画」や「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」等に

示された革新的技術の開発に５年間で３００億ドル程度を投入するという具体的な

目標が示された。

○ 環境エネルギー技術革新計画（２００８年５月）

温室効果ガスの大幅な削減を目指すだけでなく、エネルギー安全保障、環境と経済の

両立、開発途上国への貢献等を考慮し、以下の戦略等を策定。

１．低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略

２．国際的な温室効果ガス削減策への貢献策

３．革新的環境エネルギー技術開発の推進方策

○ Cool Earth－エネルギー革新技術計画（２００８年３月）

２００７年５月の総理イニシアティブ「クールアース５０」を受け、世界全体の温

室効果ガスの排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達

成するため、エネルギー分野における革新的な技術開発について検討をおこない、２

１の技術を選定。

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定）

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、

１．総合エネルギー効率の向上に資する技術

２．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術

３．運輸部門のエネルギー多様化に資する技術

４．新エネルギーに関する技術

５．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術

以上が位置づけられている。

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月）

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため

１．省エネルギーフロントランナー計画

２．運輸エネルギーの次世代化計画

３．新エネルギーイノベーション計画

４．原子力立国計画

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。
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○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議）

資源・エネルギー政策の戦略的展開として

１．省エネルギーフロントランナー計画

２．次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化

３．新エネルギーイノベーション計画

４．原子力立国計画

５．資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化

以上が位置づけられている。

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定）

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。

３．達成目標

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス効率

向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、ＧＤＰ当たりのエネルギ

ー消費指数を２０３０年度までに少なくても３０％改善することを目指す。

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的なエ

ネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指すこと

で、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。
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４．研究開発内容

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

４－Ⅰ－ⅰ．共通

（１）省エネルギー革新技術開発事業（運営費交付金）

①概要

テーマ公募型事業として、「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」に基づき、

「先導研究」、「実用化開発」及び「実証研究」の３つの技術開発フェーズに加え、

「挑戦研究」フェーズを追加し、革新的な省エネルギー技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比べて２０５０年までに半減するとい

う長期目標を実現するための「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」の主旨に基

づき、大幅な省エネルギー効果を発揮する革新的なエネルギー使用合理化技術に

ついて研究開発・実用化を推進する。

③研究開発時期

２００３年度～２０１３年度

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金）

①概要

産業界や社会のニーズに応える省エネルギー技術のシーズの発掘とその育成、

並びに、省エネルギー技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目

的のため、産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立

行政法人の研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって省

エネルギー効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人

を特定して助成金を交付する。

②技術的目標及び達成時期

独創性のある研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する競争

的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用化が

有望な革新的省エネルギー技術の研究開発を促進する。本事業では革新的省エネ

ルギー技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率

を１００％とすることを目標とするとともに、省エネルギー技術に関する次世代

の研究リーダーの育成を図る。

③研究開発期間

２０００年度～

（３）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照）

kawatakzh
テキストボックス
-　添付1-6　-



ラントの各種機器に適用でき、本材料の持つ優れた特性を長期に亘って発揮できるこ

とを確認する。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）

①概要

石油及び可燃性天然ガス資源の開発に係る技術の振興を図る観点から、大水深、

複雑な地層といった悪条件化が進む石油・天然ガスの探鉱・開発技術、利用拡大

が見込まれる天然ガス田の開発促進に資する天然ガス有効利用技術等について、

短期間で実用化が期待され、民間ニーズに直結した研究開発を提案公募により実

施する。

②技術目標及び達成時期

２０１２年度までに、我が国の石油・天然ガスの探鉱・開発技術力の向上、及

び天然ガスの利用の促進に向けた天然ガスの有効利用技術の開発を行う。

③研究開発期間

２００１年度～２０１２年度

（２）石炭生産技術開発

①概要

石油代替エネルギーである石炭の安定供給を図るため、発熱量が低いものの低

灰分、低硫黄といった特徴を有する低品位炭の有効利用を目的として、低品位炭

の発熱量を高め、自然発火性を抑制する低品位炭改質技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、3500～5000kcal/kg の発熱量の低品位炭を瀝青炭並みの

6000kcal/kg 以上に改質する低品位炭改質技術を開発し、600t/d 大型実証プラン

トでの製造技術を確立する。

③研究開発期間

２００６年度～２００９年度

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質

によるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、ｉｎｖ

ｉｔｒｏ培養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いたｉｎｖｉｔｒｏ

系簡易有害性予測手法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果

と相関する遺伝子発現データセットを開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等
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４－Ⅴ－ⅲ．メタンハイドレート等非在来化石資源の利用技術

（１）メタンハイドレート開発促進委託費

①概要

日本周辺海域に相当量の賦存が見込まれ、国産のクリーンなエネルギー資源と

して有望なメタンハイドレートを利用可能とするため、資源量評価手法、生産手

法及び環境影響評価手法等の確立のための技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１６年度までに、商業的産出のための技術を整備することを目指し、日本

周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状況と特性の明確化、有望賦存海域

からのメタンハイドレート資源フィールドの選択及び現場産出試験等による生産

手法の確立等を推進する。

③研究開発期間

２００１年度～２０１６年度

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照）

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト

①概要

石炭の高効率な利用を図るために、

ⅰ． 酸素吹きによる石炭ガス化発電の開発実証及び化学吸収法によるＣＯ２の

分離・回収技術の実証

ⅱ．石炭ガス化発電からＣＣＳまで一貫したトータルシステムの設計等

ⅲ．次世代ＩＧＣＣ（石炭ガス化複合発電）など革新的な石炭ガス化技術にか

かる先進基盤研究

を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、パイロットプラントにおいて、高圧の石炭ガスからＣＯ

２の分離・回収技術の確立及びガス化炉の信頼性向上へ向けて、３炭種以上の適

応炭種拡大試験を実施する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１２年度

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金

①概要

石炭火力発電から排出されるＣＯ２の削減技術について諸外国との実証事業等

を実施し、当該技術の普及基盤を整備することにより、エネルギー供給に対する

環境上の制約を取り除き、もって我が国エネルギー需給構造の安定化を図る。

②技術目標及び達成時期

石炭ガス化技術等実証普及事業では、海外において取り組みが進められている

ゼロエミッション型石炭火力発電の石炭ガス化・発電技術、ＣＯ２分離回収技術、

kawatakzh
長方形

kawatakzh
テキストボックス
-　添付1-8　-



ＣＯ２輸送貯留技術等に関する情報収集や関連する技術調査の実施等により、我

が国におけるゼロエミッション型石炭火力発電の実用化開発に資する技術・知見

を得る。

酸素燃焼国際共同実証事業では、既存の微粉炭火力発電の改造による酸素燃焼

方式のゼロエミッション型石炭火力発電プラントの実用化を目標とするものであ

り、既存のプラントの改造により対応可能であること、酸素燃焼を行うことによ

り、燃焼ガスからＣＯ２を分離する装置が不要であることから、比較的低コスト

で極めて大きなＣＯ２削減効果が期待できる。

石炭火力発電原油増進回収国際共同事業では、２００８年５月の日中首脳会談

で合意された「日中間でのＣＣＳ－ＥＯＲ（二酸化炭素の回収・貯留、石油増進

回収法）協力」に係る日中共同事業として、中国における石炭火力発電ＣＣＳ－

ＥＯＲ事業の事前調査としてＣＣＳ－ＥＯＲの有効性確認、ＣＣＳ－ＥＯＲの経

済性・事業実現性等を検討する。これらにより、多量のＣＯ２排出削減を実現す

るモデルの構築、世界のＣＯ２排出削減への貢献が期待出来る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１６年度

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金

①概要

従来の超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は、蒸気温度の最高温度は６３０℃程度

が限界で、送電端熱効率も４２～４３％が原理的限界といわれてきた。しかしな

がら、近年の材料技術の進歩により、７００℃以上の蒸気温度を達成できる可能

性が見えてきたことから、これらの材料を活用した先進超々臨界圧火力発電技術

（Ａ－ＵＳＣ）の開発を行うものである。Ａ－ＵＳＣ は、蒸気温度７００℃級で

４６％、７５０℃級で４８％の高い送電端熱効率の達成が可能な技術であり、２

０２０年以降増大する経年石炭火力発電のリプレース需要に対応するため、早急

に技術開発を進める必要がある。そのため、ボイラーメーカー、タービンメーカ

ー及び材料メーカーが共同でＡ－ＵＳＣ の技術開発に取り組む。

②技術目標及び達成時期

平成２２年度までにシステム基本設計を完了し、シミュレーションにより送電

端熱効率４６％～４８％の達成が可能なことを確認する。平成２４年度までにボ

イラー、タービン部材等が７００℃以上の蒸気温度に耐えられるかどうかを試作、

評価し、経済性を含めたシステム成立性への見通しを得る。平成２７年～平成２

８年度に実缶試験、回転試験を実施し、蒸気温度７００℃以上の条件下でボイラ

ー、タービンの信頼性を確認する。また、ボイラー、タービン部材について３万

～７万時間の長期信頼性試験を実施し材料特性を検証する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１６年度
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（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）

①概要

環境適合的な石炭利用の拡大を図るため、石炭利用プロセスにおける環境影響

を低減させる手法の開発等、クリーン・コール・テクノロジーの開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、

・ 化学原料等に利用可能な合成用ガスを石炭乾留ガスから無触媒で製造する技

術をパイロットプラントで確立する（無触媒石炭乾留ガス改質技術開発）。

２０１１年度までに、

・ 石炭利用プロセスにおいて、環境分析技術の高精度化、環境影響成分の挙動

解析のためのモデルの構築等により、環境への影響低減手法を開発する（戦

略的石炭ガス化・燃焼技術開発）。

③研究開発期間

１９９５年度～２０１１年度

・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 ２００７年度～２０１１年度

・無触媒石炭乾留ガス改質技術開発 ２００６年度～２００９年度

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金

①概要

供給安定性に優れた石炭の高効率かつ低環境負荷での利用を図るため、石炭を

ガス化して燃料とし、コンバインドサイクル（ガスタービンと蒸気タービンの組

合せ）を駆動する高効率発電技術（石炭ガス化複合発電技術（ＩＧＣＣ：Ｉｎｔ

ｅｇｒａｔｅｄ ｃｏａｌ Ｇａｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ Ｃｏｍｂｉｎｅｄ Ｃｙｃ

ｌｅ）の実証試験を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、２５万ｋＷの実証機を用いた実証試験により、熱効率４０．

５％（送電端、高位発熱量ベース）を目指す。この目標は５０万ｋＷの商用機にお

ける熱効率４６～４８％に相当する。本技術は実証試験終了後の２０１０年度より

商用化が可能である。

③研究開発期間

１９９９年度～２００９年度

（６）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ

－ⅱ参照）

kawatakzh
テキストボックス
-　添付1-10　-



５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組）

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

� 事業者単位の規制体系の導入

� 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化

� セクター別ベンチマークの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等）

� トップランナー基準の対象機器の拡充等

� アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上

� 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

� 公共的車両への積極的導入

� 燃費基準の策定・改定

� アジアにおける新エネルギー協力

� 国際標準化による国際競争力向上

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

� 補助金等による導入支援

� 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大

� 新エネルギー産業構造の形成

� 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保

� 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現

� 資源確保戦略の展開

� 次世代を支える人材育成

� 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援

� 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与

� 国と地域の信頼強化

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

� 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経

済関係強化など）

� 化石燃料のクリーンな利用の開拓

６．研究開発の実施に当たっての留意事項

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付

金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテ

ーマを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、

実施されるものである。
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P08020 

P07021 

P92003 

P10016 

 

（エネルギーイノベーションプログラム） 

「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト」基本計画 

 

クリーンコール開発推進部 

 
1. 事業の目的・目標・内容 

(1) 事業の目的 

① 政策的な重要性 

我が国として、世界全体での2050年までのCO2大幅削減に積極的に貢献していくことが

必要であるという認識の下、エネルギー分野の技術戦略マップ2009等に沿った技術開発の

推進と、総合資源エネルギー調査会鉱業分科会クリーンコール部会で示されたCool Gen計

画（世界的に需要が拡大する石炭のクリーン利用に関する技術開発を強力に推進）の着実

な進展を図ることが必要となっている。また、「平成22年度の科学技術に関する予算等の

資源配分の方針」において、「温室効果ガス25％削減に向けた革新的技術、新産業の創出」

として、CO2回収・貯留（CCS）等の革新的技術の更なる加速が必要と位置付け、「新成

長戦略」（平成21年12月閣議決定）においても、火力発電所の効率化等の開発の前倒しが

指摘されている。 

② 我が国の状況 

石炭は、石炭火力発電を中心に、今後とも世界的に需要が拡大し、世界の一次エネルギ

ーに占める割合が高くなると見込まれているが、一方、その単位エネルギー当たりの二酸

化炭素（CO2）排出量が他の化石燃料よりも高いことから、我が国が経済成長を図りつつ2

050年に向けたCO2の大幅削減目標を実現するためには、３E(供給安定性、経済性、環境

適合性）の同時達成が可能となる革新的な技術開発が求められている。その中でも、CO2

回収・貯留（CCS）技術を組み込んだゼロエミッション石炭火力を実現できる、高効率な

石炭火力発電技術の開発及びCCSとの最適化検討が有効である。CCSについては、そのエ

ネルギー消費とコストの大半を占める分離回収技術の高効率化・コスト低減が重要となっ

ている。 

③ 世界の取り組み状況 

 地球温暖化問題との関連でCO2排出量の削減が強く求められている中で、米国や欧州に

おいても国家レベルで基礎研究から技術開発、実証研究の取り組みが行われている。例え

ば、米国エネルギー省の炭素隔離プログラムにおけるFutureGenプロジェクトでは、ゼロ

エミッション型石炭火力発電所の実現を目指し、CO2分離システム及びCO2地中貯留の実

証を中核とする多国間協力事業として行っている。また、欧州では2020年までのゼロエミ

ッション発電所実現を目指し、エネルギー業界、研究機関、非政府組織、加盟各国及び欧

州委員会から構成される欧州技術プラットフォームが発足している。 

④ 本事業のねらい 
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本事業では、発電からCO2貯留までのCCSトータルシステムに関するフィジビリティー・

スタディー（FS）を実施し、実施可能性を評価するとともに、CCS対応技術を含めたクリ

ーンコール技術全般について最新技術調査を行う。さらに、究極の高効率石炭火力発電技

術である石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）からのCCSを目指した酸素吹石炭ガス化発

電技術と高効率CO2回収技術の最適モデルを検討評価するとともに、CO2分離回収型石炭

ガス化複合発電の早期実用化に向けた酸素吹石炭ガス化複合発電実証の最適化検討を行う。

そのため、CCS対応として高効率が期待できる酸素吹石炭ガス化複合発電（IGCC）から

の分離回収技術確立を目指したパイロット試験と、CCSを組み込んだ後でも、現行の最高

効率を維持できる次世代向けの石炭ガス化基礎技術開発を行う。 

 

(2) 事業の目標 

① 過去の取り組みとその評価 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ」という。）で

は、環境負荷低減、特に地球温暖化ガス発生量低減を目的に「多目的石炭ガス製造技術開

発（EAGLE）」（H10～H21)を実施した。当該事業の前倒し事後評価では、世界最高水準の

石炭ガス化性能を得るとともに、高灰融点炭への炭種拡大、CO2分離・回収や微量物質挙動

調査など世界に先駆けて取組む等、石油代替エネルギーとしての確立を目指した技術革新

として、高く評価されている。一方で、当該事業の成果については、早期の実用化・事業

化への取り組みを一層進めるよう指摘されており、本事業の新規事業項目等に反映させる

ともに、本事業に統合した既存事業とも連携をはかり、ゼロエミッション石炭火力の早期

実現に向けて、成果の活用を図ることとする。 

② 本事業の目標 

 ゼロエミッション石炭火力の実現のため、我が国のクリーンコール技術の国際競争力強

化のための技術開発・調査研究を実施し、環境への対応、効率向上、エネルギー・セキュ

リティーに寄与することを目標とする。 

③ 本事業以外に必要とされる取り組み 

 ゼロエミッション石炭火力の早期実現のためには、石炭火力を発生源とする日本型CCS

の早期確立が必要であるため、我が国が得意とする高効率石炭ガス化・燃焼技術や分離・

回収技術等と欧米等先進国のCCS技術等との共同研究、あるいは我が国のクリーンコール技

術と併用したCCSへの我が国の関与、協力に期待している中国におけるCCSの技術検討等を

行う「国際連携クリーンコール技術開発プロジェクト」を平成22年度から実施する予定で

あり、本事業との相乗効果が期待される。 

④ 全体としてのアウトカム目標 

ゼロエミッション石炭火力の実現のため、IGCCの送電端効率を2015年までに48%、20

25年までに57%、IGFCの送電端効率について2025年頃に55％、長期的には65％の達成を

目指し、これに必要な技術開発、実証試験等を進めるとともに、CO2分離回収コストを20

15年までに2,000円台/t-CO2、2020年には1,000円台/t-CO2として実用化の目途を付けるこ

とを目指す。 

なお、事業項目ごとに事業目標を設定し、別紙に記載する。 

 

(3) 事業の内容 

上述の目標を達成するために、以下の事業項目について、別紙事業計画に基づき実施する。 
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① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 （P08020） 

※「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト」のうち「発電からCO2貯留

までのトータルシステムのフィジビリティー・スタディー」を改称。 

② ゼロエミッション石炭火力基盤技術 

※「戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発（STEP CCT）」と「革新的ゼロエミッショ

ン石炭ガス化発電プロジェクト」のうち「革新的ガス化技術に関する基盤研究事業」

を統合。 

研究開発項目(1)「革新的ガス化技術に関する基盤研究事業」（P08020） 

ア)「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」 

イ)「石炭ガス化発電用高水素濃度対応低NOx技術開発」 

研究開発項目(2)「次世代高効率石炭ガス化技術開発」（P07021） 

研究開発項目(3)「石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開

発」（P07021） 

③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業（P92003） 

④ 燃料電池対応型石炭ガス化複合発電最適化調査研究（新規）（P10016） 

⑤ 革新的CO2回収型石炭ガス化技術開発（新規）（P10016） 

 

2. 事業の実施方式 

(1) 事業の実施体制 

本事業は、NEDOが単独ないし複数の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研究開発拠

点を有していること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施設等の活用あるいは

国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分はこの限りではない。）から、公募

によって事業実施者を選定し実施する。事業実施にあたり、事業項目②の研究開発項目(1) 

ア)、研究開発項目(2)及び(3)は実用化まで長時間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対

して、産学官の複数事業者が互いにノウハウを持ちより協調して実施する事業であり、委託

事業として実施する。また事業項目①、③についても委託により実施する。事業項目②の研

究開発項目(1)イ)、事業項目④及び⑤については、NEDOが実施先と共同研究契約を締結し、

共同研究（NEDO負担2/3）により実施する。 

NEDOは、事業に参加する各事業グループの有する研究開発ポテンシャルを検討し、これ

を最大限活用することにより効率的かつ効果的な研究開発の推進を図る観点から、各事業の

実施先決定後に必要に応じて研究開発責任者（プロジェクトリーダー）を指名し、その下で

運営管理を実施する。 

 

(2) 事業の運営管理 

事業全体の管理・執行に責任を有するNEDOは、経済産業省及び事業実施者と密接な関係

を維持しつつ、本事業の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。また、必要に

応じて、NEDOに設置する委員会、技術検討会等で、外部有識者の意見を運営管理に反映さ

せる他、四半期に一回程度、プロジェクトの進捗について事業実施者から報告を受ける等の

運営管理を行う。 

 

3. 事業の実施期間 

本事業の実施期間は、事業項目ごとに以下のとおりとする。 
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① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 

 本事業の実施期間は、平成20年度（継続）から平成24年度までの5年間とする。 

② ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発 

研究開発項目(1)「革新的ガス化技術に関する基盤研究事業」 

 本事業の実施期間は、平成20年度（継続）から平成24年度までの5年間とする。 

研究開発項目(2)「次世代高効率石炭ガス化技術開発」 

本事業の実施期間は、平成19年度（継続）から平成23年度までの5年間とする。 

研究開発項目(3)「石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発」 

本事業の実施期間は、平成19年度（継続）から平成22年度までの4年間とする。 

③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業 

 本事業の実施期間は、平成4年度から平成26年度までの23年間とする。 

④ 燃料電池対応型石炭ガス化複合発電最適化調査研究 

 本事業の実施期間は、平成22年度から平成23年度までの2年間とする。 

⑤ 革新的CO2回収型石炭ガス化技術開発 

本事業の実施期間は、平成22年度から平成25年度までの4年間とする。 

 

4. 評価に関する事項 

NEDOは、技術的及び政策的観点から、事業の意義、目標達成度、成果の技術的意義なら

びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による事業の中間評価及び事後評価を

実施する。 

 評価については、調査研究事業（①、④）及び調査事業（③）は、業務方法書第39条及び

事業評価実施規定に基づき毎年度事業評価を実施するとともに、適切な時期に外部有識者に

よる評価を実施する。（平成２２年度①の中間評価を予定）また、研究開発事業（②、⑤）

のうち、ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発研究開発項目(1)「革新的ガス化技術に関す

る基盤研究事業」は、平成２２年度に中間評価、２５年度に事後評価を、ゼロエミッション

石炭火力基盤技術開発 研究開発項目(2) 研究開発項目(3)「石炭利用プロセスにおける微量

成分の環境への影響低減手法の開発」は、平成２１年度に中間評価、２４年度に事後評価を、

「革新的CO2回収型石炭ガス化技術開発」については、平成２６年度に事後評価を実施する。 

なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の

進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

5. その他の重要事項 

(1) 研究開発成果の取扱い 

① 成果の普及 

得られた事業成果については、NEDO、実施者とも普及に努める。 

② 知的基盤整備事業及び標準化等との連携 

得られた事業成果については、知的基盤整備、標準化等との連携を図るため、デー

タベースへのデータの提供、標準情報(TR)制度への提案等を積極的に行う。 

③ 知的財産権の帰属 

委託事業、共同研究開発事業の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法

人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第25条
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の規定等に基づき、原則として、すべて委託先、共同研究先に帰属させることとする。 

 

(2) 基本計画の変更 

NEDOは、事業内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の研究開発動向、

産業技術政策動向、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の確保状況、当該事業の進

捗状況等を総合的に勘案し、達成目標や研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行

うものとする。 

 

(3) 根拠法 

本事業の根拠法は、事業項目ごとに以下のとおりである。 

① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第１項第九号及び第

十号 

② ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第１項第一号イ、ロ 

③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第１項第九号及び第

十号 

④ 燃料電池対応型石炭ガス化複合発電最適化調査研究 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第１項第一号イ、第

九号及び第十号 

⑤ 革新的CO2回収型石炭ガス化技術開発 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第１項第一号イ、ロ 

 

(4) その他 

平成22年度以降の技術動向や政策上の必要性に鑑み、必要に応じた研究開発項目の追加

や見直しを行うことがある。 

本事業は、平成21年度まで以下の基本計画もしくは実施方針を定めて実施していたテー

マを統合して実施する。 

・革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト 

・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発（STEP CCT） 

・クリーン・コール・テクノロジー推進事業 

 

6. 基本計画の改訂履歴 

(1) 平成22年3月、基本計画制定。 

(2) 平成22年5月、事業項目②ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発 研究開発項目(2)「次

世代高効率石炭ガス化技術開発」について、２．事業の具体的内容に(5)を追加。また、３．

達成目標の表現を一部変更。 
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事業項目② ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発 

（旧「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト」に係る部分） 

研究開発項目(1)「革新的ガス化技術に関する基盤研究事業」（P08020） 

 

１．事業の必要性 

石炭火力から発生するCO2を分離・回収・貯留するCCSを含めたゼロエミッション型の石炭

ガス化発電技術を火力発電に適用する場合、多量の付加的なエネルギーが必要となるため、貴

重な炭化水素資源の有効活用の観点から、石炭ガス化システムやCO2分離・回収技術の更なる

高効率化が求められる。そこで、ゼロエミッション石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向

上させるための基盤研究を実施する必要がある。 

 

２．事業の具体的内容 

発電技術と組み合わせると発電効率を大きく低下させる性質をもつCCS技術について、可能

な限り発電効率を高く維持するため、次の効率向上に資する基盤研究事業を実施する。 

 

ア）「CO2回収型次世代IGCC技術開発」 

CO2を酸化剤の一部として用いることにより、CO2回収型石炭ガス化システムの効率を大

幅に向上することのできる次世代IGCCシステムの基盤技術の開発を行う。また、このシステ

ムについて、環太平洋地域に賦存する多様な石炭に対する適応性の検討を実施する。 

 

イ）「石炭ガス化発電用高水素濃度対応低NOx技術開発」（提案公募） 

IGCCの発電効率を大幅に改善させる、革新的なガス化技術や要素技術の発掘を目的として、

2015～2030年頃の実用化を目指した先導的な研究開発及び将来の革新的なブレークスルーに

つながる基盤研究としてテーマを公募した結果、本テーマを選定した。高水素濃度燃料に対

応する低NOx濃度の燃焼技術を確立する基盤研究を実施する。 

 

３．達成目標 

ア）の事業目標を次のように設定する。 

[中間目標（平成２２年度）] 

・送電端効率向上（42%：HHV基準、CO2回収後）技術の目途を得る。 

[最終目標（平成２４年度）] 

・目標値 ：性状の異なる環太平洋地域の3種類以上の石炭を用い、CO2回収後において、

送電端効率42%（HHV基準）を実現させる基盤技術の確立。 

・設定根拠：既存技術では1300℃級ガスタービンを用いたIGCCで、CO2回収前の送電端効

率が43%程度であり、CO2回収ロスを高効率化技術で補完するため。 

 

イ）の事業目標を次のように設定する。 

[中間目標（平成２２年度）] 

・目標値 ：高水素濃度燃料に対応する燃焼技術として、NOx濃度10ppm（16％酸素濃度

換算）以下とする燃焼技術の目途を得る。 

（前提条件）燃焼器出口ガス温度1300℃、中圧条件等にて実証。 

[最終目標（平成２４年度）] 
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・目標値 ：高水素濃度燃料に対応する燃焼技術として、NOx濃度10ppm（16％酸素濃度

換算）以下とする燃焼技術の確立。 

（前提条件）燃焼器出口ガス温度1300℃、実圧条件等にて実証。 

・設定根拠：燃焼器性能の代表的評価指標であるNOx濃度を世界最高レベル値とした。 
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エネルギー分野

資源に乏しいわが国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネ

ルギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社

会の構築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間

を要するとともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業

が持続的な取組を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた

将来の技術進展の方向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、将来の不確

実性に対する懸念が緩和され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可

能となる。

また、「新・国家エネルギー戦略」や「エネルギー基本計画」においても、エネル

ギー技術戦略策定の必要性が明記されており「新・国家エネルギー戦略」が想定する

2030年という長期の時間設定の中、超長期エネルギー技術ビジョン（2005年10月策定）

を参考にしつつ、2006年11月策定のエネルギー技術戦略マップ2006をベースにし、技術

戦略マップ2007（エネルギー分野）を作成した。技術戦略マップ2008では、2007年5月

の総理イニシアティブ「クールアース50」を受けて策定された「Cool Earth-エネル

ギー革新技術計画」（2008年3月策定）をもとに、足下の2030年頃までの見通しに変更ギ 革新技術計画」（2008年3月策定）をもとに、足下の2030年頃までの見通しに変更

があったものについて修正を行った。

技術戦略マップ2009の策定に当たっては、省エネルギー技術戦略との整合、既存ロー

ドマップに最新技術を反映、個別技術の統廃合（235技術→178技術（新2技術））の3項

目の内容について見直しを行った。

技術戦略マップ2010の策定に当たっては、研究開発の最新動向を踏まえ、技術ロード

マップの見直しを行 た また 研究者 技術者のみならず国民全般が内外のエネルマップの見直しを行った。また、研究者・技術者のみならず国民全般が内外のエネル

ギー技術に係る課題や研究開発の取組に対する理解を深める1つの試みとして、エネル

ギー分野の技術ロードマップの中から18の技術分野を抽出し、「技術ロードマップ解説

書」を取りまとめた。
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エネルギー分野の技術戦略マップ

Ⅰ．検討の手順
技術戦略マップは、技術開発とそれ以外の関連施策を併せて示した導入シナリオ、政技術戦略マップは、技術開発とそれ以外の関連施策を併せて示した導入シナリオ、政

策目標を実現するために必要な技術を要素技術を含めて抽出した技術マップ及び技術開
発の進展を時間軸に沿って示した技術ロードマップから構成されている。
本技術戦略マップの作成にあたっては、2006年に策定した「新・国家エネルギー戦

略」における政策の柱を踏まえ、①総合エネルギー効率の向上、②運輸部門の燃料多様
化、③新エネルギーの開発・導入促進、④原子力の利用、そして、⑤化石燃料の安定供
給確保と有効かつクリーン利用、の5つの政策目標を設定した上で、これらに寄与する
主なエネルギー分野の技術を抽出した。

⑤⑤化石燃料の安定供給確保と化石燃料の安定供給確保と

①①総合エネルギー効率の向上総合エネルギー効率の向上 ②②運輸部門の燃料多様化運輸部門の燃料多様化

③③新エネルギーの開発・導入促進新エネルギーの開発・導入促進
④④原子力利用の推進と原子力利用の推進と

その大前提となる安全の確保その大前提となる安全の確保

Ⅱ 技術の特徴付けについて

次に、抽出した技術を時間軸展開することによりロードマップの作成を行い、技術開
発及びその成果が導入されるにあたって必要となる関連施策を整理した導入シナリオの
作成を行った。

⑤⑤化石燃料の安定供給確保と化石燃料の安定供給確保と
有効かつクリーンな利用有効かつクリーンな利用

Ⅱ．技術の特徴付けについて

エネルギー技術分野全体を俯瞰するため、有識者にアンケート調査を行い、5つの政
策目標に対する寄与について定性的な評価を行った。

評価項目 内 容

政策目標に関する指標

①総合エネルギー効
率の向上

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プ
ロセス効率向上」 民生・運輸部門における「省エネルギー」など GDPあ率の向上 ロセス効率向上」、民生 運輸部門における「省エネルギ 」など、GDPあ
たりの最終エネルギー消費指数を向上することに寄与する技術

②運輸部門の燃料多
様化

バイオマス由来燃料、GTL（Gas to Liquid）、BTL （Biomass to Liquid） 、
CTL （Coal to Liquid）などの新燃料、EV（電気自動車）やFCV（燃料電池
自動車）など、運輸部門の石油依存度を低減することに寄与する技術

③新エネルギーの開
発・導入促進

太陽、風力、バイオマス等を起源とするエネルギーに関連する技術の開発・
導入促進に寄与する技術。また、再生可能エネルギーの普及に資する新規技
術、エネルギー効率の飛躍的向上に資する技術、エネルギー源の多様化に資
する新規技術など「革新的なエネルギー高度利用技術」も含む。

④原子力利用の推進
とその大前提となる
安全の確保

2030年以降においても、発電電力量に占める原子力発電の比率を30～40％程
度以上とすることに寄与する技術。負荷平準化等、原子力利用の推進に資す
る技術や安全確保に資する技術も含む。

⑤化石燃料の安定供
給とクリーン・有効
利用

化石資源の開発・有効利用技術、CCT（クリーン・コール・テクノロジー）
などのクリーン利用や、資源確保に資する技術

Ⅲ．エネルギー技術全体の俯瞰図について

評価結果を基に、5つの政策目標に対する寄与を示したエネルギー技術全体を俯瞰す
るマップを作成した。
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Ⅳ 導入シナリオ・技術マップ・技術ロードマップの見方

○導入シナリオ

5つの政策目標毎に、国内外の背景、エネルギー政策の動向、主な技術開発及び関連
施策、その政策目標を達成するための共通関連施策について整理した。

○技術 プ○技術マップ

エネルギー分野全体から2030年頃までに実用化され、5つの政策目標に寄与すると思
われる178個の技術を洗い出し、それぞれの政策目標の達成に寄与する技術別に、分
類・整理してリストとして示すともに、下図のように一次エネルギー／二次エネルギー
／最終エネルギー消費のエネルギーの流れ、電気／熱／燃料等のエネルギーの形態、産
業／民生／運輸の需要部門別に整理を行い図示した。

水素

民生

燃料水素

石炭

化石資源

水素

熱産業

太陽

自然エネルギー
電気 二次エネルギー

一次エネルギー

電気
燃料

熱

燃料

石油

天然ガス

非在来型化石燃料

燃料

バイオマス

風力

水力

海洋

地熱

原子力

最終需要部門

水素

エネルギーの流れ

供給部門

転換部門

エネルギー輸送

運輸

最終需要部門
電気

kawatakzh
テキストボックス
- 添付3-4 -



○技術ロードマップ

それぞれの政策目標達成に寄与する技術について、技術開発を推進する上で必要な要
素技術・課題、求められる機能等の向上、技術開発フェーズの進展等を時間軸上にマイ素技術 課題、求 機能等 、技術開発 展等 時間軸
ルストーンとして展開した

また、技術スペックの記載にあたっては、分野別推進戦略や他分野のロードマップを
参考とした 。

技術が実現し、設備・製品が量産化されて
市場に導入される時期。通常の導入支援
策を前提とし、経済性、技術の実現可能性
など総合的に考慮。
転換 産業部門などの大型設備は１号機

市場ニーズ・社会ニーズを実
現するためのシステム・プロ

研究開発段階 実証試験段階 導入段階 普及段階

性能目標、コスト目標等

要素・関連技術、課題等

転換、産業部門などの大型設備は１号機
導入、民生・運輸部門などでは市場で競合
できる時期を表す。

個別技術

エネルギー技術

政策目標に対する寄与の評
価が可能なレベルで細分化

セス・製品などの技術群

個別技術No.は次の考え方で区分した。

研究開発により、各要素技術
等がほぼ確立あるいは課題
が解決される時期。ただし、導
入時期もあわせ、今後の技術
の進展および技術以外の要
因により時期は前後する。

価が可能なレ ルで細分化
した技術

※各ロードマップの線の色は、主として属する技術分野を表す。
緑：省エネ技術 青：新エネ技術 橙：電力・ガス技術
赤：原子力技術 紫：燃料技術

要素技術の注釈として【】および ・ を表記。
【】：複数の要素技術により達成される技術
・ ：より詳細な要素技術

1桁目 ：「新・国家エネルギー戦略」における5つの政策目標のうち
一番関連が強い政策目標を表す。

2,3桁目 ：エネルギー技術を指す。

（4桁目 ：個別の番号）
5桁目 ：俯瞰図における位置を指す。

①総合エネルギー効率の向上
⑤化石燃料の安定供給とクリーン・有効利用

A

D

J
C G

E
Ｏ Ｓ

Ｈ

Ｎ

Ｐ

④原子力利用の推進と
その大前提となる安全の確保

②運輸部門の
燃料多様化

B I

L

Q

K Ｆ

Ｍ

Ｒ
Ｐ

③新エネルギーの開発・導入促進

Ⅴ．改定のポイント

 既存ロードマップに最新技術を反映
 「技術ロードマップ解説書」を作成
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Ⅵ 政策目標に寄与する技術の
「導入シナリオ」・「技術マップ」・「技術ロードマップ」

ⅰ 総合エネルギー効率の向上ⅰ．総合エネルギ 効率の向上

（ⅰ－１）目標と将来実現する社会像
1970年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により相当程度の成功を収めてきた。今後
約30年においても、「新・国家エネルギー戦略」に掲げるこれまでと同程度の成果
（2030年までにGDPあたりのエネルギー利用効率を約30％向上）を実現していくため
には、産業部門はもとより、全部門において、総合エネルギー効率の向上に資する
技術開発とその成果の導入を促進することが不可欠である技術開発とその成果の導入を促進することが不可欠である。

（ⅰ－２）研究開発の取組
関連技術を5つ分類した。

○燃料を省く、または効率的に利用することによる製造プロセスの抜本的な効率化を
図るための「超燃焼システム技術」

○余剰エネルギーを時間的・空間的な制約を超えて利用し、エネルギー需給のミス
マッチを解消するための「時空を超えたエネルギー利用技術」

○生活スタイルの変化に伴う民生部門でのエネルギー消費量の増加に対応し、高効率
機器とITとの融合により省エネルギーを図るための「省エネ型情報生活空間創生技
術」

○運輸部門のエネルギー消費量の削減に向け、輸送機器の効率化とモーダルシフト等
利用形態の高度化により省エネルギーを図るための「先進交通社会確立技術」

○幅広い分野で使用される半導体等のデバイスの高性能化により省エネルギーを図る
ための「次世代省エネデバイス技術」

また、電力貯蔵技術等の電力安定供給に資する技術、送電ロスを大幅に低減する
技術等は、「時空を超えたエネルギー利用技術」に分類した。

（ⅰ－３）関連施策の取組
○事業者支援補助金による初期需要創出（高効率機器の補助導入など）
○セクター別ベンチマークの導入によるエネルギー消費原単位改善
○省エネ評価制度の国際的整備
○国際標準化・規格化による国際競争力の向上○国際標準化 規格化による国際競争力の向上
○国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組
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（ⅰ－４）改訂のポイント
○燃料電池関連技術については、本年策定中の二次電池分野のロードマップの検討結果に
合わせて見直し・修正を行った。具体的には燃料電池コジェネ(1203P)、固体酸化物燃料
電池SOFC)(3303P)、固体高分子型燃料電池（PEFC)(3304R)、燃料電池自動車(2123S)につ電池SOFC)(3303P)、固体高分子型燃料電池（PEFC)(3304R)、燃料電池自動車(2123S)につ
いて、時期の見直し並びに一部字句の修正を行った。

○電力系統システム（需要システム技術）(3501F)について、近年の状況を踏まえ、時期
の見直し並びに一部技術の追加・削除を行った。

○電力貯蔵のうち、NaS電池（3541O)、キャパシタ(3545M)、超電導電力貯蔵(3547F)につ
いて、近年の状況を踏まえ、時期の見直し並びに一部技術の追加・削除を行った。

○クリーンエネルギー自動車のうち、プラグインハイブリッド自動車(2121S)、電気自動
車(2122S)について、近年の状況を踏まえ、時期の見直し並びに一部技術の追加・削除を
行った。。

○その他、バイオリファイナリー（5701P）、温度差エネルギー利用（3252F)、地域エネ
ルギーマネージメント（1213F)、先進交通システム(ITS)(1401E)について見直した。

○解説書の作成
超燃焼システム技術、時空を超えたエネルギー利用技術、省エネ型情報生活空間創生技
術、先進交通社会確立技術、次世代省エネデバイス技術の5技術に関し、解説書を作成し
た。
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Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

（ⅴ－1）目標と将来実現する社会像（ⅴ－1）目標と将来実現する社会像
化石燃料資源の大宗を輸入に依存するわが国にとって、その安定供給の確保は国

家安全保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を
目指し、わが国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進め
ることが重要である。

資源開発に関し、実績に優る欧米メジャーの優位性、中国、インド等新興エネル
ギー需要国の資源獲得に向けた積極的な動きの中、わが国が資源国に対する交渉上
の優位性を獲得するためには、資源獲得能力の強化に資する先端的な技術開発を推
進することが重要である進することが重要である。

（ⅴ－2）研究開発の取組
技術開発としては、石油製品等を効率的に製造するためのコンビナート高度統合

技術等の石油有効利用技術、非在来型石油資源の精製技術、新たな天然ガス田の開
発に資すると考えられるGTL（Gas To Liquid）製造技術等の天然ガス利用技術、EOR
（Enhanced Oil Recovery：原油増進回収法）技術、メタンハイドレート生産技術等
の石油・天然ガスの探鉱開発・生産技術、供給安定性に優れた石炭の高効率なガス
化技術や新たな用途開拓につながる改質技術等の開発に重点的に取り組むとともに、
これと併せて、資源国との関係強化に向けた取組や、新燃料等の供給インフラ整備
の検討、実証事業等を推進することが必要である。

（ⅴ－3）関連施策の取組
○資源国との総合的な関係強化（研究開発協力、人的交流の拡大、経済関係強化な
ど）

○アジア諸国に対するエネルギー・環境分野における協力の積極的推進○アジア諸国に対する ネルギ 環境分野における協力の積極的推進

（ⅴ－4）改訂のポイント
○高効率コジェネのうち、燃料電池コジェネ(1203P)については今年度策定中のロー
ドマップを基に修正した。

○エネルギーマネージメントのうち地域エネルギー（1213F）について、字句等の一
部削除を行った。

○バイオマス燃料製造のうち、バイオマス資源供給（3201Q)、セルロース等のエタ
ノール化(3202Q)、ディーゼル用バイオ燃料(3203Q)、BTL製造(化学合成バイオ燃料
製造)(3204Q)、メタン醗酵(3205I)、水素醗酵等(3207I)について、技術の進展状況
を踏まえ、実現時期の見直し、一部技術項目の追加・削除を行った。

○CO2回収貯留のうち、CO2分離回収技術(5801D)、CO2地中貯留(5802D)、CO2海洋隔離
（5803D)について、時期の見直し並びに一部の技術項目の見直しを行った。

○石炭の高度生産・クリーン利用技術並びにCCS技術について、解説書を作成した。
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ガ

⑤「化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用」
に向けた導入シナリオ

石油・天然ガス等の化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先端的
な技術開発の推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリーンな利
用を促進するための技術開発・導入を目指す。

　　2030～2005 20252010 2015 2020

国
内

（ローリング）新・国家エネルギー戦略(2006)

Cool Earth-エネルギー革新技術計画(2008)
内
外
の
背
景

石油・天然ガス開発企業

2030年までに
ニア・ゼロエミッション

化石燃料発電所

European Strategic Energy Thecｈnology Plan(2007)の推進
（クリーンエネルギー技術開発）

クリーンコール開発

化石資源探鉱・開発・増進回収・生産技術の向上

原油・天然ガス増進回収（EOR・EGR）

Advanced Energy Initiative(2006)

AN ENERGY POLICY FOR EUROPE(2007)

低炭素社会づくり行動計画(2008) 石炭利用の高度化

化
石
燃
料
の
安
定

主
な
技

石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術

オイルサンド等非在来化石資源の利用技術

に対する支援の強化

供給源の多様化

資源確保指針の策定

備蓄制度等の緊急時対応の充実・強化

オイルサンド等非在来型石油資源の先進精製・高度有効利用

ﾒﾀﾝﾊｲﾄﾞﾚｰﾄ資源開発

原 然 増 回 （ ）

非在来油ガス田開発・生産

石炭の高度生産・選炭
ﾌﾛﾝﾃｨｱ地域開発に係わる

国際的枠組み作り

ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ等のインフラの効率的な整備

高度分解・処理技術の導入・普及

非在来型ガス（ECBM等）開発・生産回収の増進

供給インフラの整備・相互連結・第三者利用の促進 定
供
給
確
保
と
ク
リ
ー

ン

技
術
開
発
お
よ
び
そ
の

　

補助金・税制優遇などによる
初期需要創出

燃料規格の整備

産業プロセスでの高効率利用
　石油精製プロセス、コンビナート高度統合化　など

運輸部門での高効率利用
　　ハイブリッド自動車　など

　　　　IGCC 　　　　　IGFC A-IGCC/
A-IGFC

　天然ガス液体燃料（GTL）の運輸部門での利用
重質油からの合成軽油（ATL）製造

低品位炭の改質・有効利用

石油・天然ガスの有効利用技術
　重質油高度精製処理

供給インフラの整備 相互連結 第三者利用の促進

石炭のクリーン利用技術

石炭火力発電の発電効率向上

高温化による天然ガス火力発電等の効率向上

　　　　　A-USC

     その他・共通技術

ン
・
有
効
利
用
の
促
進

関
連
施
策 CCSの安全実証と社会受容性形成

産業プロセスでの有効利用

石炭液化燃料（CTL）の運輸部門での利用

石炭ガス化による多目的利用

　　　　　　　CO2回収貯留の適用・拡大

　　　地中貯留 海洋貯留

バイオマス由来燃料の拡大

CO2回収貯留（CCS） 国際的・社会的合意の獲得、国内関連法令・国際ルールの整備

バイオリファイナリーによる多様な製品化

石炭無灰化技術

アジア諸国に対するエネルギー・環境分野における協力の積極的推進

共
通
関
連

資源国との総合的な関係強化（研究開発協力、人的交流の拡大、経済関係強化など）

　　　　　　　　　産業プロセスでの有効利用
　　　　　　　　　　次世代コークス製造　など 物質・ｴﾈﾙｷﾞｰの併産

化石燃料からの効率的水素製造・利用

クリーンエネルギー自動車の導入・普及

燃料電池

連
施
策
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⑤「化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用」
に寄与する技術の技術マップ（技術リスト）（3/4）

※それぞれの政策目標 の寄与が大きいと思われる個別技術を で示す赤字※それぞれの政策目標への寄与が大きいと思われる個別技術を で示す。赤字

⑤「化石燃料の安定供給確保と
有効かつクリーンな利用」

⑤「化石燃料の安定供給確保と
有効かつクリーンな利用」

石炭のクリーン利用技術

政策目標 中分類 エネルギー技術 個別技術

環境適合技術 エネルギー安定供給技術

3213L ﾊﾞｲｵﾏｽ・廃棄物直接燃焼

10 省エネ型産業プロセス 1101H  次世代コークス製造法

1102H  製鉄プロセス

3206L  石炭付加バイオマス燃料
製造技術

20 バイオマス燃料製造 3201Q バイオマス資源供給

21 バイオマス・廃棄物・
エネルギー利用

バイオ 廃棄物ガ 化

56 石炭火力発電

31 水素製造 3311Q  ガス化水素製造

5612H  先進超々臨界圧火力発電
（A-USC）

5613H  石炭ガス化複合発電
（IGCC）

5614H  石炭ガス化燃料電池
複合発電（IGFC）

3214L バイオマス・廃棄物ガス化
発電

5616D  微量物質排出削減技術

5634L  石炭ｶﾞｽ化多目的利用技術

5631D  次世代石炭粉砕技術

5632J  石炭液化技術（CTL）

5633Q  石炭水素化熱分解技術

5635D  石炭灰の高度利用技術

5636D 石炭無灰化技術

63 石炭利用技術

複合発電（IGFC）

5636D  石炭無灰化技術

5637D  低品位炭改質・利用技術

5639D 高効率石炭転換技術

5638D  石炭乾留ガス･
有効利用技術
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－ 添付 5-1 － 

 

特許論文等リスト 

 

 本プロジェクトにおける特許出願・論文投稿等のリストを表-1に示す。 

 

表-1 「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」の特許出願、論文投稿件数 

 H20

年度 

H21

年度 

H22

年度 

H23

年度 

H24

年度 

H25

年度 

H26

年度 

合計 

研究発表 8件 33件 29件 46件 49件 29件 10件 204件 

論文投稿 3件 15件 11件 15件 12件 16件 9件 76件 

研究報告書*等 1件 1件 1件 2件 2件 2件 1件 10件 

特許 0件 1件 1件 1件 1件 0件 0件 4件 

＊本研究開発の中間年報 

 

「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」においては、九州大学と電中研が連携して研究発表

204件(電中研 66 件、九大 116件、京大 19 件、群大 3 件)、論文 76 件(電中研 11件、九大 65

件)、と積極的に情報発信を行い、外部有識者の認知を得るべく活動した。この中で、中間評価に

おける指摘を考慮して｢若手研究者を登用し、その対外発表の機会を創出｣するとともに、得られた

成果を技術検討委員会や関連研究者間のミーティングなどの機会を通じて共有化し、プロジェクト

全体の底上げに努めた。この他に、電力各社に対しても様々な機会を活用して成果を発信したが、

非公開のものを含むため、一覧には記載しない。 

O2/CO2 吹き石炭ガス化の原理に関する基本特許は、本事業が始まる前に既に出願済（国内 11

件、国際 1 件）であったが、本事業の中で開発した乾式ガス精製の炭素析出抑制技術に関連し 4

件の特許を出願した。 

 次頁以降に、その詳細を示す。 
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（1） 研究発表 

 

 

 

 

No. 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日

1
細貝 聡，木塚崇博，則
永行庸，林潤一郎

九州大学
褐炭迅速熱分解により生成した揮発成分の
チャー粒子表面における接触分解特性

第17回日本エネルギー学会大会, 東京 (2008) 2008/8/4

2

　Sou Hosokai, Masaki
Nakano, Mikio Ohshita,
Koyo Norinaga, Jun-
ichiro Hayashi

九州大学
Decomposition of refractory aromatics over
char and charcoal

1st Asian Conference on Innovative Energy &
Environmental Chemical Engineering, Sapporo
(2008)

2008/9/1

3
佐藤良多，則永行庸，
林潤一郎

九州大学
詳細な化学を考慮したタールモデル化合物の水
蒸気改質反応速度モデリング

化学工学会第40秋季大会, 仙台　(2008) 2008/9/28

4
三枝直路，則永行庸，
林潤一郎

九州大学
炭化水素熱分解における多環芳香族化合物の
生成機構

化学工学会第40秋季大会, 仙台　(2008) 2008/9/28

5
松原徹，細貝聡，松岡
浩一，則永行庸，林潤
一郎

九州大学
石炭熱分解タールのチャー表面におけるin-situ
改質

化学工学会第74年会，横浜（2009） 2009/3/18

6
　佐藤良多，則永行庸，
林 潤一郎

九州大学
低級アルカン熱分解反応シミュレーションに及ぼ
す流体・伝熱モデルの影響

化学工学会第74年会，横浜（2009） 2009/3/18

7
前田 裕二、松隈 洋介、
井上 元、峯元 雅樹

九州大学 石炭ガス化装置内の燃焼灰の挙動解析 化学工学会 第74年会(横浜) 2009/3/18

8

九州大学　佐々木久郎,
菅井裕一,Li Zhigang,
Zhang Xiaoming, Wang
Jiren

九州大学
TG-DTA Measurements of Coal using Gas
Flow Containing High Concentration of CO2

平成21年度　資源・素材学会春季大会 2009/3/28

9
Anggoro Tri MURSITO,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Keiko SASAKI

九州大学

Product Characterization of Raw Peat and Low
Quality Coal Treated by Alkaline Hydrothermal:
A Novel Method of CO2 Capturing and
Hydrogen Generation

2nd International Symposium of Novel Carbon
Resource Science, Earth Resource Science
and Technology

2009/5

10
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Moriyasu NONAKA

九州大学
Upgrading of Low Rank Coal and Woody
Biomass by Hydrothermal Treatment

2nd International Symposium of Novel Carbon
Resource Science, Earth Resource Science
and Technology

2009/5

11 　前田 裕二 九州大学
IGCC におけるCO2 除去・回収およびガス化炉
内の灰の挙動の数値的検討

第４６回化学関連支部合同九州大会 2009/7/11

12 　前田 裕二 九州大学 IGCCにおけるCO2 除去・回収およびガス化炉内の灰の挙動の数値的検討第２０回九州地区若手ケミカルエンジニア討論会 2009/7/24

13

　Toru Matsuhara, Sou
Hosokai, Koyo
Norinaga, Koich
Matsuoka, Chun-Zhu Li
and Jun-ichiro Hayashi

九州大学
　In-situ decomposition of tar from rapid
pyrolysis of coal in a sequence of coking over
char and coke gasification with steam

10th Japan-China Symposium on Coal and C1
Chemistry, Tsukuba (2009)

2009/7/26

14

Koyo Norinaga,
Naomichi Saegusa, Olaf
Deutschmann and
Junichiro Hayashi

九州大学
A precise chemical kinetic model for thermal
reactions of lower hydrocarbons

10th Japan-China Symposium on Coal and C1
Chemistry, Tsukuba (2009)

2009/7/26

15
野中　壯泰、平島　剛、
笹木　圭子

九州大学
水熱処理による低品位炭とバイオマスの高品質
化

資源･素材学会秋季大会 2009/9/10

16
Anggoro Tri MURSITO,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Keiko SASAKI

九州大学
Solid Product Characterization of Tropical and
Cold Climate Peat Produced by Hydrothermal
Treatment

資源･素材学会秋季大会 2009/9/10

17
佐々木久郎，菅井裕
一，Li Zhigang，Zhang
Xiaoming, Wang Jiren

九州大学 CO2による石炭ガス化挙動と発熱特性
平成21年度　資源・素材学会秋季大会(札幌
市)

2009/9/10

18 Jun-ichiro Hayashi 九州大学
Next Generation Coal Gasification: A
Consideration from a Thermochemical Point of
View

日本学術振興会・中国科学院30周年記念シン
ポジウム, 東京　(2009)

2009/9/16

19
細貝 総,  畠山 朋, 則
永 行庸,  林 潤一郎

九州大学
石炭迅速熱分解生成物の気相部分酸化および
CO2改質反応特性

化学工学会第41秋季大会，広島（2009） 2009/9/17

20
Masek Ondrei, 細貝 総,
則永 行庸, Chunzhu Li,
林 潤一郎

九州大学
NaおよびCaをイオン交換担持した褐炭の水蒸
気存在下における迅速熱分解特性

　化学工学会第41秋季大会，広島（2009） 2009/9/17

21
Moriyasu Nonaka,
Tsuyoshi Hirajima and
Keiko Sasaki

九州大学
Upgrading and gasification of low rank coal and
woody biomass

3rd International Symposium on Novel Carbon
Resource Sciences

2009/11

22
Anggoro Tri Mursito,
Tsuyoshi Hirajima and
Keiko Sasaki

九州大学
Characteristics of hydrothermally-upgraded
peat and its application for fuel based
combustion

10th International Symposium on East Asian
Resources Recycling Technology

2009/11
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No. 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日

23

Alam Md. Saiful, Agung
Tri Wijayanta, Koichi
Nakaso, Jun Fukai,
Koyo Norinaga and
Jun-ichiro Hayashi

九州大学
Sensitivity Analysis of Primary Reactions of
Coal Volatiles in a Plug Flow Reactor

The Third International Symposium on Novel
Carbon Resource Sciences

2009/11/2-3

24
M.F. Irfan and K.
Kusakabe

福岡女子大学
Pulverized Coal Pyrolysis and Gasification in
N2/O2/CO2/ Mixtures by Thermogravimetric
Analysis

3rd International Symposium on Novel Carbon
Resources

2009/11/2-3

25
M.F. Irfan and K.
Kusakabe

福岡女子大学
Reaction Kinetics of Coal Gasification with the
N2/O2/CO2 Mixture

2009 AIChE Annual Meeting 2009/11/8-13

26
M.F. Irfan and K.
Kusakabe

福岡女子大学
Thermogravimetric Characterization of  Datong
Coal for O2/CO2 Gasification

第４６回石炭科学会議 2009/11/26-27

27
Moriyasu Nonaka,
Tsuyoshi Hirajima and
Keiko Sasaki

九州大学
Washability study and gasification reactivity of
coal

International Symposium on Earth Science
and Technology

2009/12

28
Li Zhigang,佐々木久郎,
菅井裕一, Zhang
Xiaoming, Wang Jiren

九州大学

Experimental Study on Combustion,
Gasification and Adsorption of Coal in
CO2 Rich Atmosphere

International Symposium on Earth Science
and Technology 2009

2009/12/8

29
Agung Tri Wijayanta,
Alam Md. Saiful, Koichi
Nakaso, Jun Fukai

九州大学
Soot Formation on Primary Reactions of Coal
Volatiles in a Plug Flow Reactor

The fourth International Symposium on Novel
Carbon Resource Sciences

2009/12/12-13

30
Alam Md. Saiful, Agung
Tri Wijayanta, Koichi
Nakaso, Jun Fukai

九州大学
EFFECT OF CO2 ATMOSPHERE ON SOOT
FORMATION DURING COAL VOLATILES
COMBUSTION

化学工学会　第75年会 2010/3/18-20

31
Li Zhigang,佐々木久郎,
菅井裕一,Zhang
Xiaoming, Wang Jiren

九州大学

Preliminary Measurements of Combustion and
Gasification of Coal for Rapid Heating
（急速加熱による石炭粉の燃焼およびガス化に
関する試験的測定）

平成22年度　資源・素材学会春季大会 2010/3/30

32
野中　壯泰、平島　剛、
笹木　圭子

九州大学 低品質炭素資源の前処理とガス化性 資源･素材学会春季大会 2010/4/1

33 Tsuyoshi HIRJIMA 九州大学
Upgrading Low-Grade Coal to Reduce the
Environmental Load

4th International Workshop and Conference
on Earth Resources Technology

2010/5

34
松隈 洋介，前田 裕二，
井上  元， 峯元 雅樹

九州大学
格子ボルツマン法によるIGCC ガス化炉下部か
らの溶融スラグ挙動の検討

日本混相流学会　年会講演会２０１０ 2010/7/17

35
前田 裕二, 松隈 洋介,
峯元 雅樹, 井上 元

九州大学 石炭ガス化炉における溶融灰の流動解析 　化学工学会第42回秋季大会 2010/9/7

36
野中　壯泰、平島　剛、
笹木　圭子

九州大学 石炭のガス化性に及ぼすマセラルの影響 資源・素材学会秋季大会 2010/9/15

37 　松下洋介 九州大学
微粉炭燃焼において生成ガスが酸化剤の物質
移動に及ぼす影響の数値解析

第47回石炭科学会議 2010/9/22

38
Xiangchao Lin, Jin
Miyawaki, Isao Mochida,
Seong-Ho Yoon

九州大学
29Si and 27Al solid-state NMR analyses of
structure transition behaviors of minerals in
coal ash

The 6th International Symposium on Novel
Carbon Resource Sciences

2010/11/12

39

Alam Md. SAIFUL,
Agung Tri WIJAYANTA,
Koichi NAKASO, Jun
FUKAI

九州大学
GASIFICATION REACTION RATE ANALYSIS
OF O2/CO2 COAL COMBUSTION

The Sixth International Symposium on Novel
Carbon Resource Sciences

2010/11/12-13

40 　松下洋介 九州大学
Investigation of Air and Oxygen Combustion
Kinetics of Pulverized Coal

The Sixth International Symposium on Novel
Carbon Resource Sciences: Aiming toward
low-carbon Society

2010/11/12-13

41 　松下洋介 九州大学 噴流床ガス化炉の数値解析
化学工学会九州支部アドバンスト講習会「低炭
素社会の実現に向けた戦略と課題」

2010/11/15

42
Xiongchao Lin, Jin
Miyawaki, Isao Mochida,
Seong-Ho Yoon

九州大学
Study on the structure transition and fluidity
properties of several coal ashes

8th Japan-China-Korea Joint symposium -
Carbon Materials for Energy Devices &
Environmental Protection- Carbon Saves the
Earth 2010 (CSE2010)

2010/11/25

43
Anggoro Tri MURSITO,
Tsuyoshi HIRAJIMA

九州大学

Effects of Hydrothermal Upgrading of Tropical
Peat on the Improvement of Devolatilization
and Combustion Characteristics of Peat Fuel
Products

Second International Symposium on
Gasification and Its Application (iSGA2010)

2010/12

44
Moriyasu NONAKA,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Keiko SASAKI

九州大学
Effect of Gravity Separation on CO2
Gasification

Second International Symposium on
Gasification and Its Application (iSGA2010)

2010/12
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45

Shuhei OKABE,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Moriyasu NONAKA,
Satoshi KUMAGAI,
Keiko SASAKI

九州大学
Characteristic of Low Rank Coal Upgraded by
Hydrothermal Treatment

International Symposium on Earth Science
and Technology 2010

2010/12

46

Daisuke Imajyo, Yuji
Maeda, Yosuke
Matsukuma, Masaki
Minemoto, Gen Inoue

九州大学
Basic study on the behavior of molten slag
discharging from the IGCC gasifier

The 23rd International Symposium on
Chemical Engineering

2010/12/4

47 櫻井　靖紘 九州大学

Conversion of Nascent Volatiles from the
Flash Pyrolysis of Coal
in the Presence of CO2 at Elevated
Temperature

The 23rd International Symposium on
Chemical Engineering

2010/12/4-5

48 櫻井　靖紘 九州大学

Conversion of Nascent Volatiles from the
Flash Pyrolysis of Coal
in the Presence of CO2 at Elevated
Temperature

The 23rd International Symposium on
Chemical Engineering

2010/12/4-5

49

Alam Md. SAIFUL,
Agung Tri WIJAYANTA,
Koichi NAKASO and
Jun FUKAI

九州大学
NUMERICAL PREDICTIONS OF SYNGAS
FROM MILD COMBUSTION OF PULVERIZED
COAL

Second International Symposium on
Gasification and Its Application (iSGA 2010)

2010/12/5-8

50

Li Zhigang, 佐々木久郎,
菅井裕一
Zhang Xiaoming, Wang
Jiren

九州大学

Flue Gas Analysis of Low-temperature
Oxidation of Coal Sample for Low O2
Concentration in a Mixture of N2/CO2 and
Circulated Gas by Rapid Heating

International Conference on Earth Science
and Technology

2010/12/8

51

Alam Md. SAIFUL,
Agung Tri WIJAYANTA,
Koichi　NAKASO and
Jun FUKAI

九州大学
NUMERICAL INVESTIGATION OF PARTICLE
PROPERTIES ON COAL GASIFICATION
UNDER CO2 ATMOSPHERE

Conference on Engineering Research,
Innovation and Education 2011

2011/1/7-11

52

Hiroyuki Kono, Kyuro
Sasaki, Yuichi Sugai,
Takashi Takahashi,
Daisuke Ito and
Takashi Okabe

九州大学
Oil Drainage for EOR by CO2 Gas Diffusion
and Dissolution into Heavy Oil

World Heavy Oil Congress 2011
(WHOC2011)

2011/3/16

53

Alam Md. SAIFUL,
Agung Tri WIJAYANTA,
Koichi NAKASO and
Jun FUKAI

九州大学
COAL PARTICLE BEHAVIORS IN THE
REACTOR DURING PULVERIZED COAL
COMBUSTION IN CO2/O2 MIXTURES

化学工学会　第76年会 2011/3/22-24

54 櫻井　靖紘 九州大学
石炭迅速熱分解生成物のCO2雰囲気における
高温転換特性

　化学工学会　第76年会 2011/3/22-24

55

Zhigang Li, Xiaoming
Zhang, Yuichi Sugai,
Jiren Wang, Kyuro
Sasaki

九州大学
Gasification and Combustion Characteristics of
Datong Coal in a Mixture of O2/CO2 and
Recycled Flue Gas by Rapid Heating

2011 International Conference on Future
Environment and Energy (ICFEE2011)

2011/3/26

56
野中　壯泰、平島　剛、
笹木　圭子

九州大学 石炭前処理のCO2ガス化への影響 資源・素材学会春季大会
震災のため開催

中止

57
Moriyasu NONAKA,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Keiko SASAKI

九州大学
Pretreatment of Low Rank Coal for CO2
Gasification

5th International workshop and Conference
on Earth Resources Technology

2011/5

58
Md. Saiful Alam, Agung
Tri Wijayanta, Koichi
Nakaso, Jun Fukai

九州大学
Syngas Production from Coal Gasification with
CO2 Rich Gas Mixtures

The 7th international symposium on coal
combustion

2011/7/17-20

59
松隈洋介，前田裕二，
今城大輔，井上 元，峯
元雅樹

九州大学
IGCC ガス化炉下部での溶融スラグの流動様式
の数値計

日本混相流学会 年会講演会 2011 2011/8/6-8

60
K. Sasaki, Ferian
Angara，Y. Sugai

九州大学
Coal-Matrix Swelling by CO2 Adsorption and a
Model of Permeability Reduction

2011 World Mining Congress 2011/9/16

61
野中　壯泰、平島　剛、
笹木　圭子

九州大学 CO2ガス化のための低品位炭前処理技術 資源素材学会秋季大会 2011/9/29

62
佐々木 久郎，
菅井 裕一

九州大学
石炭の自然発火－水分の多い低炭化度炭の等
価酸化時間概念について－

平成23年度資源･素材学会秋季大会 2011/9/29

63
K. Norinaga, R. Sato,
J.-i. Hayashi

九州大学
Prediction of steam reforming of the simulated
coke oven gas with a detailed chemical kinetic
model.

International Conference on Coal Science
and Technology 2011

2011/10/9-13

64
Yohsuke Matsushita,
Nozomi Wada

九州大学
Characteristics of Mass Transfer of Oxidant
with Partial Oxidation Reaction in O2/CO2
system

Proceedings of the International Conference
on Clean Coal Technology and Fuel Cells

2011/11/8-10
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65

Shuji YAMAMOTO,
Yasuhiro SAKURAI,
Shinji KUDO, Koyo
NORINAGA, Jun-ichiro
HAYASHI

九州大学
Fates of Mono- and Di-aromatics in High-
temperature Atmosphere Containing CO, CO2,
H2 and H2O

Proceedings of the International Conference
on Clean Coal Technology and Fuel Cells

2011/11/8-10

66
Hiroaki WATANABE,
Koyo NORINAGA

九州大学
Large-eddy simulation of a reacting flow of
coal gas reforming

Proceedings of the International Conference
on Clean Coal Technology and Fuel Cells

2011/11/8-10

67

Xiongchao Lin, Keiko
Ideta, Jin Miyawaki,
Hiromichi Takebe,

Isao Mochida

九州大学
Effects of fluxing agent addition on structural
transition and flow behavior of coal ashes

7th International Conference on Clean Coal
Technology and Fuel Cells (CCT&FCs-2011)

2011/11/9

68 櫻井　靖紘 九州大学

Conversion of Nascent Char and Volatiles
from the Flash Pyrolysis of
a Bituminous Coal in CO2-Containing
Atmosphere at Elevated Temperature

　The Sixth International Symposium on Novel
Carbon Resource Sciences: Aiming toward
low-carbon Society

2011/11/12-13

69

Xiongchao Lin, Keiko
Ideta, Jin Miyawaki,
Seong-Ho Yoon, Isao
Mochida

九州大学
Investigation of effects of fluxing agent
addition on structural transition of coal ashes
by solid-state NMR

The International Symposium on Nuclear
Magnetic Resonance 2011 (ISNMR2011)

2011/11/16

70

Shuji YAMAMOTO,
Yasuhiro SAKURAI,
Shinji KUDO, Koyo
NORINAGA, Jun-ichiro
HAYASHI

九州大学
Conversion of Refractory Aromatics in CO-
CO2-H2-H2O Atmosphere over 1100 °C

The 24th International Symposium on
Chemical Engineering

2011/12/2-4

71
井上 英樹 ,今城 太輔,
松隈 洋介,峯元 雅樹

九州大学 IGCCガス化炉での溶融スラグ挙動の数値解析 化学工学会第77年会 2012/3/15-17

72
兪  瑜、  藤岡 祐一、
小林 誠

福岡女子大学
Effect of H2S on carbon deposition of iron
oxide in O2/CO2 coal gasification gas

化学工学会 第78年会 (大阪, 2013) 2012/3/19

73
野中壯泰, 平島　剛,
笹木圭子

九州大学 低品位炭前処理による性状変化 資源・素材学会春季大会 2012/3/26

74
中川 皓介、上田 康、
武部 博倫

愛媛大学 酸化物スラグ融体の高温粘度評価測定 資源・素材学会平成24年度(2012年)春季大会 2012/3/27

75
森安 諒、斎藤 全、
武部 博倫

愛媛大学 酸化物スラグ融体と白金の界面反応 資源・素材学会平成24年度(2012年)春季大会 2012/3/27

76
福井 智也、上田 康、
武部 博倫

愛媛大学
ホットサーモカップル法によるスラグ及びマットの
溶融挙動の評価

資源・素材学会平成24年度(2012年)春季大会 2012/3/27

77

Koichiro Hata, Hyun-
Sig Kil, Keiko Ideta, Jin
Miyawaki, Isao Mochida,
Seong-Ho Yoon

九州大学
Porosity and surface evaluations of carbon
materials using 129Xe-NMR method

The annual world conference on carbon (Carbon2012)2012/6/19

78

Koichiro Hata, Yuzo
Ohata, Keiko Ideta,
Shigemi Toda, Ryusuke
Harada, Jin Miyawaki,
Isao Mochida, Seong-
Ho Yoon

九州大学
NMR analysis of surface functionalities on
carbon blacks

Carbon2012, The Annual World Conference on Carbon2012/6/20

79

Zhigang Li, Xiaoming
Zhang, Yuichi Sugai,
Jiren Wang and Kyuro
Sasaki

九州大学

Properties and Developments of Combustion
and Gasification of Coal and Char in a CO2-
Rich and Recycled Flue Gases Atmosphere by
Rapid Heating

Journal of Combustion 2012/7/1

80 則永行庸 九州大学 「炭化水素熱化学反応の詳細化学反応速度モデリング」日本学術振興会，石炭利用技術第148委員会第135回研究会2012/8/2

81
山本 修司, 櫻井 靖紘,
工藤 真二, 則永 行庸,
林 潤一郎

九州大学
O2/CO2ガス化炉内模擬ガス雰囲気における
芳香族化合物の転換特性

第21回日本エネルギー学会大会,2012.08.07 2012/8/7

82 Tsuyoshi HIRAJIMA 九州大学
Upgrading of Low Rank Coal and Biomass
Aimed at Reducing Environmental Load

International Symposium on earth Science
and Technology 2012 (CINEST2012)

2012/9/1

83

Moriyasu NONAKA,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Satoshi KUMAGAI,
Keiko SASAKI

九州大学
Upgrading and Drying of Lignite by Super- and
Sub- Critical Fluids

International Symposium on earth Science
and Technology 2012 (CINEST2012)

2012/9/1

84

Koichiro Hata, Yuzo
Ohata, Keiko Ideta,
Shigemi Toda, Ryusuke
Harada, Jin Miyawaki,
Isao Mochida, Seong-
Ho Yoon

九州大学
Solid-state NMR analysis of carbon blacks with
different surface functinalities using water as
a surface probe

2nd KIER-Kyushu U. Joint Symposium on
Green System and Materials

2012/9/11
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85
野中壯泰・平島剛・熊
谷聡・笹木圭子

九州大学
亜臨界・超臨界流体による低品位炭の改質およ
び乾燥

資源素材学会秋季大会 2012/9/11

86
佐々木久郎，李 治刚,
菅井裕一, 張暁明

九州大学
高圧・高濃度CO2雰囲気における石炭の急速
加熱によるガス化

成24年度資源･素材学会秋季大会 2012/9/11

87
李 治刚, 張暁明, 菅井
裕一，王継仁，佐々木
久郎

九州大学
Coal Gasification in High Pressure and High
CO2 Concentration Atmosphere by Rapid
Heating

International Symposium on Earth Science
and Technology 2012

2012/9/19

88
松隈 洋介 ,糸賀 亮介,
峯元 雅樹

九州大学 多孔体への液滴浸潤過程の数値計算 化学工学会 第44回秋季大会　講演論文集 2012/9/19

89
Md. Saiful Alam, Agung
Tri Wijayanta, Koichi
Nakaso, Jun Fukai

九州大学
Numerical study of devolatilization effect on
CO/H2 production from coal gasification

化学工学会 第44回秋季大会 2012/9/20

90
井生大地，杉康太郎，
松隈洋介，峯元雅樹

九州大学
アルカリ液濃縮によるCO2吸収･放散システム
の可能性検討

化学工学会 第44回秋季大会　講演論文集 2012/9/20

91
兪  瑜、  藤岡 祐一、
小林 誠

福岡女子大学
Carbon deposition border in the desulfurization
process in  IGCC

 化学工学会 第44回秋季大会(東北大学,
2012）

2012/9/20

92
宮崎雄介，松隈洋介，
峯元雅樹

九州大学
鉄系吸着剤を用いた乾式脱硫システムの脱硫
性能検討

化学工学会 第44回秋季大会　講演論文集 2012/9/21

93

K. Norinaga, R. Tanaka,
S. Kudo, J. Hayashi, H.
Watanabe, V. J.
Janardhanan

九州大学
Modeling of Reaction Flow in a Reformer for
Non-catalytic Partial Oxidation of Hot Coke
Oven Gas

Proc. 62nd Canadian Chemical Engineering
Conference Incorporating the 3rd
International Symposium on Gasification and
its Applications

2012/10/15

94
櫻井 靖紘, 山本 修司,
工藤 真二, 則永 行庸,
林 潤一郎

九州大学
,石炭ガス化炉模擬雰囲気における芳香族化合
物の転換反応機構,

第49回石炭科学会議,2012.10.24 2012/10/24

95
岩永 圭太, 工藤 真二,
則永 行庸, 林 潤一郎,
古屋 謙治

九州大学
,石炭ガス化で生成するタール構成分子リアルタ
イム計測へのイオン付着イオン化質量分析法の
適用

第49回石炭科学会議,2012.10.24 2012/10/24

96

Md. Saiful Alam, Kazi
Bayzid, Agung Tri
Wijayanta, Koichi
Nakaso, Jun Fukai,
Sankar Bhattacharya

九州大学
Investigation of brown coal char-CO2
gasification in a laboratory scale drop tube
furnace

2012 American Institute of Chemical
Engineers (AIChE) Annual Meeting　（Paper
No.: 128a)

2012/10/29

97

Yasuhiro Sakurai, Shuji
Yamamoto, Kudo Shinji,
Koyo Norinaga, Hayashi
Jun-ichiro

九州大学
Conversion of Refractory Aromatics in
Simulated Gaseous Atmosphere of Two-Stage
Entrained-Flow Coal Gasifier

The 9th International Symposium on Novel
Carbon Resource Sciences

2012/11/3

98 Yu Yu, Yuichi Fujioka, 福岡女子大学

Effect of CO2 addition on retarding the carbon
deposition of synthesis gas containing high CO
for α - Fe2O3 sorbents in O2-blown coal
gasification

9th Intl. Symp. of Novel Carbon Res. Scie.,
P50

2012/11/3

99
Yosuke Matsukuma,
Ryuhei Itoh,Masaki
Minemoto

九州大学
Numerical simulations of porous structure by
Lattice Boltzmann method

Proceedings of International Workshop on
Process Intensification in Fluid and Particle
Engineering 2012

2012/11/8

100

Yong Jiang, Keiko
Ideta, Jin Miyawaki,
Seong-Ho Yoon, Isao
Mochida

九州大学
Evolution of Si-Al microstructure of two
representative coal ash slags with similar
chemical compositions during heat treatment

10th China-Japan-Korea Joint Symposium on
Carbon Materials to Save the Earth
(CSE2012)

2012/11/24

101

Keita Iwanaga, KENJI
FURUYA, Kudo Shinji,
Hayashi Jun-ichiro,
Koyo Norinaga

九州大学

Application of ion attachment mass
spectroscopy for real time monitoring of tarry
component included in producer gas from
biomass/coal gasification

The 25th International Symposium on
Chemical Engineering

2012/12/5

102 島袋 広人，　高曽 徹 九州大学
一様流中で振動する球からの物質移動の可視
化

第10回日本流体力学会　中四国・九州支部講
演会

2012/12/9

103
松隈洋介，井上元，
峯元雅樹

九州大学
溶融スラグの流下状態に粘度が及ぼす影響の
数値的検討

第62回理論応用力学講演会 2013/3/6

104 島袋 広人，　高曽 徹 九州大学
流れの中で振動する球まわり流れと物質移動
のシュリーレン法による可視化

日本機械学会 九州支部 第６６期総会・講演会 2013/3/13

105
野中壯泰・平島剛・笹
木圭子

九州大学 高水分褐炭の改質に伴う性状変化 資源・素材学会春季大会 2013/3/29

106

Koichiro Hata, Yuzo
Ohata, Keiko Ideta,
Shigemi Toda, Ryusuke
Harada, Jin Miyawaki,
Isao Mochida, Seong-
Ho Yoon

九州大学
Elucidation of surface properties of carbon
blacks by solid-state NMR using water
molecule as a surface probe

The Annual World Conference on Carbon
(Carbon 2013)

2013/7/15
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107

Koichiro Hata, Keiko
Ideta, Ryohei Miyamae,
Yuzo Ohata, Hyunsig
Kil, Shigemi Toda,
Ryusuke Harada, Jin
Miyawaki, Isao Mochida,
and Seong-Ho Yoon

九州大学
NMR analysis of water adsorption behavior in
carbon micropores

The Annual World Conference on Carbon
(Carbon 2013)

2013/7/15

108
武部 博倫、福井 智也、
森安 諒

愛媛大学
マグネシウム－クロム質耐火物の微細組織とス
ラグ融体の界面反応

平成25年度資源・素材関係学協会合同秋季大会 2013/9/5

109  Koyo Norinaga 九州大学

Detailed chemical kinetic modeling toward
better understanding of complex reactions of
multi-component mixtures derived from carbon
resources

 The 63rd Canadian Chemical Engineering
Conference (Frontier in Chemical Engineering
Lecture Series, Application of Clean Coal
Technology)

2013/10/23

110
田中亮太，則永行庸，
工藤真二，林潤一郎，
渡邊裕章

九州大学
詳細反応速度モデル簡略化による石炭乾留ガ
ス部分酸化改質炉内の反応性乱流解析

第50回石炭科学会議 2013/10/28-31

111

Koichiro Hata, Yuzo
Ohata, Keiko Ideta,
Shigemi Toda, Ryusuke
Harada, Isao Mochida,
Seong-Ho Yoon, Jin
Miyawaki

九州大学
Elucidation of surface properties of carbon
blacks by solid-state NMR using water
molecule as a surface probe

The 11th Japan-China-Korea Joint
Symposium on Carbon Saves the Earth
(CSE2013) & The 3rd KU-KIER Joint
Symposium on Green Energy Processes and
Materials

2013/11/11

112
Hisahiro Einaga,
Narihiro Urahama, and
Yasutake Teraoka

九州大学
Effect of Fe addition on catalytic properties of
TiO2-supported Pt catalysts

The 6th Japan-China Workshop on
Environmental Catalysis and Eco-Materials

2013/12/5

113

Ryota Tanaka, Shinji
Kudo, Jun-ichiro
Hayashi, Hiroaki
Watanabe, and Koyo
Norinaga

九州大学
A CFD Study of Non-Catalytic Partial
Oxidation of Coke Oven Gas with Considering
Turbulence-Chemistry Interaction

The 26th International Symposium on
Chemical Engineering (ISChE 2013)

2013/12/6-8

114 武部 博倫 愛媛大学 乾式製錬小委員会の立ち上げにむけて
日本学術振興会 素材プロセシング第69委員会
第4分科会（産学連携促進）〔第10回〕研究会

2014/1/29

115
武部 博倫、道上 聖史、
森安 諒

愛媛大学 白金板とスラグ融体の界面相互作用 資源・素材学会平成26年度(2014年)春季大会 2014/3/27

116 鶴田親、武部 博倫 愛媛大学
Fe2O3及びAl2O3を含むカルシウムケイ酸塩ス
ラグ融体の粘度測定

資源・素材学会平成26年度(2014年)春季大会 2014/3/28

1
K. Miura, R. Ashida,M.
Makino, A. Nishida

京都大学
Enhancement of Gasification Reactivity of Low
Rank Coal without Using Catalyst

10th Japan-China Symposium on Coal and C1
Chemistry

2009/7/27

2
蘆田隆一､西田篤志､牧
野三則､三浦孝一

京都大学 ガス化反応性向上のための低品位炭の改質 第18回日本エネルギー学会大会 2009/7/31

3
蘆田隆一､西田篤志､牧
野三則､三浦孝一

京都大学
穏和な溶剤処理による石炭のガス化反応性の
向上

化学工学会 第41回秋季大会 2009/9/16

4
K. Miura, R. Ashida,M.
Makino, A. Nishida

京都大学
Upgrading of Low Rank Coal for Enhancing Its
Gasification Reactivity

26th Annual International Pittsburgh Coal
Conference

2009/9/23

5
K. Miura, R. Ashida,M.
Makino, A. Nishida

京都大学
Enhancement of Gasification Reactivity of
Coal without Using Catalyst

International Conference on Coal Science &
Technology (ICCS&T)

2009/10/27

6
牧野三則、蘆田隆一、
三浦孝一

京都大学
直接通電小型ガス化反応装置による改質褐炭
のガス化特性

第46回石炭科学会議 2009/11/27

7
K. Miura, M. Makino, E.
Sasaoka, S. Imai, R.
Ashida

京都大学

Measurement of CO2 Gasification Rate of
Coal Char under High Pressure and High
Temperature Using a Mini Directly-Heated
Reactor

7th International Symposium on Coal
Combustion (7thISCC)

2011/7/20

8
K. Miura, M. Makino, S.
Imai, E. Sasaoka, R.
Ashida

京都大学
A mini directly-heated reactor for
measurement of gasification rate of coal char
under high pressure and high temperature

11th China-Japan Symposium on Coal and C1
Chemistry

2011/8/4

9
三浦 孝一、今井 俊輔、
笹岡 英司、蘆田 隆一

京都大学
直接通電小型ガス化反応装置を用いた高温・
高圧下での石炭のガス化速度の評価

第20回日本エネルギー学会大会 2011/8/9

10
K. Miura, S. Imai, E.
Sasaoka, M. Makino, R.
Ashida

京都大学

Measurement of Gasification Rate of Coal
Char under High Pressure and High
Temperature Using a Mini Directly-Heated
Reactor

6th Asia Pacific Chemical Reaction
Engineering Symposium (APCRE’11)

2011/9/21



－ 添付 5-8 － 

 

   

No. 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日

11
K. Miura, S. Imai, E.
Sasaoka, M. Makino, R.
Ashida

京都大学

Measurement of Gasification Rate of Coal
Char under High Pressure and High
Temperature using A Mini Directly-heated
Reactor

International Conference on Coal Science &
Technology (ICCS&T)

2011/10/13

12
三浦 孝一、今井 俊輔、
笹岡 英司、蘆田 隆一

京都大学
直接通電小型ガス化反応装置を用いた高温・
高圧下での低品位炭およびその改質炭のガス
化速度測定

第48回石炭科学会議 2011/10/25

13
K. Miura, S. Imai, M.
Makino, E. Sasaoka, R.
Ashida

京都大学

MEASUREMENT OF CO2 GASIFICATION
RATE OF COAL CHAR UNDER HIGH
TEMPERATURE AND HIGH PRESSURE USING
A MINI DIRECTLY-HEATED REACTOR

18th Regional Symposium on Chemical
Engineering (RSCE2011)

2011/10/28

14
K. Miura, S. Imai, M.
Makino, E. Sasaoka, R.
Ashida

京都大学

Analysis of Coal Char Gasification Rate
Measured under High Temperature and High
Pressure Using a Mini Directly-Heated
Reactor

4th International Conference on Sustainable
Energy and Environment (SEE 2011)

2012/2/28

15
今井 俊輔、笹岡 英司、
蘆田 隆一、三浦 孝一

京都大学
直接通電小型反応装置を用いた高温高圧条件
での石炭ガス化反応速度測定

化学工学会 第44回秋季大会 2012/9/20

16
牧野 三則、今井 俊輔、
今井 嵩浩、笹岡 英司、
蘆田 隆一、三浦 孝一

京都大学
高温高圧下での石炭チャーのガス化速度測定
のための直接通電小型反応装置の開発

第49回石炭科学会議 2012/10/25

17

Shunsuke Imai, Eiji
Sasaoka, Ryuichi
Ashida, and Koichi
Miura

京都大学
Measurement of coal char gasification rate
under high temperature andhigh pressure by a
mini directly-heated reactor (mini-DHR)

19th Regional Symposium on Chemical
Engineering

2012/11/8

18
柴田 康弘、今井 俊輔、
笹岡 英司、蘆田 隆一、
三浦 孝一

京都大学
直接通電小型反応装置を用いた高温・高圧の
CO2、CO、H2O、H2共存下における石炭チャー
のガス化反応速度測定

第15回化学工学会学生発表会　北九州大会 2013/3/2

19
三浦 孝一、今井 俊輔、
柴田 康弘、笹岡 英司、
蘆田 隆一

京都大学
直接通電小型反応装置を用いた高温高圧の
CO2、CO、H2O、H2共存下における石炭チャー
のガス化反応速度測定

化学工学会 第78年会 2013/3/17

1
佐藤　和好、飯塚　裕
樹、小川　由起子、宝田
恭之

群馬大学
石炭チャーのCO2ガス化におけるO2の添加効
果

化学工学会　第43回秋季大会 2011/9/14-16

2
佐藤　和好、飯塚　裕
樹、小川　由起子、宝田
恭之

群馬大学
石炭チャーのCO2ガス化速度に対する共存O2
の影響

第20回日本エネルギー学会大会 2011/8/9-10

3
佐藤　和好、山田 優
樹、宝田 恭之

群馬大学
アルカリ金属のチャー粒子間移動を利用したin-
situ触媒担持による低温接触ガス化

第21回エネルギー学会大会 2012/8/6
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1 中尾 吉伸 電力中央研究所
PROPOSAL FOR NEW CO2 CAPTURE IGCC
SYSTEM

2009 Clearwater Coal Conference 2009/6/3

2 中尾 吉伸 電力中央研究所
CO2回収型高効率IGCCシステムにおけるガス
タービンシステムの検討

第37回ガスタービン学会定期講演会 2009/10/22

3 H.Watanabe 電力中央研究所
CO2 gasification rate analysis and modeling
under high CO2 partial pressure conditions

239th ASC National Meeting & Exposition 2010/3/25

4 小林 誠 電力中央研究所
CO2回収型高効率IGCCシステム用乾式脱硫プ
ロセスの最適化　－炭素析出条件の把握と析
出抑制策の検討－

電力中央研究所報告、M09015 2010/3/31

5 沖裕壮 電力中央研究所
Development of oxy-fuel gasification
IGCCsystem with CO2 recirculation for CO2
capture

GHGT-10 2010/9/21

6 梅本賢 電力中央研究所
CO2とH2Oの共存下におけるチャーガス化反応
モデルの提案

第４７回石炭科学会議 2010/9/22

7 梅本賢 電力中央研究所
MODELING OF COAL CHAR GASIFICATION
IN COEXISTENCE OF CO2 AND H2O

27th International Pittsburgh Coal Conference 2010/10/13

8 梅本賢 電力中央研究所
Modeling of Coal Char Gasification in
Coexistence of CO2 and H2O REGARDING
TEMPERATURE DEPENDENCY

Second International Symposium on
Gasification and Its Application

2010/12/7

9 沖　裕壮 電力中央研究所 Development of Oxy-fuel IGCC system 2nd Oxyfuel combustion conference 2011/9/14

10 沖　裕壮 電力中央研究所 CO2回収型高効率IGCCの開発 日本機械学会関西支部秋期講演会 2011/10/15

11 梅本　賢 電力中央研究所
石炭ガス化における気相析出炭素生成・反応
挙動

第48回石炭科学会議　 2011/10/24

12 梅本　賢 電力中央研究所 Soot production during coal gasification
The 7th International Conference on Clean
Coal Technology and Fuel Cells

2011/11/9

13 丹野　賢二 電力中央研究所
Numerical Simulation of Coal Gasification in
O2-CO2 Blown Gasifier

The 7th International Conference on Clean
Coal Technology and Fuel Cells

2011/11/9

14 沖　裕壮 電力中央研究所 Development of Oxy-fuel IGCC system
The 7th International Conference on Clean
Coal Technology and Fuel Cells

2011/11/9

15 木戸口　和浩 電力中央研究所
Development of Oxy-Fuel IGCC System with
CO2 Recirculation for CO2 Capture

The 7th International Conference on Clean
Coal Technology and Fuel Cells

2011/11/9

16 原　三郎 電力中央研究所 CO2回収型高効率IGCCの開発 中電協主催の火力技術関連情報交換会 2011/11/17

17 沖　裕壮 電力中央研究所 Development of Oxy-fuel IGCC system PowerGen Inernational 2011 2011/12/14

18 沖　裕壮 電力中央研究所 Development of Oxy-fuel IGCC system 第6回　VGB Power Tech-TENPES技術交流会 2012/2/6

19 小林誠 電力中央研究所
CO2回収型高効率IGCC用乾式脱硫プロセ
スにおける炭素析出対策の最適化

化学工学会　第78年会 2012/3/1

20 梅津 宏紀 電力中央研究所
微粉炭燃焼場の数値シミュレーション
- チャー燃焼モデルの高度化 -

電力中央研究所報告、M11011 2012/3/19

21 渡邊 裕章 電力中央研究所
酸素-CO2吹き石炭ガス化炉の数値シミュレー
ション－CO2投入の影響評価－

電力中央研究所報告、M11017 2012/3/27

22 梅本 賢 電力中央研究所
石炭熱分解モデルの開発
-タールの生成挙動モデル化と分解挙動解析-

電力中央研究所報告、M11018 2012/3/28

23 小林　誠 電力中央研究所
CO2回収型高効率IGCCシステム用乾式脱硫プ
ロセスの最適化 　－添加ガス種による炭素析
出抑制効果と脱硫性能の評価－

電力中央研究所報告、M10012 2012/3/29

24 木戸口　和浩 電力中央研究所
CO2回収型高効率IGCCの開発
-小型ガス化炉によるCO2最適投入量の検討-

電力中央研究所報告、M11019 2012/3/29
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25 渡邊　裕章 電力中央研究所
酸素－CO2吹き石炭ガス化炉の数値シミュレー
ション

粉体工学会春期講演会 2012/5/22

26 木戸口和浩 電力中央研究所
EVALUATION OF CO2 ENRICHED
GASIFICATION CHARACTERISTICS USING
3T/D BENCH SCALE COAL GASIFIER

37th International Technical Conference on
Clean Coal & Fuel Systems

2012/6/7

27 Makoto Kobayashi 電力中央研究所
Suitable Method to Prevent Carbon Deposition
in the IGCC Power Generation System with
Exhaust Recycling and CO2 Capture.

POWER-GEN Europe2012 2012/6/14

28 渡邊　裕章 電力中央研究所
石炭ガス化プロセスにおけるガス化剤CO2濃度
の影響

粉体工学会夏期シンポジウム 2012/7/23

29 小林　誠 電力中央研究所

CO2回収型高効率IGCCシステム用乾式脱硫プ
ロセスの炭素析出抑制策　－循環排ガス添加
時のガス組成変化を考慮した炭素析出抑制効
果の検討－

電力中央研究所報告、M12001 2012/8/3

30 沖　裕壮 電力中央研究所
Development of high efficiency Oxy-fuel
IGCC system

日本機械学会　2012年年次大会 2012/9/1

31 梅津宏紀 電力中央研究所 微粉炭チャー燃焼のモデリング 日本機械学会　2012年年次大会 2012/9/11

32 小林誠 電力中央研究所
CO2回収型高効率IGCC用乾式脱硫プロセス
における炭素析出影響と対策

化学工学会　第44回秋季大会 2012/9/21

33 Yuso Oki 電力中央研究所
Development of high efficiency Oxy-fuel
IGCC system

Gasification Technology conference 2012 2012/10/1

34 Satoshi Umemoto 電力中央研究所
PROPOSING OF EXTENDED CHEMICAL
PERCOLATION DEVOLATILIZATION
MODEL FOR COAl PYROLYSIS

The 3rd International Symposium on
Gasification and its Applications

2012/10/15

35 Hiroaki Watanabe 電力中央研究所
Numerical Simulation of O2-CO2 Blown
Entrained Flow Coal Gasifier

3rd International Symposium on Gasification
and its Applications

2012/10/15

36 梅本賢 電力中央研究所
揮発分組成を予測可能とする石炭初期熱分解
モデルの構築

第49回石炭科学会議 2012/10/24

37 梅津宏紀 電力中央研究所 微粉炭チャー燃焼のモデリング 第49回石炭科学会議 2012/10/25

38 Yuso Oki 電力中央研究所
Development of high efficiency Oxy-fuel
IGCC system

GHGT-11 2012/11/19

39 Yuso Oki 電力中央研究所
Development of high efficiency Oxy-fuel
IGCC system

POWER-GEN International 2012 2012/12/12

40 沖 裕壮 電力中央研究所 CO2回収型火力発電システムの開発状況 第322回ゴム技術フォーラム月例会 2013/4/23

41 沖 裕壮 電力中央研究所 石炭火力発電システムの高効率化(IGCC等) 日本材料学会第62期通常総会・学術講演会 2013/5/17

42 梅本 賢 電力中央研究所
石炭ガス化における気相析出炭素微粒子の定
量手法提案

粉体工学会　春期研究発表会 2013/5/22

43 牧野 尚夫 電力中央研究所 CO2回収型次世代IGCC技術の開発状況 日本燃焼学会　研究分科会 2013/6/18

44 原 三郎 電力中央研究所 CO2回収型高効率IGCC CCTワークショップ2013 2013/8/7

45 沖 裕壮 電力中央研究所
Development of high efficiency Oxy-Fuel
IGCC System

3rd Oxyfuel Combustion Conference 2013/9/10

46 小林 誠 電力中央研究所
CO2回収型高効率IGCC用乾式脱硫プロセスに
おける炭素析出抑制策の非平衡論的評価

化工学会　第45回秋季大会 2013/9/16

47 小林 誠 電力中央研究所

Operational strategy for dry gas desulfurization
process in an Oxy-fuel IGCC power
generation that reconcile improved thermal
efficiency and carbon dioxide separation from
flue gas.

The 8th Conference on Sustainable
Development of Energy, Water and
Environment Systems

2013/9/27
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48 梅本 賢 電力中央研究所
Estimation of soot formation behavior in coal
gasification using Extended CPD model

ICCS&T 2013/9/30

49 梅本 賢 電力中央研究所
石炭ガス化における気相析出炭素微粒子の定
量手法提案

粉体工学会　秋期研究発表会 2013/10/9

50 沖 裕壮 電力中央研究所
Development of high-efficiency oxy-fuel
IGCC system

Gasification Technology Conference 2013 2013/10/15

51 梅本 賢 電力中央研究所 拡張CPD モデルを用いた石炭ガス化反応解析 第50回　石炭科学会議 2013/10/31

52 濱田 博之 電力中央研究所
Evaluation of CO2-Enriched Gasification
Characteristics Using Coal Research Gasifier

PowerGen International 2013 2013/11/12

53 中尾 吉伸 電力中央研究所
Development of High-efficiency Oxy-fuel
IGCC System

PowerGen International 2013 2013/11/12

54 渡邊 裕章 電力中央研究所
A numerical investigation of effects of CO2
recycling on gasification performance of an
oxy-fuel type coal gasifier

International symp. On Eco Topia Science
2013

2013/12/13

55 梶谷 史朗 電力中央研究所 CO2回収型高効率IGCC技術の開発状況 第14回北海道エネルギー資源環境研究発表会 2014/1/28

56 小林 誠 電力中央研究所
CO2回収型高効率IGCC用乾式脱硫プロセスに
おける析出炭素の酸化除去方法

化工学会　第79回年会 2014/3/19

57 濱田 博之 電力中央研究所
3t/日石炭ガス化研究炉を用いたCO2富化ガス
化特性の評価－給炭量比とCO2濃度の影響－

電力中央研究所報告、M13005 2014/3/26

58 濱田　博之 電力中央研究所
Evaluation of CO2-Enriched Gasification
Characteristics Using 3T/D Coal Research
Gasifier

6th IFC - International Freiberg Conference
on IGCC & XtL Technologies

2014/5/19

59 小林　誠 電力中央研究所

Inhibition and Elimination of Carbon Deposition
in Dry Gas Desulfurizaion Process of
Advanced Oxy-fuel IGCC Power Generation
with Carbon Capture Capability with Small
Penalty on Thermal Efficiency.

6th IFC - International Freiberg Conference
on IGCC & XtL Technologies

2014/5/23

60 梅津　宏紀 電力中央研究所 チャー燃焼のモデリングと特性評価 粉体工学会 2014年度 春季研究発表会 2014/5/29

61 沖　裕壮 電力中央研究所 CO2回収型高効率IGCCの開発 第19回動力・エネルギー技術シンポジウム 2014/6/26

62 丹野　賢二 電力中央研究所
数値シミュレーションを用いた乾式脱硫ハニカム
反応器内の流れ解析

第23回日本エネルギー学会大会 2014/7/20

63 梅本　賢 電力中央研究所
Application of partially shared active site L-H
model to subbituminous coal char

iSGA4
(4th international symposium on gasification
and its applications)

2014/9/2

64 小林　誠 電力中央研究所

Halide control for contaminant reduction
process in Oxy-fuel IGCC power generation
that is capable to separate CO2 with small
efficiency penalty.

9th Conference on Sustainable Development
of Energy, Water and Environment Systems

2014/9/20

65 秋保　広幸 電力中央研究所

Halide control for contaminant reduction
process in Oxy-fuel IGCC power generation
that is capable to separate CO2 with small
efficiency penalty.

9th Conference on Sustainable Development
of Energy, Water and Environment Systems

2014/9/20

66 沖　裕壮 電力中央研究所
Development of High-efficiency oxy-fuel
IGCC system

GHGT-12 2014/10/7

67 丹野　賢二 電力中央研究所 CO2回収型高効率IGCCシステムの開発 日本機会学会誌 2014年
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No. 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月日

1
Daniel M. Keown,
Xaojiang Li, Jun-ichiro
Hayashi, Chun-Zhu Li

九州大学
Evolution of Biomass Char Structure
during Oxidation in O2 as Revealed
with FT-Raman Spectroscopy

Fuel Process. Techn., 89(12), 1429-1435 (2008)有 2008/7/1

2

Sou Hosokai, Kazuhiro
Kumabe, Mikio Ohshita,
Koyo Norinaga, Jun-
ichiro Hayashi

九州大学

Mechanism of Decomposition of
Aromatics over Charcoal and
Necessary Condition for Maintaining
Its Activity

Fuel, 87(13-14), 2914-2922 (2008) 有 2008/8/1

3

Koyo Norinaga, Olaf
Deutschmann,
Naomichi Saegusa and
Jun-ichiro Hayashi

九州大学

Analysis of pyrolysis products from
light hydrocarbons and kinetic
modeling for growth of polycyclic
aromatic hydrocarbons with detailed
chemistry

J. Anal. Appl. Pyrolysis, 86(1), 148-160
(2009)

有 2009/1/1

4
Anggoro Tri MURSITO,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Keiko SASAKI

九州大学

Product Characterization of Raw Peat
and Low Quality Coal Treated by
Alkaline Hydrothermal:  A Novel
Method of CO2 Capturing and
Hydrogen Generation

Proc. 2nd International Symposium of
Novel Carbon Resource Science, Earth
Resource Science and Technology,
pp.I10-I17

無 2009/5

5
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Moriyasu NONAKA

九州大学
Upgrading of Low Rank Coal and
Woody Biomass by Hydrothermal
Treatment

Proc. 2nd International Symposium of
Novel Carbon Resource Science, Earth
Resource Science and Technology, pp.
I1-I9

無 2009/5

6 Tsuyoshi Hirajima 九州大学
De-ashing and upgrading low-grade
coal to reduce the environmental load

Newsletter, Novel Carbon Resource
Sciences, G-COE Program Kyushu
University, Vol. 1, pp.7-15

無 2009/6

7

Ondrej Mašek, Sou
Hosokai, Koyo
Norinaga, Chun-Zhu Li,
Jun-ichiro Hayashi

九州大学

Rapid Gasification of Nascent Char in
Steam Atmosphere during the
Pyrolysis of Na- and Ca-Ion-
Exchanged Brown Coals in a Drop-
Tube Reactor

Energy and Fuels, 23, 4496–4501 (2009) 有 2009/9/1

8

Tokuji Kimura, Masaki
Nakano, Sou Hosokai,
Koyo Norinaga, Chun-
Zhu Li, Jun-ichiro
Hayashi

九州大学

Steam　reforming of biomass tar over
charcoal in a coke-
deposition/steam-gasification
sequence

Proceedings of Chemeca 2009, CD-ROM Edition (2009)有 2009/10/1

9
Anggoro Tri Mursito,
Tsuyoshi Hirajima and
Keiko Sasaki

九州大学
Characteristics of hydrothermally-
upgraded peat and its application for
fuel based combustion

Proc. 10th International Symposium on
East Asian Resources Recycling
Technology, pp.846-849

有 2009/11

10
Moriyasu Nonaka,
Tsuyoshi Hirajima and
Keiko Sasaki

九州大学
Washability study and gasification
reactivity of coal

Proc. International Symposium on Earth
Science and Technology, pp.157-160

有 2009/12

11
Moriyasu Nonaka,
Tsuyoshi Hirajima and
Keiko Sasaki

九州大学
Upgrading and gasification of low rank
coal and woody biomass

Proc. 3rd International Symposium on
Novel Carbon Resource Sciences, pp.
206-211

有 2009/12

12
Moriyasu NONAKA,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Keiko SASAKI

九州大学
Washability Study and Gasification
Reactivity of Coal

Proc. International Symposium on Earth
Science and Technology, pp.157-160

有 2009/12

13
Anggoro T MURSITO,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Keiko SASAKI

九州大学
Upgrading and Dewatering of Raw
Tropical Peat by Hydrothermal
Treatment

Fuel, Vo.89, No.3, pp. 635-641 有 2010/1/1

14

Makiko Kajita, Tokuji
Kimura, Koyo Norinaga,
Chun-Zhu Li, Jun-
ichiro Hayashi

九州大学
Catalytic and Noncatalytic
Mechanisms in Steam Gasification of
Char from the Pyrolysis of Biomass

Energy and Fuels,  24(1), 108–116
(2010)

有 2010/1/1

15

Toru Matsuhara, Sou
Hosokai, Koyo
Norinaga, Koichi
Matsuoka, Chun-Zhu Li
and Jun-ichiro Hayashi

九州大学
In-Situ Reforming of Tar from the
Rapid Pyrolysis of a Brown Coal over
Char

Energy and Fuels,  24(1), 76–83 (2010) 有 2010/1/1
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16
M.F. Irfan and K.
Kusakabe

福岡女子大学
熱重量分析によるN2/O2/CO2混合気
中の微粉炭熱分解・ガス化

Newsletter, Novel Carbon Resource
Sciences, G-COE Program Kyushu
University, Vol. 2

無 2010/2/1

17
Fujun Tian, Shu Zhang,
Jun-ichiro Hayashi,
Chun-Zhu Li

九州大学

Formation of NOx precursors during
the pyrolysis of coal and biomass.
Part X. Effects of volatile-char
interactions on the conversion of
coal-N during the gasification of a
Victorian brown coal in O2 and steam
at 800°C

Fuel, 80(5), 1035-1040 (2010). 有 2010/3/1

18
安波　哲，　九州大学工
学研究院　佐々木久郎,
菅井裕一

九州大学

CO2 Temperature Prediction in
Injection Tubing Considering
Supercritical Condition at Yubari
ECBM Pilot Test

Journal of Canadian Petroleum Technology (JCPT), 49(4), 44-50 (2010). 有 2010/4/1

19 Tsuyoshi HIRJIMA 九州大学
Upgrading Low-Grade Coal to Reduce
the Environmental Load

Proceedings of the 4th International
Workshop and Conference on Earth
Resources Technology, CDR 16, pp.1-
10,

無 2010/5/1

20
Agung Tri Wijayanta,
Alam Md. Saiful, Koichi
Nakaso, Jun Fukai

九州大学

Detailed Reaction Mechanisms of
Coal Volatile Combustion: Comparison
between Without Soot and Soot
Models

Journal of Novel Carbon Resource Sciences,  2, 8-11有 2010/9/1

21
Agung Tri Wijayanta,
Alam Md. Saiful, Koichi
Nakaso, Jun Fukai

九州大学

Predictions of O2/N2 and O2/CO2
Mixture Effects during Coal
Combustion using Probability Density
Function

Journal of Novel Carbon Resource
Sciences, 2, 12-16

有 2010/9/1

22

Anggoro Tri Mursito,
Tsuyoshi Hirajima,
Keiko Sasaki and
Satoshi Kumagai

九州大学

The effect of hydrothermal
dewatering of Pontianak tropical peat
on organics in wastewater and
gaseous products

Fuel, Vol. 89, Issue 12, pp.3934-3942 有 2010/12/1

23
Anggoro Tri MURSITO,
Tsuyoshi HIRAJIMA

九州大学

Effects of Hydrothermal Upgrading of
Tropical Peat on the Improvement of
Devolatilization and Combustion
Characteristics of Peat Fuel Products

Second International Symposium on
Gasification and Its Application
(iSGA2010)

無 2010/12/1

24
Moriyasu NONAKA,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Keiko SASAKI

九州大学
Effect of Gravity Separation on CO2
Gasification

Second International Symposium on
Gasification and Its Application
(iSGA2010)

無 2010/12/1

25

Shuhei OKABE,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Moriyasu NONAKA,
Satoshi KUMAGAI,
Keiko SASAKI

九州大学
Characteristic of Low Rank Coal
Upgraded by Hydrothermal Treatment

Proceedings of International Symposium
on Earth Science and Technology 2010
(CINEST2010), pp.549-552

無 2010/12/1

26

Alam Md. Saiful, Agung
Tri Wijayanta, Koichi
Nakaso, Jun Fukai,
Koyo Norinaga and
Jun-ichiro Hayashi

九州大学
A Reduced Mechanism for Primary
Reactions of Coal Volatiles in a Plug
Flow Reactor

Combustion Theory and Modelling, 14(6), 841-853有 2010/12/1

27
Anggoro Tri Mursito,
Tsuyoshi Hirajima and
Keiko Sasaki

九州大学

Alkaline hydrothermal de-ashing and
desulfurization of low quality coal and
its application to hydrogen-ric as
generation

Energy Conversion and Management,
Vol.52, Issue 1, pp.762-769

有 2011/1

28
M.F. Irfan, M.R. Usman,
K. Kusakabe

福岡女子大学
Coal gasification on CO2 atmosphere
and its kinetics since 1948: a brief
review

Energy, 36(1), 12-40 有 2011/1/1

29
Moriyasu NONAKA,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Keiko SASAKI

九州大学
Pretreatment of Low Rank Coal for
CO2 Gasification

Proceedings of the 5th International
workshop and Conference on Earth
Resources Technology, pp.119-123

無 2011/5/1

30
Md. Saiful Alam, Agung
Tri Wijayanta, Koichi
Nakaso, Jun Fukai

九州大学
Study of Coal Combustion under
CO2/O2 Mixtures by Replacing
Conventional N2/O2

Newsletter, Novel Carbon Resource
Sciences, G-COE Program Kyushu
University, Vol. 5

無 2011/7/1
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31
Moriyasu NONAKA,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Keiko SASAKI

九州大学
Upgrading of Low Rank Coal and
Woody Biomass Mixture by
Hydrothermal Treatment

Fuel, Vol.90, Issue 8, pp. 2578-2584 有 2011/8/1

32

Xiongchao Lin, Keiko
Ideta, Jin Miyawaki,
Hiromichi Takebe,
Seong-Ho Yoon, Isao
Mochida

九州大学
A study of the correlation of
structure and fluidity of three Asian
coal ashes and slags

Journal of Novel Carbon Resource
Science, 5, 5-9 (2012).

有 2011/11/1

33

Koyo NORINAGA,
Yasuhiro SAKURAI,
Ryota SATO, Jun-
ichiro HAYASHI

九州大学

Numerical simulation of thermal
conversion of aromatic hydrocarbons
in the presence of hydrogen and
steam using a detailed chemical
kinetic model

Chemical Engineering Journal, 178, 282-
290

有 2011/12/1

34
Agung Tri Wijayanta,
Md. Saiful Alam, Koichi
Nakaso, Jun Fukai

九州大学

Numerical investigation on
combustion of coal volatiles under
various O2/CO2 mixtures using a
detailed mechanism with soot
formation

　Fuel, 93, 670-676, DOI:
10.1016/j.fuel.2011.10.003

有 2012/3/1

35

Xiong-chao Lin, Keiko
Ideta, Jin Miyawaki,
Hiromichi Takebe,
Yong-gang Wang,
Seong-Ho Yoon, Isao
Mochida

九州大学
Study on structural and compositional
transitions of a high rank coal ash by
using NMR

Journal of Coal Science and Engineering (China), 18(1), 80-87 (2012).有 2012/3/13

36

Xiongchao Lin, Keiko
Ideta, Jin Miyawaki,
Hiromichi Takebe,
Seong-Ho Yoon, Isao
Mochida

九州大学
Correlation between Fluidity
Properties and Local Structures of
Three Typical Asian Coal Ashes

Energy and Fuel, 26(4), 2136-2144
(2012).

有 2012/4/1

37

Xiongchao Lin, Keiko
Ideta, Jin Miyawaki,
Yusuke Nishiyama, Isao
Mochida, Seong-Ho
Yoon

九州大学

High magnetic field solid-state NMR
analyses by combining MAS, MQ-
MAS, homo-nuclear and hetero-
nuclear correlation experiments

Magnetic Resonance in Chemistry, 50(4),
289-294 (2012).

有 2012/4/1

38
Md. Saiful Alam, Agung
Tri Wijayanta, Koichi
Nakaso, Jun Fukai

九州大学
Numerical investigation of syngas
production from coal gasification
under various CO2/O2 mixtures

Canadian Journal on Computing in
Mathematics, Natural Sciences,
Engineering and Medicine, 3(4) 88-97

有 2012/5/1

39 兪　瑜、　藤岡　祐一 福岡女子大学
石炭ガス化脱硫装置における炭素析
出の防止

Newsletter, Novel Carbon Resource
Sciences, G-COE Program Kyushu
University, Vol. 7, 5-10

無 2012/7/1

40

Hyun-Seok Kim,
Nozomi Wada, Sohey
Nozawa, Yohsuke
Matsushita, Tsuyoshi
Yamamoto, Motohira
Oomori, Tatsuro
Harada, Jin Miyawaki,
Seong-Ho Yoon, Isao
Mochida

九州大学

Comparative studies on the
combustion kinetics of chars
prepared from brown and bituminous
coals under air (O2/N2) and oxy-fuel
(O2/CO2) conditions

Journal of Novel Carbon Resource
Sciences, 6, 29-35 (2012).

有 2012/9/1

41 Tsuyoshi HIRAJIMA 九州大学

Upgrading of Low Rank Coal and
Biomass
Aimed at Reducing Environmental
Load

Proc. International Symposium on earth
Science and Technology 2012
(CINEST2012)

無 2012/9

42

Moriyasu NONAKA,
Tsuyoshi HIRAJIMA,
Satoshi KUMAGAI,
Keiko SASAKI

九州大学
Upgrading and Drying of Lignite by
Super- and Sub- Critical Fluids

Proc. International Symposium on earth
Science and Technology 2012
(CINEST2012)

無 2012/9

43

Hyun-Seok Kim,
Yohsuke Matsushita,
Motohira Oomori,
Tatsuro Harada, Jin
Miyawaki, Seong-Ho
Yoon, Isao Mochida

九州大学

Fluidized bed drying of Loy Yang
brown coal with variation of
temperature, relative humidity,
fluidization velocity and formulation of
its drying rate

Fuel, 105, 415-424 (2012). 有 2012/10/12

44

Md. Saiful Alam, Kazi
Bayzid, Agung Tri
Wijayanta, Koichi
Nakaso, Jun Fukai,
Sankar Bhattacharya

九州大学
Investigation of brown coal char-CO2
gasification in a laboratory scale drop
tube furnace

2012 American Institute of Chemical
Engineers (AIChE) Annual Meeting
（Paper No.: 128a)

有 2012/10/29

45
金 玄錫, 松下 洋介, 野
澤 創平, 宮脇 仁, 尹
聖昊, 持田 勲

九州大学
O2/CO2系における部分酸化反応を伴
うチャー粒子表面へのO2の物質移動
速度

化学工学論文集, 38(6), 384-390 (2012). 有 2012/11/1
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46
Nonaka Moriyasu;
Hirajima Tsuyoshi;
Sasaki Keiko

九州大学
Gravity Separation and Its Effect on
CO2 Gasification

Fuel, 103, SI, 37-41 有 2013/1/1

47
C. Hwang, J. Kim, B. K.
Ryu, H. Takebe

愛媛大学

Preparation of Porous Glass Films
Using Phase Separation Phenomenon
and Growth Behavior of Phase-
separated Structure

J. Mater. Sci., 48, 2013, 8068-8076. 有 2013/1/1

48

Xinhong Qiu, Keiko
Sasaki, Tsuyoshi
Hirajima, Keiko Ideta,
Jin Miyawaki

九州大学

Temperature effect on the sorption
of borate by a layered double
hydroxide prepared using dolomite as
a magnesium source

Chemical Engineering Journal, 225, 664-
672 (2013).

有 2013/6/1

49
Hiromichi Takebe,
Takuya Kobatake, Akira
Saitoh

愛媛大学
Dissoultion behavior of SnO-P2O5
and SnO-P2O5-B2O3 glasses in
water

Phys. Chem. Glasses: Eir. J. Glass. Sci.
Technol. B, 54 (4), 2013, 182-186.

有 2013/8/1

50

Keiko Sasaki, Xinhong
Qiu, Sayo Moriyama,
Chiharu Tokoro, Keiko
Ideta, Jin Miyawaki

九州大学
Characteristic sorption of
H3BO3/B(OH)4- on magnesium
oxide

Materials Transactions, 54(9), 1809-
1817 (2013).

有 2013/8/2

51

Xiongchao Lin, Keiko
Ideta, Jin Miyawaki,
Yonggang Wang, Isao
Mochida, Seong-Ho
Yoon

九州大学
MAS, STMAS and DQMAS NMR
studies of the thermal transformation
of kaolinite

Applied Magnetic Resonance, 44(9),
1081-1094 (2013).

有 2013/9/1

52

Shin Yamamotoa,
Hiroshi Machidab,
Yuichi Fujiokac,
Takayuki Higashiia

福岡女子大学
Development of Chemical CO2
Solvent for High-Pressure CO2
Capture

Energy Procedia, 37, 505-517 有 2013/9/7

53

Hyun-Seok Kim,
Yusuke Nishiyama,
Keiko Ideta, Jin
Miyawaki, Yohsuke
Matsushita, Joo-Il
Park, Isao Mochida,
Seong-Ho Yoon

九州大学
Analysis of water in Loy Yang brown
coal using solid-state 1H NMR

Journal of Industrial and Engineering
Chemistry, 19(5), 1673-1679 (2013).

有 2013/9/25

54

Yasuhiro Sakurai, Shuji
Yamamoto, Shinji Kudo,
Koyo Norinaga, Jun-
ichiro Hayashi

九州大学

Conversion Characteristics of
Aromatic Hydrocarbons in Simulated
Gaseous Atmospheres in Reducing
Section of Two-Stage Entrained-
Flow Coal Gasifier in Air- and
O2/CO2-blown Modes

 Energy Fuels27(4)1974-1981 有 2013/12/1

55

Li-xin Zhang, Toru
Matsuhara, Shinji Kudo,
Jun-ichiro Hayashi,
Koyo Norinaga

九州大学

Rapid pyrolysis of brown coal in a
drop-tube reactor with co-feeding of
char as a promoter of in situ tar
reforming

Fuel 112,681-686 有 2013/12/1

56 武部博倫、斎藤全 愛媛大学
リン酸塩ガラスの特徴的な構造および
その応用

セラミックス, 48(12), 927-930 (2013). 無 2013/12/1

57

V. Bharathi, M.
Sivakumar, R.
Udayabhaskar, H.
Takebe, B. Karthikeyan

愛媛大学

Optical, structural, enhanced local
vibrational and fluorescence
properties in K-doped ZnO
nanostructures

Appl. Phys. A, 116, 395-401 (2014). 有 2014/1/1

58

Xinhong Qiu, Keiko
Sasaki, Tsuyoshi
Hirajima, Keiko Ideta,
Jin Miyawaki

九州大学

Sorption of borate onto layered
double hydroxides assembled on filter
paper through in situ hydrothermal
crystallization

Applied Clay Science, 88-89, 134-143
(2014).

有 2014/2/1

59

Xiongchao Lin, Caihong
Wang, Keiko Ideta, Jin
Miyawaki, Yusuke
Nishiyama, Yonggang
Wang, Seongho Yoon,
Isao Mochida

九州大学

Insights into the functional group
transformation of a chinese brown
coal during slow pyrolysis by
combining various experiments

Fuel, 118, 257-264 (2014). 有 2014/2/15
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60

Xinhong Qiu, Keiko
Sasaki, Tsuyoshi
Hirajima, Keiko Ideta,
Jin Miyawaki

九州大学
One-step synthesis of layered double
hydroxide-intercalated gluconate for
removal of borate

Separation and Purification Technology,
123, 114-123 (2014).

有 2014/2/26

61

Keiko Sasaki, Xinhong
Qiu, Jin Miyawaki,
Keiko Ideta, Hitoshi
Takamori, Sayo
Moriyama, Tsuyoshi
Hirajima

九州大学

Contribution of boron-specific resins
containing N-methylglucamine groups
to immobilization of borate/boric acid
in a permeable reactive barrier
comprising agglomerated MgO

Desalination, 337, 109-116 (2014). 有 2014/3/17

62

Jiang Yong, Xionchao
Lin, Keiko Ideta,
Hiromichi Takebe, Jin
Miyawaki, Seong-Ho
Yoon, Isao Mochida

九州大学

Microstructural transformations of
two representative slags at high
temperatures and effects on the
viscosity

Journal of Industrial and Engineering
Chemistry, 20(4), 1338-1345 (2014).

有 2014/7/25

63
H. Einaga, J. Kawarada,
K. Kimura, and Y.
Teraoka

九州大学
Preparation of Platinum Nanoparticles
on TiO2 from DNA-protected
Particles

Colloids and Surfaces A:
Physicochemical and Engineering
Aspects, 455, pp. 179-184.  DOI:
10.1016/j.colsurfa.2014.04.056

有 2014/8/5

64
H. Einaga, N. Urahama,
A. Tou, and Y. Teraoka

九州大学
CO oxidation over TiO2-supported
Pt-Fe Catalysts Prepared by
Coimpregnation Methods

Catalysis Letters, in press.
DOI: 10.1007/s10562-014-1316-3有 in press

65
H. Einaga, A. Kiya, S.
Yoshioka, and Y.
Teraoka

九州大学

Catalytic Properties of Copper
Manganese Mixed Oxides Prepared by
Coprecipitation Using Tetraammonium
Hydroxide

Catalysis Science & Technology, in
press. DOI: 10.1039/C4CY00660G

有 in press

1 中尾 吉伸 電力中央研究所
PROPOSAL FOR NEW CO2
CAPTURE IGCC SYSTEM

Proceedings of 2009 Clearwater Coal
Conference

有 2009/6/3

2 木戸口　和浩 電力中央研究所

DEVELOPMENT OF OXY-FUEL IGCC
SYSTEM WITH CO2
RECIRCULATION FOR CO2
CAPTURE

Proceedings of ASME 2011 Power
Conference (POWER 2011) and the
International Conference on Power
Engineering 2011 (ICOPE-11)

有 2011/7/12

3 梅本 賢 電力中央研究所

Invention of Quantitative Method of
Char and Soot to Clarify Soot
Production and Reaction Behavior in
Coal Gasification

Proceedings of International Conference
on Coal Science and Technology

有 2011/10/9

4 梅本賢 電力中央研究所
Modeling of Coal Char Gasification in
Coexistence of CO2 and H2O
Considering Sharing of Active Sites

Fuel (Special Issue: ISGA 2010) 有 2011/11/12

5 沖　裕壮 電力中央研究所
Development of high efficiency Oxy-
Fuel IGCC System

Proceedings of ICOPE-13 有 2013/10/23

6 梅津 宏紀 電力中央研究所
Analysis and modeling of char particle
combustion with heat and
multicomponent mass transfer

Combustion & Flame 有 2014/1/28

7 渡邊　裕章 電力中央研究所
石炭ガス化炉の開発（実験とシミュ
レーション）

日本エネルギー学会誌 有 2014/7/1

8 沖　裕壮 電力中央研究所
CO2回収型次世代IGCC技術の開発状
況

日本ガスタービン学会誌 有 2014/7/1

9 小林　誠 電力中央研究所

Exhaust circulation into dry gas
desulfurization process to prevent
carbon deposition in an Oxy-fuel
IGCC power generation that reconcile
improved thermal efficiency and
carbon dioxide separation for
sequestration.

Energy Conversion and
Management(vol.87C,p1315-1323)

有 2014/9/19

10 渡邊　裕章 電力中央研究所
Modeling and simulaiton of coal
gasification on an entraiend flow coal
gasifier with a recycled CO2 injection

Fuel 有 査読中

11 小林　誠 電力中央研究所

Inhibition and Elimination of Carbon
Deposition in Dry Gas Desulfurizaion
Process under Oxy-fuel IGCC
Derived Coal Gas Environment.

Fuel 有 査読中
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（3） 研究報告書等 

 

（4） 特許 

 

（5） 表彰 

・日本エネルギー学会奨励賞  九州大学 松下洋介 准教授 

・日本エネルギー学会奨励賞  群馬大学 佐藤 和好 助教 

・優秀賞（第 48 回石炭科学会議）  電中研   梅本 賢 研究員 

・優秀賞（第 49 回石炭科学会議）  電中研   梅本 賢 主任研究員 

 

以上 

No. 所属 タイトル 掲載誌名 発表年月日

1
電力中央研究所

九州大学

開発項目「CO2回収型次世代IGCC技術開発」
平成20年度～平成21年度のうち
平成20年度分中間年報

NEDO中間年報 2009/3/31

2
電力中央研究所

九州大学

開発項目「CO2回収型次世代IGCC技術開発」
平成20年度～平成22年度のうち
平成21年度分中間年報

NEDO中間年報 2010/3/31

3
電力中央研究所

九州大学

開発項目「CO2回収型次世代IGCC技術開発」
平成20年度～平成23年度のうち
平成22年度分中間年報

NEDO中間年報 2011/3/31

4
電力中央研究所

九州大学

開発項目「CO2回収型次世代IGCC技術開発」
平成20年度～平成24年度のうち
平成23年度分中間年報

NEDO中間年報 2012/3/31

4
電力中央研究所

九州大学

開発項目「CO2回収型次世代IGCC技術開発」
平成20年度～平成25年度のうち
平成24年度分中間年報

NEDO中間年報 2013/3/31

6
電力中央研究所

九州大学

開発項目「CO2回収型次世代IGCC技術開発」
平成20年度～平成26年度のうち
平成25年度分中間年報

NEDO中間年報 2014/3/31

7 電力中央研究所 CO2回収型火力システム
電力中央研究所　研究年報 2010年度版
p48-49

2011/4/1

8 電力中央研究所 CO2回収型火力システム
電力中央研究所　研究年報 2011年度版
p56-57

2012/4/1

9 電力中央研究所 IGCCの高度化と低炭素化技術の確立
電力中央研究所　研究年報 2012年度版
p52-53

2013/4/1

10
電力中央研究所

九州大学
開発項目「CO2回収型次世代IGCC技術開発」
成果報告書

NEDO成果報告書 2015/4月予定

No. 出願人 出願番号
国内
外国
PCT

出願日 状態 名称 発明者

1 電力中央研究所 特願2009-180154 国内 2009/7/31 出願 反応検証装置及び反応検証方法 小林誠

2 電力中央研究所 特願 2010-139937 国内 2010/6/18 出願 乾式ガス精製設備及び石炭ガス化複合発電設備 小林誠

3 電力中央研究所 特願 2011-111823 国内 2011/5/18 出願 石炭ガス化発電設備 小林誠

4 電力中央研究所 特願2012-288418 国内 2012/12/28 出願 火力発電プラントの運転方法 小林誠



 

2-2 
 

２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明する際

に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 評価の実施方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

参考資料 1－1 
 

 
 
本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価を実施する。 

 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価の手順は、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長 

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）確定

理事長 

報告 

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

評価部 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民



 

参考資料 1－2 
 

１．評価の目的 

 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する 

としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。 

 
２．評価者 

 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

 
また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外し、ま

た、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価に関与していない者を主体

とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある 7 名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

評価部が担当した。 

 
３．評価対象 

 

平成２０年度に開始された「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト／ゼ

ロエミッション石炭火力基盤技術／革新的ガス化技術に関する基盤研究事業／CO2 回収

型次世代 IGCC 技術開発」プロジェクトを評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。 
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４．評価方法 

 
分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリングと、それを踏まえた

分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実施者側等との議論等により評

価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。 

 
５．評価項目・評価基準 

 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO

が定める「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-7 頁参照）をもとに、当該事業の特性

を踏まえ、評価事務局がカスタマイズしたものである。 
プロジェクト全体に関わる評価について、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の

意義、実用化に向けての見通しや取り組み等を評価した。 
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評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

 (1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・制度の目標

達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことにより、ＮＥ

ＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較において十

分であるか。 

 

 (2) 事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、

国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

２．研究開発マネジメントについて 

 (1) 研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されているか。 

・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定しているか。 

 

 (2) 研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの配分を含む）

となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込

んだうえで活用が図られているか。 

 

 (3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明確になってい

るか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担っているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携and／or競争が十分に行われ

る体制となっているか。 

・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）に関する考

え方は整備され、適切に運用されているか。  
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 (4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、ユーザーが関与する

体制を構築しているか。  

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実用化シナリオ

に基づき、適切な研究開発のマネジメントが行われているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や標準化戦略が明確

になっており、かつ妥当なものか。 

 

 (5) 情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等に機敏かつ適

切に対応しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

 (1) 目標の達成度と成果の意義 

・ 成果は目標を達成しているか。 

・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成までの課題を把

握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果として評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 

・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果については、

将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっている場合は、海外ベンチマ

ークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合には、具体的に

企業の取り組みに貢献しているか。 

 

 (2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登録、品種登

録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用化計画に沿って国内外に適切に行

われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果に基づく国

際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

 (3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われているか。 
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・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及しているか。

また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

 

 (1)成果の実用化の見通し 

・ 実用化イメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備に向けた

見通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済的・社会

的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2) 実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むのか明確にな

っているか。 

本項目における「実用化」の考え方 

 

当該研究開発の成果が、ガス化炉をスケールアップした後継プロジェクトに活用される

ことを「実用化」の定義とする。 
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標準的評価項目・評価基準 

平成２５年５月１６日 

 NEDO 
 

 
 
本「標準的評価項目･評価基準」は、「技術評価実施規程」に定める技術評価の目的※を踏

まえ、NEDO として評価を行う上での標準的な評価項目及び評価基準として用いる。 
本文中の「実用化・事業化」に係る考え方及び評価の視点に関しては、対象となるプロジ

ェクトの特性を踏まえ必要に応じ評価事務局がカスタマイズする。 

  
※「技術評価実施規程」第 5 条(技術評価の目的) ①業務の高度化等自己改革の促進、②社

会への説明責任、経済･社会ニーズの取り込み、③評価結果の資源配分反映による、資源の

重点化及び業務の効率化促進 

 
なお「評価項目」、「評価基準」、「評価の視点」は、以下のとおり。 

   ◆評価項目：「１．・・・」 
   ◆評価基準：上記、各項目中の「（１）・・・」 
     ◆評価の視点：上記、各基準中の 「・」 

 
 
 
 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・制度の目標

達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことにより、ＮＥ

ＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較において十

分であるか。 

 
(2) 事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、

国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 

は じ め に 

評価項目・基準・視点 
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２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されているか。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定しているか。 

 

(2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの配分を含む）

となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込

んだうえで活用が図られているか。 

 
(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明確になってい

るか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担っているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が十分に行わ

れる体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）に関する考

え方は整備され、適切に運用されているか。  

 
(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

(基礎的・基盤的研究開発及び知的基盤・標準整備等研究開発の場合は、「事業化」を除

く) 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、ユーザーが

関与する体制を構築しているか。  

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実用化・事業化

シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行われているか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や標準化戦

略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
(5) 情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等に機敏かつ適

切に対応しているか。 
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３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成までの課題を把

握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果として評価できるか。 
・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果については、

将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっている場合は、海外ベンチマ

ークと比較の上で付加的に評価する。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合には、具体的に

企業の取り組みに貢献しているか。 

 
(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登録、品種登

録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用化計画に沿って国内外に適切に行

われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果に基づく国

際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及しているか。

また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(4) 成果の最終目標の達成可能性(中間評価のみ設定) 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なものか。 
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４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 
(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確保される見通

しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 

・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見込めるもの

となっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備に向けた見

通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済的・社会

的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確になっている

か。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業化する製品・サービス

等の具体的な見通し等は立っているか。 

 

◆プロジェクトの性格が「基礎的・基盤的研究開発」である場合は以下を適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

(1)成果の実用化の見通し 

・ 実用化イメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備に向けた見

通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済的・社会

本項目における「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始され

ることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用に

より、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 

 なお、評価の対象となるプロジェクトは、その意図する効果の範囲や時間軸に多様性

を有することから、上記「実用化・事業化」の考え方はこうした各プロジェクトの性格

を踏まえ必要に応じカスタマイズして用いる。 
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的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 (2) 実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むのか明確になっ

ているか。 

 

 

◆プロジェクトの性格が「知的基盤・標準整備等の研究開発」である場合は以下を適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

(1)成果の実用化の見通し 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られているか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、その見込み

はあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備に向けた見

通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経済的・社会

的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

  

(2) 実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むのか明確になっ

ているか。 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料２ 分科会議事録 
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研究評価委員会 

「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト／ 

ゼロエミッション石炭火力基盤技術／革新的ガス化技術に関する基盤研究事業／ 

CO2回収型次世代 IGCC 技術開発」（事後評価）分科会  

議事録 

 

日時：平成２６年１１月２６日（水）１３：３０～１７：２０ 

場所：WTCコンファレンスセンター Room B（世界貿易センタービル ３階） 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長 金子 祥三 東京大学 生産技術研究所 エネルギー工学連携研究センター 特任教授 

分科会長代理 阿部 高之 新エネルギー開発株式会社 技術顧問 

委員      神原 信志 岐阜大学大学院 工学研究科 環境エネルギーシステム専攻 教授  

委員 関根 泰  早稲田大学 先進理工学部 応用化学科 教授 

委員 鷹觜 利公 産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門  

      新燃料グループ 研究グループ長 

委員 成瀬 一郎 名古屋大学 エコトピア科学研究所 グリーンシステム部門 教授 

 

＜推進者＞ 

安居 徹 NEDO 環境部 部長 

角野 慎治 NEDO 環境部 統括主幹 

在間 信之 NEDO 環境部 主幹 

春田 智明 NEDO 環境部 主査 

細田 兼次 NEDO 環境部 職員 

 

＜実施者※メインテーブル着席者のみ＞ 

小野崎 正樹 一般財団法人エネルギー総合工学研究所 理事 

原 三郎 一般財団法人電力中央研究所 エネルギー技術研究所 副研究参事 

沖 裕壮 一般財団法人電力中央研究所 エネルギー技術研究所 上席研究員 

石井  弘実      三菱日立パワーシステムズ（株）電力プロジェクト総括部 グループ長 

尹 聖旲 九州大学 先導物質化学研究所 教授 

宮脇 仁 九州大学 先導物質化学研究所 准教授 

持田 勲 一般財団法人九州環境管理協会 理事長 

 

＜評価事務局＞ 

佐藤 嘉晃 NEDO 評価部 部長 

保坂 尚子  NEDO 評価部 主幹  

内田 裕  NEDO 評価部 主査 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

２．分科会の設置について 

３．分科会の公開について 

４．評価の実施方法について 

５．プロジェクトの概要説明 

 ５．１ 事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメント 

 ５．２ 研究開発成果、実用化に向けての見通し及び取り組み 

 ５．３ 質疑応答 

６．プロジェクトの詳細説明 

（非公開セッション） 

７．全体を通しての質疑 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定 

１０．閉会   

 

 

議事内容 

（公開セッション） 

 

１．開会、資料の確認 

・配布資料確認（評価事務局） 

 

２．分科会の設置について 

 ・本委員会分科会は、委員７名のうち、６名の分科会委員の出席があり、NEDO技術委員・技術委員会等

規定第４条（参考資料１）および第６回研究評価委員会での決議事項に基づき、本委員会が成立したこ

とが評価事務局より説明があった。 

・研究評価委員会分科会の設置につき、資料1に基づき評価事務局より説明。委員、推進者、実施者紹介。 

 

３．分科会の公開について 

評価事務局より資料 2 及び資料 3 に基づき説明が行われ、議題 7「全体を通しての質疑」を非公開とする

ことが了承された。 

 

４．評価の実施方法について 

評価の手順、実施方法を評価事務局より資料4-1～4-5に基づき説明があった。 

 

５．プロジェクトの概要説明 

推進者より、プロジェクトの概要ついて、資料6-1に基づき説明が行われ、以下の質疑応答が行われた。 

 

【金子分科会長】  ご説明ありがとうございました。ただいまのご説明に対しまして、ご意見、ご質問等
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ございましたらお願いしたいと思います。なお、技術の詳細につきましては、次の議題、議題 6 でご

説明並びに質疑をお願いしたいと思いますので、ここでは、事業の位置付け・必要性、マネジメント、

それから、現在までの研究成果の到達状況等についてご質問、ご意見等いただければと思いますけれ

ども、いかがでございましょうか。では、阿部先生お願いします。 

【阿部分科会長代理】  それでは、1 つお伺いしますけれども、この事業、今回事後評価ということで、

中間評価のときのいろいろな質疑があったようで、それが今日も簡単にご説明ありましたけれども、

事業原簿を見ますとかなりいろいろなご意見が出ていたようであります。 

 それで、特にその中で思ったのは、ガス化炉の形式とかも、今、試験を、今回これからご報告がある

と思うのですけれども、2室2段のものでやるということについてもいろいろご意見があったみたいで、

それに対してお答えは、ガス化炉の形状とかその辺は今のものが最適だとは思っていない、もう少し

検討する必要があるというようなご回答があったわけです。 

  さらに別のところでは、ガス化方式自体もまだ検討課題になっているので、事業者間で研究開発の

方向性について早急に意思統一を図り、新しい計画案を提出すべきであるという指摘があって、それ

に対して、長いので省略しますと、特定のメーカーの炉形式に縛られず、むしろ異なる形式の炉にお

ける効果の違いを確認するほうが望ましいという見解のもとで進めたいと書いてあります。 

  いろいろな形式というのは考えるといろいろあるわけで、今の 2 室 2 段の形状もありますし、さら

に言えば、例えばドライフィードにするのか、スラリーフィードにするのかも 1 つあるかと思います

が、そういういろいろな炉の形式についての比較検討をやった上で研究開発を進めているのか、現時

点でそういうことは既に検討は終わっているのかということを確認したいと思います。 

【金子分科会長】  いかがでございましょうか。よろしくお願いいたします。 

【細田職員】  中間評価でいただいた意見を踏まえて、2 室 2 段のガス化炉のほかに、1 室 2 段のガス化

炉について数値解析を進めております。1 室 2 段の検討については 2 室 2 段炉ほどできてはいないん

ですけれども、今後、1室2段の検討の課題としては……。 

【阿部分科会長代理】  そこの部分はやられたと。そのほかのいろいろな炉の形式ございますね。そうい

うことについてはまだ具体的には進めていないということでよろしいですか。 

【細田職員】  はい。 

【阿部分科会長代理】  わかりました。 

【小野崎PL】  ちょっと補足しますと、基本的にこういう炉の形式の検討において一番重要なのが、そも

そもの反応モデルなり、数値解析する手法だと思います。これについては、反応速度式等のいわゆる

反応モデルの改善等をずっとしてまいりましたので、それをベースとして今後さまざまなことも可能

だと考えています。それをすぐ適応できるという意味で、2室2段、1室2段を検討してまいったとい

うことで、全く違う炉形式ということは今のところ想定していません。いわゆる噴流床の中である程

度の形状の最適化というのは当然図っていくべきものと考えています。 

【金子分科会長】  よろしいでしょうか。 

  ほかにいかがでございましょうか。 

  はい、鷹觜委員。 

【鷹觜委員】  国内市場規模予測のところで、今後リプレースされていく中でこのOxy-IGCCが入ってい

くだろうという予測、その一方でPre-combustionの IGCCも大体半分ぐらいの予測をされておるわけ

ですけれども、この予測、大体半分ぐらいに分けられていますが、これは炭種を考えての適用という

ことで仕分けされているのか、あるいは何か違う意味があるのですか。と言うのは、これをやってい

く中で効率がどれぐらいまで抑えられるかということと、コストで大体技術の方向性というのは出て

くるのかなと思っておりますので、この辺の予測の根拠をお聞きしたいです。 
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【小野崎 PL】  今、炭種のお話ありましたけれども、いわゆる IGCC で Pre-combustion をつける時と

Oxy-IGCC で大きく炭種が異なるということはないと考えています。IGCC のマーケットの 1 つとし

てOxy-IGCCがあり、通常の IGCCのPre-combustionとOxy-IGCCの経済性を比較した上で選定化

がなされていくものと考えています。ここで両者がちょうど半分になっているのは、半分と仮定した

らこのぐらいのマーケットと言う意味です。あくまで予測ですが、おおよそとしては年間 1 基あるい

は場合によったら 2 基とかそういうオーダーで普及するということになりますとかなりの数、ここに

ありますように400MWとした場合に14.4基、場合によったらその倍ぐらいという十分な市場がある

かなというふうに理解しています。 

【鷹觜委員】  ありがとうございます。 

【金子分科会長】  はい、関根先生お願いします。 

【関根委員】  教えていただきたいのですけれども、知的財産の件でございます。出願特許 4 件、それか

ら、プロジェクト開始前に幾つか出願を既に済ませておるというお話でありましたが、これ、審査請

求と、それから、PCT、各国移行等の海外の知的財産確保という点、出願しただけではなくて、その

後どうなっているかというところを教えていただけますでしょうか。 

【沖上席研究員】  事業者のほうから回答させていただきます。今、4 件挙げておりますものにつきまし

ては、まだ 1 年未満で公開していないものもありますが、粛々と手続を進めて知財化を図っている状

況でございます。 

【関根委員】  審査請求には全部行くのですか 

【沖上席研究員】  はい、行っております。 

【関根委員】  それ以前のものに関して、要は、国内で展開を図るということも重要ですが、技術を最終

的に海外へ向けても何か出していくというときに、しっかりした知財の確保と、それを武器に世界に

売っていくという視点も必要じゃないかと思っておりますけれども、その辺でPCTで世界に各国移行

していくというあたりはどういう状況かなと思いますが。 

【原副研究参事】  私のほうから答えさせていただきます。このプロジェクト前に電力中央研究所のほう

で基本的な考え方を発案した段階で、11 件特許を出しております。その中については、一部、海外へ

の特許化ということを目指してPCTのほうも手続を進めているのもございます。この期間中の4件に

ついては、まだ国内分が審査請求後の手続を進めている段階ですので、それも含めてまた今後海外へ

の知財化も継続して考えたいなと思っております。 

【関根委員】  ありがとうございます。 

【金子分科会長】  はい、神原先生お願いします。 

【神原委員】  研究開発マネジメントについてです。これは概要説明資料の 14/26 ページの表になるかと

思うのですが、大項目で 5 つ、それぞれまた中項目があるわけですけれども、これは誰がどういうふ

うに担当して、どれぐらいの予算で成し遂げたのかというところは、大ざっぱに説明できますでしょ

うか。 

【細田職員】  こちら、基本コンセプトの確認については電力中央研究所にて行っておりまして、あとは、

再委託先の群馬大学が担当しております。基盤技術の開発につきましては電力中央研究所、九州大学

ともに行っておりまして、この中の(2)高 CO 条件における炭素析出対策の構築、こちらについては九

州大学と電力中央研究所が協力してやっている項目でして、(1)、(3)、(4)については電力中央研究所に

て基本的に進めていただいております。あとは、全体システム成立性の検討については、電力中央研

究所メインに行いまして、メーカーとも協力し検討を進めております。次フェイズの検討につきまし

ても、メーカーの再委託先と電力中央研究所が行っております。商用化に向けた検討としましては、

電力中央研究所と九州大学が共同で事業を実施してきておりまして、再委託先の京都大学にも検討い
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ただきました。 

  予算の配分としましては、一番大きいのが基盤技術の開発となりまして、ガス化試験等を行って検

証を進めていくので、どうしてもその分予算としては大きくなっております。あとは、5番の本技術の

普及に向けた検討というところで、この検討をするに当たって装置等も大学で購入しておりますので、

その分結構金額が大きくはなっているところです。全体システム成立性の検討、次フェイズ検討につ

きましては、配分としてはそれほど大きくはありません。 

【神原委員】  後でその金額は出てきますか。 

【細田職員】  各テーマにどのぐらいの金額が投ぜられたか？ 

【神原委員】  各テーマではなくて、1番、2番、3番、4番、5番、この大項目で結構です。細かいとこ

ろまではよろしいですが、大体ウエートとして全体の何割ずつが配分されたかというのがわかると非

常に評価しやすいんです。 

【細田職員】  各項目どれだけウエートがあったかという整理を、してませんでして……。 

【神原委員】  では、また後で。 

【金子分科会長】  差しさわりがあるようでしたら、非公開のときでも結構ですけれども、間に合います

か？ ちょっと無理でございますか。 

【細田職員】  整理して後日お送りさせていただきます。 

【金子分科会長】  よろしくお願いします。 

【成瀬委員】  コメントと質問入りまじりで恐縮ですが、例えば5ページ、5/26というところに IGCCと

書かれてあって、ここにやはり微粉炭火力というのもきちっと明記されているわけですね。NEDOさ

んとしては、多分ずっと IGCCだとかHYCOLであるとか、今やられているカライドの微粉炭のCCS

とか、やはりそういういろいろな技術に関わられたと思います。そういう何か技術の歴史観みたいな

ものもぜひ取り入れてほしいなということです。突然この IGCC、CCS というのが出てきたわけじゃ

ないと思います。それはもうみんな、電力中央研究所さんも含めてご理解されていると思いますので、

そういう日本が技術開発した歴史観みたいなものをぜひ取り入れた上でこういう IGCC、CCS がいる

という、そんな表現にしていただくと、何か連続性というのか、一生懸命皆さんが貴重な資金を使っ

て技術開発をされてきたという、それがうまく見えるんじゃないかなという気がします。 

  途中からもう IGCC 一辺倒になってしまって、実際はもう PC のほうが日本の電力事業では実用化

されていまして、結局はPC にCCS、今、私が実は推進部をやっている都合上しょうがないのですけ

れども、やっぱりそういうことをきちっと国でサポートしているわけですから、そういうことも含め

てむしろNEDOさんがそれはマネジメントするというのが本来の筋かなという、そんな感じがいたし

ました。 

  したがって、例えば8ページ、NEDOのマネジメントと書いてあるのが、ここにもう少し具体性を

持つような表現があればいい。これだと、実はお金だけ出したという、多大な技術の開発費が必要だ

という、そこで貢献しているだけに見えてしまいます。おそらくそうじゃないと思いますから、いろ

いろな技術開発を俯瞰して、将来こうあるべきだ、あるいは微粉炭火力、IGCCとどうなんだと、いい

悪いも含めて、そういうものがむしろNEDOさんができる貢献だと考えています。 

  それから、細かい話はまたお話ししますが、例えば12ページは、我々からすると、環太平洋の3炭

種と言われてもあまりインパクトがなくて、例えば融点が1,700℃の石炭が燃やせますよと、今、IGCC

とか大崎さん苦労されているみたいですけれども、やっぱりそういう情報が本来大事です。それから、

発電効率もHHVでなぜ表記しているのか。普通は水の凝縮潜熱は使えませんから、LHVでやるのが

筋だと思います。そういうところはやはりきちっと表現されたほうが後々誤解を招かないという、そ

んな気がします。 
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  それから、あと1つ申しわけないですが、13ページです。私、ゼロエミッション関係の科学研究費

の研究をしたことがあるのですが、ゼロエミッションという定義が石炭の世界では少し違っていまし

て、例えば酸素と書いてありますけれども、これ、窒素が出てくるわけです。窒素を外に出している

わけです。それから、ガス精製のところも、実は廃棄物がいっぱい出てくる訳です。これ、排水で全

部出しています。ゼロエミッションというのは本来それ全部きちっと考えるというのがゼロエミッシ

ョンなのですけれども、それを知っていて書いていない訳です。ですから、こういう所はきちっとや

っぱり悪いところもいいところも書くべきです。 

  残念ながら窒素が大量に出て、それは使えない訳ですね。市場でなかなか回っていかない。それか

ら、硫黄含めていろいろな排水が出る。その排水処理をせざるを得ないということはもう判っている

訳ですから、やっぱりこういうところにきちっと書いて、負の面もあわせてちゃんと出す。その上で

効率が 42%というのはすばらしい技術であると記載すべきです。やっぱりそういう負の面もちゃんと

見えるように是非していただきたいと、そんなコメントでございます。以上です。 

【細田職員】  コメントありがとうございます。1点目の、PCも含めて様々な技術開発を俯瞰して将来の

技術を見すえて技術開発を進めていくべきというご意見についてもごもっともでありますので、その

あたりも踏まえて状況や流れがわかるような形で報告書等を今後取りまとめていきたいと考えており

ます。 

  2点目の環太平洋の幅広い石炭というところで、我々の意図としては、環太平洋地域の幅広い、オー

ストラリアだったり、インドネシア、中国だったりという、賦存量が豊富かつ日本の主な石炭輸入先

である国を網羅できるというところで、このような目標を設定をしたのですが、ご指摘の点ごもっと

もでありまして、詳細説明の際にはそのあたりの石炭の性状とかも詳しくお伝えできますのでご容赦

ください。 

  3点目のゼロエミッションの定義につきましても、悪いところをあまり伝えないような表現に、いい

ところを切り出して伝えているような表現になっているというところで、悪いところもしっかりと伝

わるような形で表現を変えて、報告書等を取りまとめていきたいと考えております。ありがとうござ

います。 

【金子分科会長】  ほかはいかがでございましょうか。 

  それでは、私から質問1点とコメント1点、お願いしたいと思います。スライドの発表の20ページ

の市場規模の予測というのがございました。その中で、老朽火力のリプレース需要 40 万 kW、

400MWx14.4 基というのがございますけれども、これは既設の石炭火力で 40 万というのはほとんど

ありませんから、25 万 kW とか、あるいは 50 万 kW、60 万 kW というのが対象かと思いますので、

そこらのリプレースに該当する容量の全体を出して、それをCCS付きの IGCCの40万kWで何基分

かということでこういう表現にしたということでよろしゅうございますでしょうか。 

【小野崎PL】  先生のご指摘のとおりです。 

【金子分科会長】  ありがとうございます。 

  それから、先ほどちょっとご質問が出ました特許及び知的所有権の話なんですけれども、先ほども

ご指摘がありましたように、この技術が本当に生きてくる、あるいは世界に冠たるものになっていく

というのは、やっぱり海外が本当の勝負の場所かと思います。ですから、国内特許をがっちり押さえ

るというのは大事なんですけれども、先願権が全てパーフェクトに確保されていれば、国内が全て終

わってから海外でいいんですけれども、やはりある程度並行して海外も押さえる。つまり、国内で時

間をかけ過ぎて気がついたときには手おくれだったということになると非常にもったいないので、も

う少し並行して海外もという視点でチェックをされたらいかがかなという気がいたしております。 

【小野崎PL】  マーケットという意味では、国内以上に海外のほうが多分あるかなと思っていますし、こ
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ういう日本発の技術が海外に本当に普及していくことを皆期待しているわけですので、先生ご指摘の

ように今後考えていきたいと思っております。 

【金子分科会長】  ありがとうございます。 

  ほか、よろしゅうございますか。 

  それでは、ほかにもあるかもしれませんけれども……。 

 

６．プロジェクトの詳細説明 

実施者（電力中央研究所・九州大学）より、プロジェクトの詳細について、資料6-2に基づき説明が行われ、

以下の質疑応答が行われた。 

なお、詳細説明に先立ち、実施者が持参配布した資料（現地調査会などでいただいたコメント）に関する

簡単な補足説明があった。 

 

【金子分科会長】  ご説明ありがとうございました。それでは、ただいまの技術ご説明に対してのご質問、

ご意見等お受けしたいと思いますけれども、委員の先生いかがでございましょうか。 

  はい、関根先生。 

【関根委員】  2 点教えていただきたいのですが、最初に水蒸気の濃度のお話でございます。水蒸気を入

れた場合と、回収したCO2を入れた場合と、燃焼排ガスを入れた場合で、高CO 条件における炭素析

出がどう変わるかというのを比較された28ページのスライドでございます。ここでのお話がまず、排

ガスというのはCO2リッチで多少の水蒸気を含んでいて、あえて回収CO2をたくさん入れるよりも量

が少なくて済む、その分のアシストというのは水蒸気が炭素析出を抑えてくれているという理解かと

いう、まず前提としてそういう理解でよろしいですね。 

【沖上席研究員】  はい、正しいです。 

【関根委員】  この勝ち負け表でいうと、1番のCO2に対して3番がいいというのは、水蒸気がちょっと

いるから、その分ガス量が少なくて済むよと言うことですか。 

【沖上席研究員】  いえ、そこには少し誤解があります。3 番の燃焼排ガスに含まれる水蒸気は排ガス由

来ですが、2番の水蒸気と申しておりますのは、精製ガス中の水蒸気成分ではなくて、スチームタービ

ンを動かすところのスチームを積極的にとってきてということです。 

【関根委員】  そちらの方ですか。 

【沖上席研究員】  従いまして、3 番がいいというのは、ガス量の話だけではなくて排ガス由来の温度・

圧力の高いものが来ていると熱効率への影響が少ないというところが大きい、そういうふうにご理解

ください。 

【関根委員】  判かりました。それで、それに絡めてなんですが、そうすると、私の質問は多分的外れな

ものになってしまうのですけれども、炭種の話のところなんかで、燃料の性状に応じて出てくる水蒸

気量も変わるんじゃないかというところに、ガスタービンのほうの燃焼試験の水蒸気コンテンツとい

うのはどういう影響をもたらしますかというところをお聞きしたかったんですが。 

【小林上席研究員】  ご質問を確認させていただきますと、ガスタービンの燃焼にこの循環ガスがどのよ

うな影響を与えるかということだと思うんですが……。 

【関根委員】  それから、出てくる燃焼側からの水蒸気と、後で入れる水蒸気のバランスというのはどう

いう感じなのか。 

【小林上席研究員】  まずガスタービンに与える影響なんですが、もともと温度コントロールのために循

環している燃焼排ガスの一部をガス精製設備の上流に分岐しているだけですので、トータルの循環量

は変わりません。ですから、そういう意味で影響が皆無と、燃焼に関しては影響ありません。 
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  それから、後半のご質問の水蒸気濃度ですか。 

【関根委員】  そうではなくて、AD 炭みたいな、例えばほかのロシア炭などに比べて、例えば亜瀝青炭

あるいは褐炭に近いような水蒸気量の多いものを燃やしたときに、あるいはH 分の多いものを燃やし

たときのその影響というのはどういうふうにこういうところにきいてくるのか、どうかと。 

【小林上席研究員】  もともとの石炭ガス化炉から出てくる燃料性状に炭種影響あるいはもともと原炭中

の水蒸気濃度、これが影響を与えれば、その分の平衡論的な影響は出ますけれども、計算上は全て平

衡条件になりますので、炭種の影響よりも、もともと CO 濃度が高いというほうが炭素析出に影響が

大きいものですから、炭種影響はあまり大きくない。それから、もともとの原炭に含まれている水蒸

気が極端に多い場合、これはむしろ炭素析出には緩和される条件になります。 

【関根委員】  そこは判った上で質問しているつもりなんですけれども、CO2と水蒸気を両方まぜこぜに

して燃やすというのが、今回ガスタービンの基礎燃焼のところでは重要というか、おもしろいという

か、大事な点ですね。希釈剤としての CO2と水蒸気の影響というのは、CO2はそういう意味では燃焼

を抑制する側に効いてしまう。水蒸気はそこまでそういう効果はないのではないかと。そうすると、

水蒸気コンテンツがどれだけ上がってくるかで、後ろのぎりぎり燃えるか燃えないか、燃え切るか燃

え切らないかというところに対しての水蒸気のセンシティビティーというのは結構あるのではないか

と、そういうことをお聞きしたかった。その辺が炭が変わったときどのぐらいコントロールできる範

囲に入るものなのか、多少悩ましいのか。 

【原副研究参事】  ちょっと補足的に説明させていただきます。おっしゃるとおり、ガスタービン側のほ

うでは、ガスタービンの燃焼排ガスをそのままガスタービンの希釈剤あるいは冷却のほうに持ってい

きますので、その組成が水蒸気とCO2の割合がどれぐらいかというのは燃焼性に影響は及ぼします。 

  きょうの先ほどのご説明の中の単一バーナの燃焼試験のところでも、水蒸気濃度と CO2濃度の影響

というのを一部とっております。お示ししたように、CO2 だけの場合よりも、水蒸気がちょっと入っ

てくるとガスタービンの燃焼性は上がってきています。 

【関根委員】  そうですね。 

【原副研究参事】  今はこういった知見を、もう少し実際のいろいろな炭種を想定したときに出てくるガ

ス濃度を想定したデータを蓄積しているという状況です。 

【関根委員】  では、まだこの質問に対する答えはまだ判らないということでいいんでしょうか。 

【原副研究参事】  それを次のフェイズのガスタービンの燃焼器設計の具体的な基礎燃焼試験装置あるい

は CFD を使った設計検討のほうに反映させていくというようなことでステップとして考えておりま

す。 

【関根委員】  判りました。ありがとうございます。   

【金子分科会長】  ほかに。鷹觜先生。 

【鷹觜委員】  先日の現地調査会でも確認させていただいたかと思いますが、20ページの基本コンセプト

のところで CO2を入れたときの反応促進効果ですが、今回、実験的に小型のガス化炉を用いているの

で、実際のこのプロセスの中のは再現できていないというご説明で、シミュレーションでやっており

ますというような回答だったと思いますが、そのシミュレーションの結果で CO2の効果というのはど

こかにありますか。写真だけがあったのですけれども。要するに、チャーの生成率が非常に高い領域

でやられているので、CO2を入れればこれが下がるのかなという気がして。実際のO2/CO2のガス化で

は本当に CO2の添加の効果がどれほどあるのかをシミュレーションでやっているとおっしゃっていた

ので、その結果を知りたいのです。 

【沖上席研究員】  シミュレーションの比較対象の選定が難しいと考えております。例えば空気吹き相当

の濃度で検討するのではなく、本来 80％とか高い酸素吹き相当の濃度のシミュレーションで比較する
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のが望ましいのですが、電中研は、酸素吹きの2室2段炉のデータを持っておりませんので、CO2/O2、

O2濃度80％のものと、酸素吹きのO2/N2、O2：80％のデータを比べることは困難です。そういう意味

でシミュレーションで両方並べというのができないのが残念なところです。ただ、そこに関しては、

ベンチ炉の試験で高いO2濃度が実現できますので、今のシミュレーションでは比較対象がないですけ

れども、次のステップでは比べられると考えております。逆に低い O2濃度では、25、35 のあたりで

は比べてはおります。 

【鷹觜委員】  低いO2濃度では、今のこの結果ですよね。 

【沖上席研究員】  いや、これではなくて。 

【鷹觜委員】  この結果ではなくて、これは違うのですか。 

【沖上席研究員】  要は、最後のゴールはO2：80％でというものを私たちは狙っておりますので……。 

【鷹觜委員】  比較対象ができないということですか。 

【沖上席研究員】  はい、現時点では私どもが2室2段の酸素吹きのデータがなくて、比べられないとい

うのが正直なところでございます。 

【鷹觜委員】  そうですか。判りました。 

  それから、これも現地の調査会でお聞きしたかと思いますが、27 ページの CO2と H2O の濃度をコ

ントロールすることによって、この図にあるような非析出領域を経由して炭素析出を抑えるというこ

とですけれども、これ、燃焼排ガスを入れてCO2とH2Oを同時に入れるような形で平衡論的で決まっ

てくると思うのですけが、これ、どういうふうにすれば、横軸を経由して非析出領域を保つことがで

きるのかがまだ理解ができてないので、説明頂けますか。 

【沖上席研究員】  これは結局、平衡論的に経由してというよりも、実際には平衡論的にガス反応は進ま

ないで、どこかで反応が凍結されると考えますので、両者を結ぶラインの上のどこかにポンと出てく

ると思います。そのときに例えば CO2なり水蒸気なり燃焼排ガスをまぜることで、ここは縦軸、横軸

は分圧比、ご存じのように濃度比ですので、濃度を変えてやることでこのポイントをこっちに移すこ

とができると考えています。それはよろしいですよね。 

【鷹觜委員】  はい。 

【沖上席研究員】  そのときに実際のガス組成というのは、ここから平衡計算までのこの過程のどこかに

反応凍結されてポンと出てくるわけです。この場合はこんなところに反応凍結が出てくると析出しま

すが、もしもここに燃焼排ガスを混合してここの組成に持ってくれば、仮に平衡条件になったとして

も析出しない領域にあるので、どこで反応がとどまっても大丈夫ということかと思います。 

【鷹觜委員】  では、最初はガスの入れる割合をコントロールした上でそこまで行かせて、それからとい

う意味ですね。 

【沖上席研究員】  そうです。 

【鷹觜委員】  判りました。それでしたら理解できます。 

  それから、もう1点よろしいですか。NMRの結果ですけれども、冒頭でもどなたか委員の方の説明

があったのですけれども、3炭種でやったということで、その3炭種の適用性、どういう炭種が使えて

使えないかという。灰の溶流温度というので1,400℃ではご説明あったのですけれども、せっかくこう

いう NMR で詳しく検討されたと思いますので、説明であった類型化という話ですか、このところで

具体的にどういう灰の構造であればこれで問題なくて、どういう灰の構造だとだめだとか、そういう

ところまで成果の中に取り入れていただいた方が、やっぱりこういう高額の装置を買った意味がそこ

に出てくるのかなと思います。もし簡単にご説明できるならお願いします。 

【宮脇准教授】  よろしいですか。 

【鷹觜委員】  はい、お願いします。 
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【宮脇准教授】  ネットワークがどれぐらい発達しているかというのが粘度特性、高温溶融特性に大きく

影響します。そのネットワークの発達度合いをここでは代表的な 3 つだけを示させていただきました

が、先ほど申し上げましたように実際には5炭種以上について評価を行っています。 

  主たる成分であるSi、そして、Alの手は4本ございますが、4本それぞれが別のAlもしくはSiと

つながっている場合、Q4と呼ばれる構造、こちらではDD 炭がそれに対応しますけれども、に分類さ

れます。今は NMR でそれぞれの石炭灰の構造を分類しましたが、さらに高温溶融特性を評価しまし

た。こちらはCa添加の結果ですけれども、それとは別にこの赤と青とオレンジで示しましたのはDD

炭、MN 炭、AD炭それぞれですが、先ほどのQ4、手が4つともつながっている、ネットワーク構造

が発達しているDD炭においては、このように非常に高い粘度を与えるという区分はできました。 

【鷹觜委員】  こういう Q4とか Q2とか Q3構造というのは、もうこれは炭種にどれかと決められるもの

でしょうか。 

【宮脇准教授】  はい。そうです。 

【鷹觜委員】  例えばアダロ炭ですとQ2構造であると？ 

【宮脇准教授】  はい、そうです。 

【鷹觜委員】  そうですか。 

【宮脇准教授】  NMR で分析して、そのピークの化学シフトから、どのような構造かというのがわかり

ます。それで類型化を行いまして、例えば一番左側にピークを出すAD炭であれば、化学シフトはQ2

という構造であって、一番右側にピークを与えるこのDD炭においてはQ4構造であるというのが、こ

れまでの 5 炭種以上の評価においてわかりました。それとともに高温粘度特性を評価しまして、今の

Q4、化学シフト値でピークを示す石炭種というのは高温粘度特性を示すという相関性を確認いたしま

した。 

【鷹觜委員】  なるほど。この図を見ると、DD 炭とAD 炭は明らかに違うのですが、MN 炭というのは

非常にブロードにケミカルシフトになっていて、いろいろなところのものが混合物で入っているのか

なというような感じもしないでもないですけれども。 

【宮脇准教授】  おっしゃるとおりですね。混合物が、いろいろなタイプの化合物が含まれているという

のはおっしゃるとおりです。ただ、主成分としてどのあたりにあるかということで、例えばこの DD

炭の場合ですが、DD炭にCaを添加してきますとふたこぶのピークが出ます。そうすると、非常に高

粘度を与える成分と低粘度を与える成分が完全に分離しているということがわかりますが、15％のと

きには MN 炭と同じようなオーバーラップしたようなピークが与えられまして、2 つの粘度が全く異

なる成分が分離して存在しているのではないということがここから見えます。鷹觜さんがおっしゃら

れるとおり、確かにピークがブロードであるということから、多成分である、いろいろな構造を持っ

た化合物が含まれているということはおっしゃるとおりです。 

【鷹觜委員】  私言いたいのは、先ほど言いましたように、こういう成果を 3 炭種でどういうのが使える

かとか、そういうところにも入れられたらいいのではないかということと、このプロセスの中で今後

これをどういうふうに使っていくか、もし教えられるものがあれば、それも含めたほうがよろしいか

なと思いました。 

【宮脇准教授】  ありがとうございます。そのように対応いたします。 

【鷹觜委員】  ありがとうございます。 

【金子分科会長】  はい、どうぞ。 

【阿部分科会長代理】  それでは、私から 2 点、コメントと質問です。1 点目はどちらかというとコメン

トですけれども、ガス化の件です。基本的に今回これやってきた試験が、電力中央研究所さんの酸素

富化空気ベースの 3t/d のガス化炉で、言葉ちょっと悪いかもしれませんけれども、それありきでの試
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験、研究開発をやってきたように思えるのです。基本的に今回目指すところは、先ほどおっしゃった

ような O2/CO2比でいうと 80 対 20 ぐらいになりそうだということからいうと、技術的には基本的に

は酸素ガス化がベースにならざるを得ないだろうといます。 

  1つの理由は、比較している IGCCのPre-combustion IGCCが基本的にはO2吹きであるというこ

とと、それから、CO2を入れるということは、シンガス中の成分が CO2、CO、H2というような成分

になりますので、要するに、N2がゼロの状態でやるわけで、ですから、O2吹きのガス化炉の組成と似

た条件の組成になる。CO2 が多分増えるかもしれませんけれど。そういうことからいうと、やっぱり

CO2ベースでのいろいろな試験が必要ではないかなというのがまず1点です。 

  そうすると、3t/d での試験はこの条件設定でしかできなかったということなので、それはやむを得

ないとしても、やるべきことは、例えば基礎試験を先ほど言った 80 対 20 の比率の試験でいろいろな

ことをやってみるとか、そういうことをもう少しやる必要があるんじゃないかなというのが1つです。 

  次のステップについては50 t/dで、それは今、設定されたようなO2/CO2の比率をベースにやるので

しょうけれども、ということは、極端に言うと、いきなりそこに行っているような感触があるんです。

ですから、やっぱり 3 t/d ぐらいの規模で、要するに、10 分の1 ぐらいで1 回何かを同じような条件

でやった上で50 t/dに行くというならまだ判るのですけれども、いきなり50 t/dに行くのは、自信が

あるからそうするのでしょうが、そこはちょっとどうかと言う疑問があるかなというのがコメントと

いうことです。 

  それから、2 つ目は質問です。再生熱交換器と言っているものですか、これについてですけれども、

これは、要するに、プラント全体の効率を上げるために循環する CO2の温度を上げようということの

目的で設置するようですけれども、本当にそれが要るのかなということなんです。1 つの質問はまず、

なければ、熱効率はどの程度下がるのかということです。それから、もう 1 つの質問は、それに代替

するやり方はないのかと。例えば単純な思いつきで申しわけないですけれども、例えば CO2の循環量

をふやしてみるとかそういうことはあり得ないのかなと言うことです。なぜそういうことを言うかと

いうと、これ、もの巨大ですよね。 

【沖上席研究員】  いや、結果的に小さくなりましたが。 

【阿部分科会長代理】  その装置サイズからいうと、高さ30メートルですか、かなり大きいですよね。こ

れ、例えばガス化炉の下のクーラーとか、その大きさにほぼ匹敵するか、それよりも大きいかもしれ

ませんが、かなり大きいという印象があるのです。だから、コストインパクトも結構あるでしょうし、

だから、省略できるなら省略したほかの考え方が何かないのかなと思います。レイアウト図では小さ

く見えますけれども、あれ、上から見ているから小さく見えるだけであって、横から見たらかなり巨

大に見えますよね。だから、そこら辺、本当に要るのかなというのが質問です。 

【沖上席研究員】  再生熱交換器について補足させていただきますと、この装置にはガスを温めるという

ことと、ガスを冷やすという 2 つの機能が要求されています。ガスタービンの出口温度というのは、

空気ベースの燃焼オープンサイクルでは、ある程度低い温度になるのですが、CO2 の媒体になります

と、出口温度が下がらなくなるという難点もございます。 

  逆に燃焼器の入口温度を上げるために例えばコンプレッサで圧縮すると温度は普通上がるんですけ

れども、こういうセミクローズドで CO2ベースで回っていると、比熱が大きいので燃焼入口温度が低

いのです。出口で熱くて、入口で低いのをうまいことでこれで仲を取り持とうとしているので、これ

がないと熱いガスがそのまま出ていってしまって、熱交換できないでロスしてしまう。逆に燃焼器入

り口の温度のほうが上がらなくて燃焼が悪くなってしまうのではないかなというのを懸念しておりま

す。そういう意味では、この設備によってガスタービン出口の熱を拾って、燃焼器入口の温度を上げ

ることで燃焼性を維持するというのが本システムのコンセプトで、やはりこの再生熱交換器は何とか
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コンパクトにしても系内に置いておかないと効率が保てないのではないかと考えております。 

【阿部分科会長代理】  先ほどもちょっとご質問しましたけれども、なければ効率がどのぐらい下がるか

というのは予想されていないのですか 

【中尾主任研究員】  電力中央研究所、中尾と申します。再生熱交換器がない場合について1,300度級GT

を対象に試算しております。1,300 度級のときで約 4～5％ぐらいは低下してしまうという結果を得て

おりますが、基本的に計算結果を比較するときの条件を合わせるのがなかなか難しいので、一概にど

の発電設備であっても4、5％落ちるというわけではないということはご理解下さい。 

  あとは、再生熱交換器の特性としまして、今、沖のほうで申し上げたように、燃焼器入口の温度が

CO2 を循環させていることによってなかなか上がってこないという特徴があるのですが、もともと試

算した1,300度級が1,500度級、1,700度級と上がってきますと圧縮機での圧縮比も上がってまいりま

すので、圧縮機出口の温度が1,300度級に比べると1,700度級になるとだんだん上がってきます。 

  そうすると、今、沖が言っていたようなものというのが、だんだん燃焼器入り口の温度も上がって

きますし、同時にタービンのほうの膨張比も大きくなりますので、タービン出口温度も下がってきま

す。こうしたことから、ガスタービンの温度級が上がれば上がるほど再生熱交換器の効果がだんだん

薄れてきますので、ガスタービンの高温化が進めば、もしかすると費用と効率等いろいろ考えて省い

たほうがよいという可能性も出てくるとは考えております。 

【阿部分科会長代理】  わかりました。結構です。 

【金子分科会長】  ほかいかがですか。はい。 

【神原委員】  きょうは評価の観点で聞いていたのですが、どうもしっくり理解できないところがありま

す。研究開発フローにおける要素技術間の連携、順序は適切かというような評価項目があるのですけ

れども、その辺が、この研究開発のスケジュール、それから、今の説明では17ページの実施者間の協

力体制のスライド、ここからなかなか読み取ることができなくて、全て単発の研究で終わっているよ

うな印象が、本当は違うと思いますが、あります。 

  それから、例えば本システムの特徴の確認、基本コンセプトの確認の中の、本システムの特徴の確

認で、例えば6年間やっているけれど、成果としてはセミクローズドシステムがいいという、6年間の

成果としては適切なのかなという疑問もこの資料だけでは浮かんだりしています。 

  連携という点では、例えば、基礎試験で反応促進効果を確認して、速度データを得て、それをシミ

ュレーションに生かしたのか、生かしてないのか。速度定数が1.5倍だの3倍違って、実際、設計にど

ういうふうにそれを考察するのかとか、その辺がわかると評価しやすいです。その辺は今答えられる

限り答えていただきたいのですけれど。 

【沖上席研究員】  現状で、最後に言われました、TGの試験ですよね。 

【神原委員】  そうです。 

【沖上席研究員】  こちらですね。こちらの試験に関しましては、これが物理的に直接設計に活きるとい

うよりも、そもそもO2濃度が一定の条件でベースがN2かCO2かでどのぐらい変わるかということを

評価したところに、申しわけないですけれども、止まっていますので、これを設計に持っていくとい

うのは少し厳しいかと思います。 

【神原委員】  そうすると、これは5年間ぐらいやっているわけですね。 

【沖上席研究員】  これは5年間やったわけではなくて、群馬大学さんへの受託の中の2年目ぐらいにや

っております。 

【神原委員】  なるほど。 

【沖上席研究員】  あとは、6 年というお話がございましたが、これは何が基盤技術の確認かといいます

と、冒頭にご紹介しましたように、どういうメカニズムで効率がよくなっているかというのは実は非



 参考資料 2-13

常に複雑な問題でございまして、始めての2年目、3年目、中間評価のころというのは、ガスタービン

の寄与は何％、ガス精製の寄与は何％、ガス化炉の寄与は何％というようなことも求められました。

ただ、相互が絡み合っての IGCCですので、その切り分けに非常に苦しみました。 

  その後の2年、3年の基礎的な検討で、今日ご紹介しましたように、メカニズムとしてセミクローズ

ドではこのぐらいの効果があり、あとはこうした要因がこのぐらい効いているという説明ができるよ

うになりました。それは実験とは並行して、机上検討ではございますが、地道に4年、5年やってわか

ってきたところでございます。 

【神原委員】  その辺がわかるような資料づくりにしてもらうと非常に評価できます。 

【沖上席研究員】  ありがとうございます。 

【神原委員】  あともう 1 つは、似たような話ですが、京都大学の研究で褐炭の改質ですね。これはどん

な動機で始められたのですか。褐炭はそのまま使えないから改質して使うと。 

【沖上席研究員】  これは最初に「幅広い炭種の」というキーワードが出たときに、先生のほうから、今

後例えば実用化が2030年とか先の話になるのなら、今手元の石炭を集めてきて「幅広い」と言ってよ

いのか、もう少し先をにらんだほうがよいのではないかというご意見がございまして、そういう議論

の中からご提案いただいたところもございます。ただ、この技術は本システムだけではなく、もっと

ユニバーサルに使える幅広いものかなと認識しております。 

【神原委員】  だから、その辺で例えば褐炭の灰のNMR を撮るとか、何かそこの連携があると非常にい

いのですね。そんな感じで連携がどうなっているのか、順序がどうなっているのかというのが少し気

になりました。以上です。 

【金子分科会長】  はい、お願いします。 

【成瀬委員】  ご苦労さまです。数点、コメント、質問を含めてお伺いします。先ほど炭種の話もいたし

ましたけれども窒素は1％ぐらいですから微量とは言えないと思うんですが、窒素に対してはどういう

対応をするのかということをご回答いただければと思います。 

  あと、気になったのは、神原先生もですが、実験というのは確かに大変です。確かに 80％酸素で実

験はできない。だから、30％ぐらいしかできない。それはものすごく理解できるます。CFDもやられ

ていますね。そうすると、まずやっぱり普通は、その実験の結果をCFDである程度説明できるか。も

ちろんCFDがパーフェクトな結果を出してくれるとは私も全然思っていませんが、それをきちっと検

証した上で、できない実験、80％の酸素という、そういう流れにしていただくと、ものすごく判りや

すい。CFDももちろんパーフェクトじゃないのでいろいろな欠陥はあると思いますが、そんな流れで

うまく説明していただけたら。例えば20ページは、実験結果、貴重なデータなので、これはいわゆる

CFDでもやろうと思えば出せるわけですね。合わないと思いますけれども、普通は合わないですけれ

ども、出せますね。そういうのがうまく説明があると、CFDでここまで行けるのだという、あるいは

このぐらいのプラスマイナス 20％ぐらいの誤差で理解できるのだとかです。そうすると、次の 23 ペ

ージとか24、25ページですか、これは多分CFDですね。これ、実験じゃないですね。これは計算結

果ですね。と言う、やっぱりその信頼度というのが僕らに伝わってくる。 

  その上で実は、沖さんがおっしゃったように、O2を80%にしたい、CO2を20%にしたいということ

を先ほどおっしゃいましたね。それが何かこの最後の結果に、あらゆる実験に反映されているかなと

いう。例えば O2：80/20 で燃やしたガス化ガスというのは大体計算できますね。それをガスタービン

で実験しているのか。あるいは先ほどのスラグのデータでも、そういう排ガス組成でスラグがどんな

組成になっているか。今、スラグのはどういう雰囲気かというのは説明がなかったんですけれども、

いわゆるCO2が非常に濃い雰囲気で撮るNMRと、それから、通常の空気みたいなところで撮るNMR

は多分、私、判りませんけれども、違うような気がするんですね。 
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  少しCaCO3を入れている実験結果がありましたけれども、いわゆる炭酸カルシウムを入れても、CO2

が濃かったら分解しませんので、そういうことも含めてやっぱり。何か目標の実験条件というものが

一応は中に入っている、パラメータ変えてもいいです。もちろん温度、酸素濃度を変えてもいいです

けれども、沖さんが狙われている、こういう条件が多分最適だろうというところが全部の実験に入っ

ていると助かるわけです。それがちょっと。実験データがあれば、それをうまく整理してまとめても

らえば。多分、非常に多くの実験結果を持っておられると思いますから、うまく活用して反映しても

らえばいいと思います。 

  最終的に、6ページの全体のシステム、これの定量的な情報、この6ページを、できたら10ページ

程度まで、10ページはガスタービン周りしか書かれていませんが、これを全体のガス化炉まで入れて、

そこに矢印に何 kg/h とか数字が入って、CO2濃度は何ぼで、80％/20％のもので燃やした場合にガス

タービンの温度がこうなって、出てくる CO2はこうなってという、そんな図があると。それ、最終結

果ですよね。それで、最終的にこの50 t/dには何やらなければならないかという。 

  あと1つ、長くて申しわけない。実は例のOxy微粉炭で悩んだのは、やっぱり実循環ですね。どう

も次期フェイズも実循環の話はあまり出てこなかったのですけれども、これ、実際、CO2 は循環して

いませんね。ピュアなCO2を入れていますね。やっぱりオーストラリアでやっているのは実際のCO2

を入れていますから、そこに実は結構大きなバリアがあるので、その辺、次期フェイズで実際の CO2

をぐるぐる回すのか、やはりそこは1回切って純粋なCO2でまずはやるというのか、その辺は、判断、

後でいいですから、またお聞かせしていただきたいと。以上です。 

【沖上席研究員】  まず数値解析データの実験との検証ですが、私どもの小型炉実験データとは、所内研

究として突き合わせたことはあります。ただ、ここにあるチャーの生成みたいなものまで追いかけら

れていないので、そういうところがもう少しあればわかりやすい説明になったかなと反省しておりま

す。 

  あとは、実循環につきましては、ガスタービンの燃焼器のところで少しお話ししましたが、ご存じ

のようにシステム全体を回すのはすごく大変なことで、大きなガス化炉になればなおさら大変となり

ます。そういう中で小型バーナ単一実験をする意味は、そこだけでも回せないかと考えております。

ガスタービンだけなの？ と言われてしまうとさみしいのですが、でも、そこを 1 つの取っ掛りにし

て、片や 50 トンの炉のほうでは、O2/CO2の本当のガス化場で微量成分がどんな挙動をしているのか

を押さえながら、そういうアプローチは次フェイズではかけていきたいなということは考えておりま

す。 

【成瀬委員】  窒素は？ 

【沖上席研究員】  窒素は、硫黄以外の微量成分とくくってしまうと怒られてしまうのですが、いろいろ

な微量成分について、燃焼前回収をすべきもの、燃焼後回収をすべきものにまずは分かれると思って

おりまして、まずはそこの見きわめの 1 つの項目として考えております。ただ、窒素の場合は、ガス

タービン燃焼にもきいてくるので、さっきの循環という中では、アンモニアをまぜるような装置を今

まさに導入しようとしていまして、まずは最初に純アンモニアを投入する試験から着手して、あるい

はできることなら次フェイズでは循環してみたいと考えております。もちろん予算規模の制約なども

あるのですけれども、1つのターゲットには考えてはおります。 

【金子分科会長】  よろしゅうございますか。 

  ほかにいかがでございますか。 

  それでは、私から1つコメントとご質問をしたいのですけれども、50ページ、51ページの灰の融点、

NMR を使っていろいろな解析をされているのですけれども、これは IGCC に対して非常に大きな影

響があるというのは当然で、ここをしっかり押さえていただくと非常に貴重なデータが得られると思
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います。同時に、これは従来型のボイラーについても、いわゆる亜瀝青炭とか褐炭を従来型のボイラ

ーでどこまでたけるかというときに非常に重要なファクターになってきますので、ここをもうちょっ

と突っ込んでいただくと、応用といいますか、効用といいますか、非常に大きなものにつながるんじ

ゃないかと感じました。 

  それで、1 点だけ確認ですけれども、カルシウム添加のテストデータいろいろございますけれども、

当然、カルシウム添加後に溶融状態まで持っていって、つまり、1,700℃とか 1,800℃まで温度を上げ

た結果のものでの分析と考えてよろしいですか。 

【宮脇准教授】  はい、そのとおりです。 

【金子分科会長】  温度は大体何度ぐらいまで？ 

【宮脇准教授】  このときは1,400度まで上げました。 

【金子分科会長】  ありがとうございます。 

  ほかにいかがでございましょうか。よろしゅうございますか。 

  それでは、時間もちょっと押してきましたので、これから議題7「全体を通しての質疑」ということ

で非公開に入りたいと思います。 

 

（非公開セッション） 

７．全体を通しての質疑 

省略 

 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

分科会長、分科会長代理、及び委員より、以下の講評・コメントがあった。 

 

【金子分科会長】  ありがとうございました。これからまとめ・講評というところに入りたいと思います。 

  最初にお願いしました、2分程度でお話しいただければと思います。それでは、先に神原先生。 

【神原委員】  短くコメントいたします。個々の研究テーマは目標を達成していて、一定のレベルであり

ますので、十分よく頑張っていただいたというイメージではありますが、先ほど言ったように、それ

ぞれのつながり、マイルストーンというのですか、これがこうなったから次につながったというよう

な連携のところがわかれば非常に評価しやすくて、逆に言うと、評価項目に合った資料づくりしても

らうとすごくやりやすい。そうじゃないと、かなり自分の推測で評価しないといけなくなって、そこ

がちょっと難点かなと思った次第です。ですから、先ほどの表、あれを評価の項目に沿ってわかるよ

うに少し検討いただければ、書き直していただければと思います。それが私の総評です。 

【金子分科会長】  ありがとうございました。 

  それでは、成瀬先生、よろしゅうございますか。 

【成瀬委員】  ご苦労さまでございました。NEDO さんと実施者側に 1 つずつコメントを申し上げます。

既に発言もさせていただきましたけれども、やはり日本というのは IGCC、HYCOL 含めていろいろ

な努力がなされていると。やはりそういう技術的な歴史観をぜひ持っていただいて、その上でこの

IGCC-Oxy というものがどうあるべきかということを考えて技術開発に打ち込んでいただきたいとい

うのが1つ目です。いわゆる技術の連続性というのはやはり大事だと考えます。 

  実施者側へは、やはり IGCC だけの仲間で比較しているような感が若干あるのですが、微粉炭も頑

張っていまして、AUSCとか、あるいはOxyも国の資金でもって動いている。そういう意味で、やは

りそこまで含めた比較論が本来は重要じゃないかなという認識を私自身は持っています。LNGさんを
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入れてしまうと結構きついと思いますけれども、石炭ということであれば、微粉炭、Oxy も念頭に置

かないといけないと考えます。 

  最後は、これは私自身もそうですが、CCSレディーでいいかという。本当にCCS、COURSE50と

か、カライドのもありますけれども、上流だけやっているわけですね。ぼちぼち本当に、もちろん苫

小牧で試験をRITEさんやられていますけれども、CCSレディーでもういいのかという。埋めるとこ

ろなかったら、やっぱりせっかくつくった技術が使えないという、そういうことにならないように、

これは国もぜひご努力をいただかないといけないことだと思いますが、そんな感があります。以上で

す。 

【金子分科会長】  ありがとうございました。では、鷹觜先生。 

 

【鷹觜委員】  きょうはご報告ありがとうございました。私もやっぱり同じ感想でして、個々の成果は非

常に細かく検討されていてすばらしい成果が出ていると思いますが、やっぱり連携というか、それが

このプロジェクトの中でどういうふうに生かされて、今後フェイズ 2 に行くとした場合にそれがどう

生かされていくのかというところがちょっとご説明が欠けていたような気がしますので、そこを報告

書の中ではわかるように記載していただけたらと思いました。 

  あとは、それに関連して、このプロジェクトが、最初のご説明ですと、基礎的・基盤的研究開発と

いう要素というお話でしたので、そうだったら、やっぱり 50 t/d に行く前に、委員の方からもご指摘

あったように、基礎的なデータをもう少し確認されてから行ったほうがいいのかなという感じはいた

しました。 

  それから、シミュレーションの結果も出されておりますけれども、やはり今言ったように、本当に

実ガスを使ってO2プラスCO2でちゃんと回せるのかと。一方では、どんどんやっぱり日本の技術が世

界と競争して早くやってほしいという気持ちはあるんですけれども、そう言いながらも、やっぱり基

盤研究としてそれをもう少し次に生かせるために基本的なデータを早く採っていただきたいなという

のが感想であります。 

【金子分科会長】  ありがとうございます。関根先生。 

【関根委員】  関根です。どうもありがとうございました。感じた点、ほかの先生方と重複する点もござ

いますが、大学の基礎研究がそういう意味では連携という形であまり生きていないように思えたとい

うところは、唯一、今回感じた中で残念だったなと思う点であります。それ以外に関しては、電力中

央研究所さんじゃないとできないことをしっかりと進めておられて、非常にいい成果を出しておられ

ると。 

  ただ、これは推進体制、今後、NEDOさんあるいは経済産業省も含めて考えなくてはいけないのは、

やはりこの分野、国際的には中国もものすごい数のガス化炉を立ち上げていまして目的もいろいろで

すが、そういう意味ではガス化というものに対する技術が世界的にどんどん熟成されていく中で、日

本が国際競争力をしっかり担保していく。そのためには知的財産をしっかりと押さえていくというこ

とで、これはやはりPCTで早いところ各国移行を進めた上で、冒頭にも申し上げたとおり、国際的な

知的財産の確保というところ、お金はかかってしまいますが、そこをしっかりやる必要があるように

思います。 

  それから、もう 1 点は、北米等々で今、石炭に対してちょっと逆風な可能性が出てきたということ

もいろいろな話では流れておりますが、一方で世界的な状況としては、石炭に対するフォローの風、

アゲンストの風、いろいろな地域地域で流れがある中で、そういった状況に一喜一憂せずにしっかり

と技術を磨いておくことが重要と思います。 

  ともすると、これもNEDOさんにお願いということにもなるのですが、ここから先はもう誰もつい
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てこられない、電力中央研究所さんと三菱日立さんが背負わないと、大学なんかが手を出せるような

領域ではなくなってまいりますので、そういう意味ではオールジャパンでここを支えて、国がはしご

を外さずにしっかり技術をつくって、国際展開で外貨を稼ぐというところまで最後フォローアップで

きると、いい技術として仕上がっていくんじゃないかと。そのためには、残された時間はそうありま

せんので、前倒し加速でどんどんフェイズ2、3というところを進めていただけるといいのではないか

なと感じた次第です。以上です。 

【金子分科会長】  ありがとうございます。では、阿部先生。 

【阿部分科会長代理】  申し上げるまでもなく、CCS といいますか CO2問題がもう喫緊の課題なので、

やっぱり急いで開発を進める必要があるのではないかなというのがまず第 1 の感想です。ただ、私は

個人的にはCCSが本当に日本で適用できるかというのはちょっと疑問があることはありますが、それ

は別として、技術開発としてはこういう技術は当然開発として鋭意進めるべきではないかとは基本的

には思っております。 

  それで、質疑の中でもちょっと申し上げましたけれども、電力中央研究所さんがやられるというこ

とで、酸素富化空気ベースのガス化から発展したような技術開発にならざるを得なかったというとこ

ろはあるとは思いますけれども、これからはもっと基礎研究も含めて、O2 ガス化をベースにしたもの

をベースにもう少し比較検討等もやっていく必要があるのではないかなと思いました。 

  その意味で、先ほどご提案があった、50 t/d炉を待つまでもなく小型炉自体の酸素濃度を上げてやり

たいというご提案は当然だと思いますし、私も途中で申し上げましたとおり、できれば 80％ぐらいま

でやれるような試験設備にしてやっていただいて、50 t/d炉をできるだけスムーズに立ち上げるような

格好にしていく必要があるかなと思います。 

  50 t/d炉というのもかなり大きなものなので、立ち上げてすぐできるものでもないと思いますので、

できるだけ問題点は小さい小型炉で潰していく必要があるのではないかなと、そういうふうに感じま

した。以上です。 

【金子分科会長】  ありがとうございました。 

  最後に、分科会長ということで、私の、これは委員としての個人の意見でもございますけれども、2

点ほど申し上げさせていただきたいと思います。 

  1つは、やはり今、かなりいいところまで見通しが得られておりますけれども、やはりいろいろシミ

ュレーションで出したり、外挿したりというような部分も多うございます。これはやっぱり3 t/d 炉の

制約でやったところが多いと思いますので、私は若干、先生方の意見とは別で、50 t/d というのがも

う既にあって、酸素設備だけ追加すればもうほぼ 90％酸素で十分データがとれるんだったら、そのほ

うがむしろ一気にデータがとれて早いのかもしれないという気がちょっといたしております。これか

らつくるんだったら、おそらく費用といい期間といい大変なことですけれども、おそらく3 t/d の改造

費よりとどっちかなというような気もいたしますので、そこはよく判断されて、ミニマムコストで 50 

t/dのきちんとしたフルデータが出るんだったら、それも1つの考え方かなと思います。 

  2 番目は、やはり今回、43.幾らという高位発熱量基準で、送電端で CO2回収をやりながらUSC 以

上の効率が出るという、世界で初めての結果を出しているわけですけれども、やっぱりこのかなりの

部分が、乾式ガス精製の成果でこれだけほかの人ができない結果を出していると。乾式ガス精製は、

200 t/dのパイロットのときもこれでやって、実証機で時期尚早ということで湿式に切りかえたわけで

ございますけれども、ある意味では日本が最高の効率を実現するための悲願でもあると思います。で

すから、乾式ガス精製とセットになったこのシステムで世界最高の効率を出して、CCS をやりながら

USCと遜色ないという技術をぜひ完成していただきたいなというのが私の感想でございます。私のほ

うは以上でございます。 
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  どうもありがとうございました。 

 

９．今後の予定、その他 

資料 7 に基づき、今後進める議事録作成、質問表提出、評価報告書作成への協力依頼、スケジュールが伝

達された。 

 

１０．閉会 

実施者の小野崎PL、及び推進部の安居部長からの次フェーズに向けた抱負・協力の表明を得て閉会した。 
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配布資料 
資料1  研究評価委員会分科会の設置について 

資料2  研究評価委員会分科会の公開について 

資料3  研究評価委員会分科会における秘密情報の守秘と非公開資料の取り扱いについて 

資料4-1  ＮＥＤＯにおける研究評価について 

資料4-2  評価項目・評価基準 

資料4-3  評点法の実施について 

資料4-4  評価コメント及び評点票 

資料4-5  評価報告書の構成について 

資料5  事業原簿（公開） 

資料6  プロジェクトの概要説明資料（公開） 

資料7 今後の予定 

参考資料1 ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程 

参考資料2 技術評価実施規程 

以上 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料３ 評価結果の反映について
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考
資
料

3-1

「CO2 回収型次世代 IGCC 技術開発」（前倒し事後評価）の評価結果の反映について 

 

 
 
 
  

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

・計画された時点よりも本事業の実用化を前倒しすべきと考え

るが、計画が見直された様子が見えなかった。 

 

 

・ガス化技術の研究は、実用化の見通しに対して不明な点が残

されている。次フェーズで早急に進めることを希望する。また

本システム成立の基幹技術として乾式ガス精製技術があり、こ

れに関しては一層の充実した研究開発を期待したい。 

・次フェーズにおいては、国内外のＣＣＳ動向、社会のニーズや

情勢の変化を見極めた上で、前倒しを含め適宜計画を見直してい

く。 

 

・Ｏ２／ＣＯ２比でのガス化性能データを十分把握する予定。 

乾式ガス精製技術については実組成ガスによる特性評価を進め

る。 

 



 

 

 

 

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２７年３月 

 

 NEDO 評価部 

 部長 佐藤 嘉晃 

 主幹 保坂 尚子 

担当 内田 裕 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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